
会議録（速報版） 

－1－ 

予算特別委員会（第１分科会）記録 
 

 

    １．会議の日時   令和７年２月27日（木）午前10時０分～午後４時23分 

    ２．会議の場所   第４委員会室 

    ３．会議の議事   下記のとおり 

    ４．出席委員の氏名 下記のとおり 

 

 

協議事項 

 

（会計室） 

１．予算第１号議案  令和７年度神戸市一般会計予算（関係分） 

（選挙管理委員会・人事委員会・監査委員） 

１．予算第１号議案  令和７年度神戸市一般会計予算（関係分） 

２．第８号議案    神戸市職員の給与等に関する条例等の一部を改正する条例の件（関係分） 

３．第28号議案    令和７年度に係る包括外部監査契約締結の件 

（市長室・行財政局） 

１．予算第１号議案  令和７年度神戸市一般会計予算（関係分） 

２．予算第12号議案  令和７年度神戸市公債費予算 

３．第３号議案    刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例の 

           件 

４．第４号議案    神戸市事務分掌条例等の一部を改正する条例の件 

５．第５号議案    神戸市職員定数条例の一部を改正する条例の件 

６．第６号議案    公益的法人等への職員の派遣等に関する条例の一部を改正する条例の件 

           （関係分） 

７．第７号議案    特別職の職員で常勤のものの給与に関する条例の特例に関する条例及び神 

           戸市職員に対する期末手当等の支給に関する条例の特例に関する条例の一 

           部を改正する条例の件 

８．第８号議案    神戸市職員の給与等に関する条例等の一部を改正する条例の件（関係分） 

９．第９号議案    神戸市都市整備等基金条例等の一部を改正する等の条例の件 

 

出席委員（欠は欠席委員） 

 

主 査   大井 としひろ 

副主査   大 野 陽 平   細 谷 典 功 

分科員   前 田 あきら   萩 原 泰 三   川 口 まさる   ながさわ 淳一 

      黒 田 武 志   か じ 幸 夫   朝 倉 えつ子   三木しんじろう 

      岡 田 ゆうじ   しらくに高太郎   河 南 忠 和   徳 山 敏 子 

      あわはら 富夫   大かわら 鈴子   よこはた 和幸  欠坊 池   正 
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       田 謙 治 

委員長   髙 瀬 勝 也 
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議  事 

 

   （午前10時０分開会） 

○主査（大井としひろ） おはようございます。ただいまから予算特別委員会第１分科会を開会い

たします。 

  なお、坊池委員より病気療養のため欠席する旨の届出がありましたので御報告申し上げておき

ます。 

  最初に、私から御挨拶申し上げます。このたび副委員長に就任し、本分科会の主査として分科

会運営を担当することとなりました。理事並びに委員各位におかれましては、円滑な運営が進め

られますよう格段の御協力をお願いいたしまして、簡単ではございますが御挨拶とさせていただ

きます。どうぞよろしくお願いいたします。 

  それでは、まず分科会の運営につきまして、去る26日の委員会で決定されましたところにより

行ってまいりたいと存じますので、皆様の御協力をお願いいたします。 

  次に、去る26日の理事会において決定されました事項について御報告いたします。 

  まず、質疑順位につきましては、局別審査においてはお手元の質疑順位表のとおりとし、総括

質疑においては大会派順といたします。なお、公務等により予定の質疑順位で不都合が生じる場

合は、交渉会派については交渉会派の最後、５番目に繰り下げることを原則といたしたいと存じ

ますので、あわせて御了承願います。 

  また、分科会における局別審査の質疑時間につきましては、議運決定事項により、答弁を含め

て自由民主党は60分、日本維新の会は55分、公明党は50分、日本共産党は40分、こうべ未来は35

分、つなぐ・新しい自民党はそれぞれ15分、質疑者数につきましては自由民主党は３名、日本維

新の会・公明党及び日本共産党はそれぞれ２名以内、その他の会派はそれぞれ１名となっており

ますのでよろしくお願いいたします。 

  以上、報告を終わります。 

  なお、本日岡田委員におかれては質疑においてプロジェクターを使用したいとの申出がござい

ましたので御報告いたしておきます。 

 

（会計室） 

○主査（大井としひろ） それでは、日程によりまして会計室関係の審査を行います。当局におか

れましては簡明な説明をお願いします。 

  それでは、当局の説明を求めます。室長、着席されたままで結構です。 

○久戸瀬会計室長 会計室長の久戸瀬でございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

  それでは、着席させていただきます。 

  それでは、令和７年度一般会計歳入歳出予算案のうち会計室所管分につきまして、お手元の予

算説明書により御説明申し上げます。３ページを御覧ください。 

  初めに、１．会計室の事業概要でございます。 

  会計室の所管事務は、第１に一般会計、特別会計の現金・有価証券の出納・保管及び決算の調

製等の会計事務、第２に、３つの企業会計―― 具体的には下水道事業・港湾事業のほか、特別会

計設置条例を上程しております産業団地整備事業の各会計の現金・有価証券の出納・保管の事務、

第３に支出負担行為の確認事務、第４に公共料金一括支払いの事務でございます。 
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  また公金の収納・支払いにつきましては、本市の指定金融機関である三井住友銀行が取り扱っ

ております。 

  次に、４ページを御覧ください。令和７年度予算案を御説明申し上げます。金額につきまして

は１万円未満を省略して御説明いたします。 

  歳入歳出予算一覧表でございますが、歳入合計は44億5,746万円、歳出合計は43億9,619万円と

なっております。 

  次に、５ページを御覧ください。歳入予算でございます。 

  第24款諸収入、第７項雑入といたしまして、歳計現金の預金利子や会計室で電気・ガス・電話

等の公共料金を一括支払いした後、各局の予算からの振替により受け取る償還金などで44億

5,746万円を計上しております。 

  なお、預金利子につきましては、大口定期預金などの今年度の運用実績に合わせた大幅な増額

となっております。 

  以上、歳入合計は、下段にありますように44億5,746万円となっております。 

  次に、６ページを御覧ください。歳出予算でございます。 

  第２款総務費、第１項総務費といたしまして43億9,619万円を計上しております。これは各局

の公共料金を会計室が一括して支払う経費及び公金の振込手数料、収納手数料などを計上したも

のでございます。 

  以上、歳出合計は、上段第２款総務費の欄にありますように43億9,619万円となっております。 

  次に、７ページを御覧ください。債務負担行為でございます。 

  会計審査事務の一部について、人材派遣会社との間で複数年の契約をするため、令和７年度か

ら８年度にかけて限度額4,600万円の債務負担行為を行うものでございます。 

  以上で、令和７年度一般会計歳入歳出予算案のうち会計室所管分の御説明を終わらせていただ

きます。何とぞよろしく御審議のほどお願い申し上げます。 

○主査（大井としひろ） 当局の説明は終わりました。 

  質疑の通告がありませんので、以上で、会計室関係の審査は終了いたしました。当局どうも御

苦労さまでございました。 

  委員各位におかれては、選挙管理委員会・人事委員会及び監査委員が入室するまでしばらく自

席でお待ち願います。 

   （午前10時６分休憩） 

 

   （午前10時８分再開） 

（選挙管理委員会・人事委員会・監査委員） 

○主査（大井としひろ） それでは、日程によりまして、選挙管理委員会・人事委員会及び監査委

員関係の審査を行います。当局におかれましては、簡明な説明をお願いします。 

  それでは、当局の説明を求めます。局長、着席されたままで結構です。 

○長谷選挙管理委員会事務局長 すみません。では、着座にて失礼いたします。選挙管理委員会事

務局の長谷でございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

  ただいまから、お手元にお配りしております令和７年度予算説明書によりまして、選挙管理委

員会事務局・人事委員会事務局及び監査事務局の令和７年度の予算及び予算関連議案を順次御説

明申し上げます。 
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  なお、金額につきましては１万円未満を省略させていただきます。 

  それでは、まず選挙管理委員会事務局の令和７年度予算及び予算関連議案１件につきまして御

説明申し上げます。２ページを御覧ください。 

  まず、１事務事業概要ですが、令和７年度は参議院議員通常選挙及び神戸市長選挙を管理執行

するとともに、各種選挙人名簿の調製等を行うほか、選挙出前授業の実施など明るい選挙の推進

に向けて啓発活動を行います。 

  次に、２歳入歳出予算の一覧の(１)歳入ですが、第18款国庫支出金、第２項補助金は選挙管理

システム標準化対応に対する補助金として4,932万円を、第３項委託金は在外選挙人名簿の登録

事務に対する委託金及び参議院議員通常選挙の執行に対する委託金として７億2,111万円を、第

19款県支出金、第２項補助金は明るい選挙推進のための常時啓発事業に対する補助金として112

万円を計上しております。 

  以上、歳入合計は７億7,155万円となっております。 

  次に(２)歳出ですが、第２款総務費、第５項選挙費は、選挙管理委員の報酬、事務局職員の給

料、選挙管理システムの標準化対応、明るい選挙推進のための常時啓発のほか、令和７年度執行

予定の参議院議員通常選挙及び神戸市長選挙の執行に要する経費等として16億2,408万円を計上

しております。 

  これらの詳細につきましては、３ページの３歳入予算の説明及び４ページから７ページまでの

４歳出予算の説明に掲げておりますので御参照ください。 

  次に、８ページを御覧ください。第８号議案神戸市職員の給与等に関する条例等の一部を改正

する条例の件のうち、選挙管理委員会事務局関係分について御説明申し上げます。 

  本件は、投票所の投票管理者及び投票立会人並びに期日前投票所の投票管理者及び投票立会人

の報酬の額について、人材確保の観点等を踏まえて引き上げようとするものでございます。 

  具体的には、８ページの下の表にありますとおり、投票所の投票管理者は１万2,800円から１

万7,300円へ、９ページに参りまして、期日前投票所の投票管理者は１万1,300円から１万5,300

円へ、投票所の投票立会人は１万900円から１万5,700円へ、10ページに参りまして、期日前投票

所の投票立会人は9,600円から１万3,900円へそれぞれ引き上げようとするものでございます。 

  以上で、選挙管理委員会事務局の令和７年度予算につきまして御説明を終わらせていただきま

す。何とぞよろしく御審議のほどお願い申し上げます。 

○中田監査事務局長兼人事委員会事務局長 監査事務局長兼人事委員会事務局長の中田でございま

す。どうぞよろしくお願いいたします。恐れ入りますが座って御説明させていただきます。 

  それでは、引き続きまして令和７年度予算等につきまして、人事委員会事務局、監査事務局の

順に一括して御説明申し上げます。 

  まず、人事委員会事務局でございます。13ページをお開きください。 

  １事務事業概要でございますが、人事委員会事務局では公正かつ能率的な人事行政の運営を確

保するため、職員からの措置要求・審査請求の公平審査、職員の苦情処理、労働基準監督、給与

に関する調査・報告及び勧告、職員の採用試験・選考、職員の昇任選考等を実施いたします。 

  次に、２歳入歳出予算一覧について御説明申し上げます。 

  まず、(１)歳入でございます。第24款諸収入は、大都市人事委員会連絡協議会会議の開催に伴

う経費の受入れとして48万円を計上しております。 

  次に、(２)歳出でございますが、第２款総務費、第６項人事委員会費は、委員の報酬、事務局
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職員の給料並びに公平審査、労働基準監督、給与勧告、競争試験・選考等に要する経費として２

億5,313万円を計上しております。 

  なお、これらの詳細につきましては、14ページに３歳入予算の説明を、14ページ及び15ページ

に４歳出予算の説明をそれぞれ掲げておりますので御参照ください。 

  以上、人事委員会事務局の令和７年度予算の御説明でございました。 

  続きまして、監査事務局の令和７年度予算及び予算関連議案１件につきまして御説明申し上げ

ます。17ページを御覧ください。 

  まず、１事務事業概要でございますが、地方自治法等の規定に基づきまして、定期監査及び行

政監査、財政援助団体等の監査、決算審査及び基金運用状況審査、健全化判断比率等審査、内部

統制評価報告書審査、出納検査並びに外部監査等に係る事務を実施いたします。 

  次に、２歳入歳出予算一覧について御説明申し上げます。 

  (１)歳出でございます。 

  第２款総務費、第７項監査委員費は、非常勤の委員の報酬、常勤の委員及び事務局職員の給料、

監査・審査・検査及び外部監査に係る経費等として３億661万円を計上しております。 

  歳入予算については、ございません。 

  なお、これらの詳細につきましては18ページ及び19ページに、３歳出予算の説明をそれぞれ掲

げておりますので御参照ください。 

  次に、20ページを御覧ください。第28号議案令和７年度に係る包括外部監査契約締結の件につ

いて御説明申し上げます。 

  本件は、令和７年度の包括外部監査契約を、３にありますとおり1,735万1,000円を上限とする

額で、４にあります契約の相手方として、弁護士の松谷卓也氏と令和６年度に引き続き締結しよ

うとするものでございます。 

  同氏は弁護士としての業績や地方公共団体の業務従事履歴等から、公正不偏の態度を保持する

ことができ、地方公共団体の行政運営に関し幅広い識見をお持ちであり、包括外部監査人として

ふさわしい方であると考えております。 

  以上で、人事委員会事務局及び監査事務局の令和７年度予算並びに予算関連議案につきまして

御説明を終わらせていただきます。何とぞよろしく御審議のほどお願い申し上げます。 

○主査（大井としひろ） 当局の説明は終わりました。 

  引き続いて、順位により質疑を行います。 

  なお、委員会運営効率化のため、当局におかれては簡明な答弁に努めるとともに、適当なもの

については担当部課長からも答弁されるよう、この際特に申し上げておきます。また、質疑者が

要望にとどめた項目についてはコメントを要しませんので、念のため申し添えておきます。また、

委員各位におかれては質疑の要点をおまとめの上、簡明にお願いいたします。 

  それでは、朝倉委員、発言席へどうぞ。 

○分科員（朝倉えつ子） 日本共産党の朝倉えつ子です。私のほうからは、市民の参政権が行使で

きるように、身近な投票所をもっと増やして投票行動を広げる、増やすということで質問させて

いただきたいと思います。 

  障害を持つ方や御高齢の方が、投票所が遠いと、バリアフリー化されていないなどの理由で投

票所へ行きにくいという問題があります。北区は本当に山・坂が多くて、鈴蘭台地域でも山の坂

の上の高校が投票所となっていると、以前からとても行かれないという声が寄せられています。 
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  地域や団地の例えば集会所なども利用したりしてさらに投票所を増やすなど、外出が困難な有

権者の投票行動が制約をされることのないように投票環境の改善を進めていただきたいと思いま

すけれども、いかがでしょうか。 

○長谷選挙管理委員会事務局長 お答え申し上げます。 

  まず、我が国の選挙制度は１投票区・１投票所主義を採用しておりまして、投票所を増設する

ためには、投票を行う単位となる区域である投票区を増設する必要があります。投票区の設置・

増設に際しては、地形や道路、交通の状況、地域の沿革のほか日常生活圏との関係、有権者数、

投票所として使用できる適当な施設の有無といった様々な観点を踏まえて検討がなされてきたと

ころです。 

  この結果、昨年の衆議院議員総選挙及び兵庫県知事選挙では、市内全体で349か所の投票区―

― 投票所も一緒でございますが―― 設置されたところでございます。これを有権者１万人当た

りの投票区の設置数に換算しますと、神戸市の場合、有権者１万人当たり2.8か所の投票区とな

りますので、これは全国にある20の指定都市の中では６番目に高い数値となっております。さら

に有権者が100万人を超える９の指定都市に限っていえば神戸市は最も高い設置数となっており

ますので、必ずしも投票区が少ないという状況にはないと考えております。 

  選挙管理委員会といたしましては、有権者が投票しやすい環境を整備していくことは非常に重

要なことと考えておりますが、一方で投票区を増設するためには、先ほど申し上げた観点に加え

まして投票管理者や投票立会人の配置をはじめとする管理執行体制をあわせて整備する必要があ

ると考えておりますところ、現在、投票管理者や投票立会人の成り手が不足しているという状況

にありますため、まずはこうした人材を確実に確保できる環境を速やかに整備する必要があると

考えております。このたびの市会におきまして投票管理者等の報酬の引上げに係る条例案を上程

し、御審議をいただいているところでございます。 

  また、人口減少に伴いまして全国的には投票区の統廃合が進む傾向にあると承知しております

が、市の選挙管理委員会といたしましては、今後人口が減少していく中にあっても現在の投票区

をできるだけ維持することによって有権者が投票しやすい環境を守りたいと、このように考えて

おります。 

○分科員（朝倉えつ子） 本当に地域を、状況をよくつかんでいただきたいと思うんです。非常に

政令市でも高いとおっしゃるんですけど、なかなか実態はそうなっていない地域もあるというこ

とで、ぜひ増やす方向で考えていただきたい。維持するというふうにおっしゃっていただいたん

ですけど、それを地域の状況を見てやっぱり増やすという努力をしていただきたいということと、

立会人についても、なかなか地域の成り手がないということは言われているんですけれども、地

域から選出をしてもらうということだけではなくて、例えば大学生、若い世代にもっと協力を呼

びかけるということで増やせるのではないかなと思うんですけど、その点はいかがですか。 

○長谷選挙管理委員会事務局長 まさしく御指摘のとおりでございますので、今まで地域団体に頼

り切っていたという側面は否めないところでございます。 

  一方で、若者の主権者教育というのが叫ばれて久しくなっております。投票率も依然として低

い状況でございますので、そういった主権者教育を図る、推進するという面でも若い人の―― 学

生なんかをはじめとした若い人に投票管理者とか投票立会人になっていただくということは非常

に有効なことだと思いますので、選挙管理委員会としてはそこは積極的に進めてまいりたいと思

っております。 
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○分科員（朝倉えつ子） 西区の選挙管理委員会なんかでも、学生の皆さんにということで呼びか

けがされているんですけど、大学は西区だけじゃなくて北区にもありますし、長田区にも―― 少

ない・多いはありますけれどね。やっぱりそういうところで呼びかけをしていただいて、ぜひ、

若い世代の方の投票行動にもつなげると。それで地域の方ともつながっていけば、行く行くは本

当にもういろんな活動の担い手も不足しているという地域の活動にも参加をしてもらえるような

関係づくりができるんじゃないかなということで、ぜひこの点、地域協働局とも連携をしながら

進めていただきたいと思っています。 

  また、今学校が投票所になっているような場合もあるんですけれども、投票場所までの道が雨

の日なんかぬかるんでなかなか危なかったり、あるいは段差があったりと―― 当日、スロープ、

何というか板を渡して行けるようにしているところもあるんですけれども、例えば車椅子が１台

しか設置というか配置がされていないようなところもあるので、ぜひ投票所の環境も総点検して

いただいて、誰にも優しい環境整備、誰でも投票に気軽に行けるという環境にしていただきたい

と思うんですが、その点はいかがでしょうか。 

○長谷選挙管理委員会事務局長 投票所のバリアフリー化についての御質問だと承知しております

けれども、こちらにつきましては選挙管理委員会といたしましても、高齢者や障害のある方の投

票環境を整えるということは非常に大切なことだと認識しております。 

  これまでも投票所の設置に際しては、高齢者や歩行が困難な方が不便とならないように、エレ

ベーターの昇降設備のない２階以上の部屋に投票所を設けることは避けた上で、投票所を設置し

た施設の敷地の入り口から投票を記載する場所までの間に段差がある場合には、スロープの設置

や車椅子の介添えなど、常時人的介助が可能な体制を取るなどの措置を講じてきたところでござ

います。 

  また、投票所には車椅子や車椅子用の投票記載台を設置しているほか、点字による候補者名簿

等・コミュニケーションボード・投票支援カード・点字器・虫眼鏡・老眼鏡・文鎮・つえ置き等

の備品も用意しているところでございます。 

  いずれにいたしましても、選挙管理委員会といたしましては投票所のバリアフリー化を含めて、

引き続き高齢者や障害のある方の投票環境の向上に取り組んでまいりたいと考えておりますので、

スロープの設置などといった投票所の設備に関する具体的な御要望につきましては、まずは区の

選挙管理委員会と情報を共有した上で、物理的に対応できるかどうかといったことも含めて検討

してまいりたいと思っております。 

○分科員（朝倉えつ子） ぜひ、現場も見ていただいて情報共有して、環境改善に取り組んでいた

だきたいと思います。 

  今、投票率低下をやっぱり防いで、上げていくということが非常に大事だと思うんですけれど

も、市民の皆さんがやっぱり主役になるような選挙活動を推進するためにも、日頃からの啓蒙活

動や市民の要望なんかにも応えるような体制にするために、今の職員体制もさらに増やして対応

していただきたいと、すべきだと思うんですけど、その点はいかがでしょうか。 

○長谷選挙管理委員会事務局長 職員の数につきましては、我々が特に直接グリップしているもの

ではないんですけれども、選挙というのは市の職員が全員関わるものです。これは法定受託事務

になっておりますし、市の選挙であれば市が直接やらないといけないというものですので、うち

は選管じゃないから関係ないということではありませんから、そういう意識づけ、意識改革とい

うのを今進めているところです。 
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  来年度は参議院選挙と市長選挙がありますので、そこは国政選挙と重なっているということは

ありますから、今までどおりではなく、もう市が一丸となってやらないともう乗り越えられない

ということで考えておりますので、そこは意識の啓発も含めて、市が一丸となって、市職員が一

丸となってやるような体制で臨んでまいりたいと考えております。 

○分科員（朝倉えつ子） 当日の組織はそういうふうな体制を取っていただいていると思うんです

けど、やっぱりふだんから主権者教育という点でもとおっしゃったので、そういう啓蒙であると

か、本当に市民の皆さんが選挙に―― 今投票率が半分行けば本当にいいという感じになっている

ので、そこをやっぱりぐっと上げていくための努力をしていただきたいと思っているので、国も

少しずつその予算が増えたという感じもしますけど、でもやっぱり抜本的に増やしていただくよ

うなことを国に対しても求めながら、体制の強化を図っていただきたいということを求めておき

ます。投票行動が本当に制約されることのないように、投票所の環境改善と職員の体制の強化を

求めて質問を終わらせていただきます。 

○主査（大井としひろ） お疲れさまでした。 

  よこはた委員、発言席へどうぞ。 

○分科員（よこはた和幸） おはようございます。監査委員会のほうに質疑をさせていただきたい

と思います。私のほうからは、包括外部監査についてお伺いをしたいと思います。 

  外部の有識者の方々から御意見を頂戴するということは、大変有意義な施策だというふうに思

っております。また、地方公共団体にとってもその監査機能の独立性や専門性を強くしていくと

いうことが大事であり、何よりも市民・住民の信頼を高めるということが目的であろうかという

ふうに思っております。 

  今年度、包括外部監査報告書が今公表されたところでございます。今回は観光振興、観光関連

事業について、６つの局にまたがり、複数の外郭団体が対象になったわけであります。この中で、

着眼点としてＫＰＩの問題や費用対効果の問題や、今、社会情勢が変わっているのでどこまで変

化に対応ができたのかということや、何よりもやっぱり法令違反がないかどうかチェックをして

いくという中でありました。 

  私は今回大変驚いておりまして、この監査報告を受けて、大変厳しい御指摘が多くあっただろ

うかと思います。中に、なるほどというものに関しましては、例えば観光についてオーバーツー

リズムの観点、旅行者や来てくれる人の視点がちょっと弱いこととか、あるところの家賃設定の

甘さ、あと開設時の目的と内容がガラパゴス化していないか、これはなるほどという指摘であり

ました。 

  一方、ある美術館に関して、その展示のメソッドに関してそこまでこだわるかとか、木を見て

森を見ずの御意見も多くあったというふうに思います。つまり、内容についてここで議論するつ

もりはございませんが、全ての御意見が正しいわけではありません。ただ、この監査につきまし

ては1,700万という市民の皆様方の税金を使っておりますので、先ほど申し上げたように、市民

の信頼を高めるということに還元するべきであろうかと思っておりますので、まずはこの検査結

果、市としてどのように活用をしているのか、見解を伺います。 

○福本監査委員 包括外部監査の指摘事項とか意見、これらは監査対象となった部局において具体

的な検討が進められました。対処した措置等については監査委員に報告することが義務づけられ

ております。 

  本市では独自の監査基準等に基づきまして、包括外部監査に限らず監査における指摘事項等は
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措置済みとなるまで３年間報告を求め続けるとともに、その内容は議会の皆様に報告し、ホーム

ページ等でも公表することとしております。 

  以上のように、監査結果に対しては継続して取組状況を確認する仕組みとしておりまして、適

切に市政に反映されていくものと考えております。 

○分科員（よこはた和幸） ありがとうございます。私も監査を経験したことがございますので、

私は神戸の監査は、大変、３年間というのはほかの都市にはない部分でありますので、よく頑張

っているというふうに思います。そして措置済みになるまでということには、しっかりそのこだ

わりを持ってやっていただきたいというふうに思います。 

  この取組に加えまして、これは製造者責任というか、実際に監査を行ったこの包括監査人―― 

補助を加えると複数おられると思いますが―― この方々も、つくっただけではなくてその御報告

を受けてやるべき新たな視点も出てこようかというふうに思っておりますので、この各局の取組

状況をこの監査人のほうへフィードバックをするということは、新たな視点が出てこようかと思

いますが、その点について見解を伺います。 

○福本監査委員 包括外部監査契約は―― 制度的なお話ですけれども―― 地方自治法により報告書

の提出までという形にはなっております。ただ、委員御指摘の趣旨も踏まえまして、包括外部監

査人に対しましても監査委員へ提出された措置状況等の報告書をフィードバックしていきたいと

考えております。 

○分科員（よこはた和幸） ありがとうございます。大変前向きな御回答であったかと思います。 

  次に、今回観光ということは、当然かなり幅の広い分野で、私は６つの局を調査するというこ

とはもう初めてやなというふうに思っているところでございます。 

  また、今回松谷先生がまた契約されるという中でございますが、今回報告のあったこの観光振

興、観光関連事業は範囲として大変広範囲であり、報告書の中でも限られた時間・人員、観光行

政の枠組等の中では監査対象を絞らざるを得ず、広げることができなかったものであるというふ

うに記載をしておられるところでございます。 

  これは、私はしっかり最後までというか、ある程度のところまで議論をしてもらうことが市民

にとって還元をできるというふうに思っておりますので―― という視点から、この包括外部監査

契約、年度ごとの契約となっているため一定の制限はあるというふうに考えますが、今回のよう

な大きなテーマ―― 市民にとって大事なテーマで監査を実施する際には複数年で取り組めるよう

工夫をすることはできないか、他都市でもできているところがございますので検討していただき

たいと思いますが、見解を伺います。 

○福本監査委員 包括外部監査の具体的な実施に当たりましては、外部監査人自らが監査計画を作

成するものとなっております。今年度の監査におきましては、委員御指摘のように、包括外部監

査人が９名の補助者を選任し、市の６つの関係部局に加えまして２つの外郭団体、そして10の指

定管理者を監査対象として選定しているものでございます。今後、外部監査人が大きなテーマに

取り組む場合、監査計画への助言など建設的な協力を行っていきたいと考えております。 

○分科員（よこはた和幸） ありがとうございます。もう質疑はこれで終わりますけれども、私は

今回の報告書を見て、先ほど申し上げたように大変前向きなものもあれば、監査人のほうがちょ

っと感覚が違うのかなと思ったこともあります。各局それぞれフィードバックをされておられる

というふうに思いますが、やっぱり抗弁をできる場所は、経済観光にお伺いしましたらある程度

あるということでございますので、報告書が全て正しいわけではございませんので、こういった
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抗弁の場所をしっかり確保していただきたいということを申し上げまして、終わります。ありが

とうございました。 

○主査（大井としひろ） お疲れさまでした。 

  以上で、選挙管理委員会・人事委員会及び監査委員関係の審査は終了いたしました。当局どう

も御苦労さまでございました。 

  委員各位におかれては、市長室・行財政局が入室するまでしばらく自席でお待ち願います。 

   （午前10時35分休憩） 

 

   （午前10時37分再開） 

（市長室・行財政局） 

○主査（大井としひろ） それでは、日程によりまして市長室・行財政局関係の審査を行います。

当局におかれては簡明な説明をお願いいたします。 

  それでは、当局の説明を求めます。局長、着席されたままで結構でございます。 

○西尾行財政局長 ありがとうございます。市長室及び行財政局でございます。どうぞよろしくお

願いいたします。着座にて御説明させていただきます。 

  それでは、お手元の令和７年度予算説明書によりまして、市長室及び行財政局の令和７年度予

算につきまして御説明申し上げます。 

  １ページを御覧ください。令和７年度市長室・行財政局事業の概要でございます。 

  １総括を御覧ください。令和７年度予算では、ＳＤＧｓの視点に基づく神戸2025ビジョンに掲

げる施策を積極的に展開することにより、市民１人１人が幸せを実感でき、温かみのあるまちづ

くりを進めてまいります。４月には神戸空港で国際チャーター便の運用が開始され、2030年前後

の国際定期便の就航を見据え、市内経済のさらなる活性化を図るなど国際都市としての価値を高

め、神戸をさらなる高みへ押し上げてまいります。 

  また、豊かな自然に近接した都市としての強みを生かし、多様な主体の参画を促進しながら、

森林・里山の再生やまちの緑化に取り組むなど、暮らしの質・都市の価値を高めてまいります。 

  これらの取組と併せて、果敢な成長戦略による投資の好循環の創出などにより、将来世代が過

度な負担を背負い込むことのないよう未来を見据えた循環型社会を創造し、持続可能な大都市経

営を行うことで、海と山が育むグローバル貢献都市の実現を確かなものにしてまいります。 

  次に、２主要事業の概要でございますが、(１)時代の変化に対応した市政改革の推進、(２)事

務効率化の取組、２ページに参りまして(３)公正な職務の推進、(４)といたしまして本庁舎・公

用車・文書等の管理業務、(５)組織及び職員に関する事務、(６)財政の企画及び調整、市債管理、

資金運用、３ページに参りまして(７)契約事務、(８)財産管理及び不動産の取得・処分、資産活

用、(９)市税の賦課徴収、(10)秘書事務、(11)国際交流の推進、４ページに参りまして、(12)広

報・広聴事業の充実、(13)市政情報の提供の各項目につきまして具体的な取組を進めてまいりま

す。 

  続きまして、予算第１号議案令和７年度神戸市一般会計予算につきまして御説明申し上げます。

７ページを御覧ください。 

  １歳入歳出予算一覧でございます。以下、計数につきましては100万円未満を省略して御説明

申し上げます。 

  ９ページを御覧ください。歳入予算額合計は、表中最下段にございますように、6,184億7,200
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万円となっております。 

  10ページを御覧ください。歳出予算額合計は、表中最下段にございますように、2,626億200万

円となっております。 

  以下、11ページから31ページにかけ、計数の詳細を記載しておりますので、後ほど御参照くだ

さい。 

  32ページを御覧ください。４債務負担行為につきましては、広報紙制作など16件につきまして、

それぞれ期間及び限度額を掲げてございます。 

  33ページを御覧ください。５市債につきましては、民生施設整備事業など31件につきまして、

それぞれ限度額などの発行条件を掲げてございます。 

  ６一時借入金につきましては、限度額として900億円を計上いたしております。 

  34ページを御覧ください。地方債の現在高でございますが、令和７年度末の一般会計の市債残

高の見込みは、表中最下段右側にございますように１兆3,597億6,800万円となっております。 

  続きまして、予算第12号議案令和７年度神戸市公債費予算につきまして御説明申し上げます。

36ページを御覧ください。 

  １歳入歳出予算一覧につきましては、歳入・歳出とも、各表の最下段にございますとおり予算

額は同額で、3,151億2,900万円となっております。 

  以下、37ページから41ページにかけ、計数の詳細を記載しておりますので、後ほど御参照くだ

さい。 

  41ページを御覧ください。地方債の現在高でございますが、令和７年度末の公債基金債残高の

見込みは、表中最下段右側にございますように203億600万円となっております。 

  以上で、市長室及び行財政局の令和７年度予算の御説明を終わらせていただきます。 

  続きまして、関連議案につきまして御説明申し上げます。43ページを御覧ください。 

  第３号議案刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例の件は、刑

法の改正による拘禁刑の創設に伴い、関係条例を改正しようとするものであります。 

  64ページを御覧ください。第４号議案神戸市事務分掌条例等の一部を改正する条例の件は、市

長室の事務を企画調整局及び経済観光局に移管するとともに、危機管理室を危機管理局へ改編し

ようとするものであります。 

  69ページを御覧ください。第５号議案神戸市職員定数条例の一部を改正する条例の件は、事務

事業の増減に伴い、職員定数を２万273人にしようとするものであります。 

  71ページを御覧ください。第６号議案公益的法人等への職員の派遣等に関する条例の一部を改

正する条例の件は、公益財団法人神戸市産業振興財団と公益財団法人神戸いきいき勤労財団の統

合等に伴い、職員を派遣することができる団体を変更しようとするものであります。 

  74ページを御覧ください。第７号議案特別職の職員で常勤のものの給与に関する条例の特例に

関する条例及び神戸市職員に対する期末手当等の支給に関する条例の特例に関する条例の一部を

改正する条例の件は、市長及び副市長の給料月額及び期末手当の減額を継続しようとするもので

あります。 

  77ページを御覧ください。第８号議案神戸市職員の給与等に関する条例等の一部を改正する条

例の件は、職員の人事・給与に関する制度の見直しを実施するに当たり規定を改正しようとする

ものであります。 

  116ページを御覧ください。第９号議案神戸市都市整備等基金条例等の一部を改正する等の条
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例の件は、まちづくり等基金を都市整備等基金に統合しようとするものであります。 

  以上で、市長室・行財政局関連議案の説明を終わらせていただきます。 

  続きまして、報告１件、令和７年度組織改正の概要につきまして御報告申し上げますので、お

手元の資料、令和７年度組織改正の概要案を御覧ください。 

  まず、１．重点項目でございます。 

  戦略的な国際交流の推進と政策発信力の強化では、神戸経済のさらなる活性化に向けて戦略的

に国際交流を推進するため、経済観光局に局長（新産業・国際戦略担当）を新設するとともに、

市長室から国際課を移管し、市の重要政策と連動性を持った施策発信、戦略的広報をより一層効

果的に展開していくため、市長室から企画調整局に広報戦略部・秘書課を移管し、秘書室（部相

当）を新設いたします。これらに伴い、市長室を廃止いたします。 

  危機対策・防犯対策のさらなる推進では、激甚化・頻発化する風水害、南海トラフ巨大地震等、

様々な危機事象への対策強化、また市民の体感治安の向上及び犯罪の起きにくいまちづくりの推

進に向けた防犯対策の強化を図るため、危機管理室を危機管理局に格上げするとともに副局長を

新設、局内に防災企画課等３課を新設いたします。 

  多様な主体との連携による持続可能なまちづくりの推進では、次世代を担う若者や民間企業な

ど多様な主体のさらなる地域活動への参画を促すとともに、地域と一体となって持続可能なまち

づくりを推進するため、企画調整局から地域協働局にＳＤＧｓ推進課・企業連携推進課を移管、

副局長を増員いたします。 

  児童福祉の向上に向けた支援体制の強化では、児童虐待対応に係る体制強化として、こども家

庭局家庭支援課に係長（養育支援担当）を新設、こども家庭センターにおいて児童福祉司と児童

心理司の配置基準に合わせた増員をいたします。 

  森林関係施策の推進では、建設局に森林・防災部を、部内に森林課を新設するとともに、森林

政策推進担当の課長・係長を新設。局内の組織再編により、森林・防災部に防災課・河川課を移

管いたします。 

  次に、２．新規・拡充でございます。 

  地域再生に向けた体制強化では、オールドニュータウンの再生等を全市的に推進するため、企

画調整局に局長（地域再生担当）を新設いたします。 

  健康科学研究所の再編では、健康危機管理の専門技術的拠点としての体制を強化するため、健

康局保健所健康科学研究所を部相当の組織へと再編いたします。 

  東南アジア拠点の設置に向けた体制強化では、海外経済の活力を積極的に神戸に取り込んでい

くことを目的に、今後の人口増加や経済発展、スタートアップの成長環境に著しい進展が見られ

る東南アジアに新たな拠点を設置するため、経済観光局経済政策課に課長（東南アジア戦略担当）

を新設いたします。 

  王子公園再整備事業に係る体制強化では、王子公園の再整備を推進していくため、建設局王子

公園再整備本部王子公園再整備課に係長２名を増員いたします。 

  ウオーターフロントエリア再開発事業の推進では、みなとまち神戸を象徴するエリアとしてウ

オーターフロント再開発事業をさらに推進していくため、ウオーターフロント再開発部を新設い

たします。 

  地域に根差したまちづくりの推進では、地域に根差したまちづくりをより一層推進するため、

北神区役所の有馬出張所に係長（地域活性化担当）を新設いたします。 
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  最後に、市立中学校部活動の地域移行に向けた体制強化では、令和８年の市立中学校部活動終

了に伴うＫＯＢＥ◆ＫＡＴＳＵの開始に向けて、教育委員会事務局にコベカツ推進担当の部長を、

児童生徒課に課長・係長を新設いたします。 

  なお、次ページ以降に組織改正案新旧対照表を掲げておりますので後ほど御参照ください。 

  以上、令和７年度市長室・行財政局事業の概要、予算議案２件、関連議案７件、報告１件につ

きまして御説明申し上げました。何とぞよろしく御審議のほどお願いいたします。 

○主査（大井としひろ） 当局の説明は終わりました。 

  引き続いて、順位により質疑を行います。 

  なお、委員会運営の効率化のため、当局におかれては簡明な答弁に努めるとともに、適当なも

のについては担当部課長からも答弁されるよう、この際特に申し上げておきます。また、質疑者

が要望にとどめた項目についてはコメントを要しませんので、念のため申し添えておきます。ま

た、委員各位におかれては質疑の要点をおまとめの上、簡明にお願いいたします。 

  それでは、河南委員、発言席へどうぞ。 

○分科員（河南忠和） 自由民主党の河南忠和でございます。一括質問・一括答弁の後、一問一答

でお願いいたします。 

  まず、法定外税の導入についてであります。 

  先日の代表質疑において、タワーマンション規制に関する法定外税の創設について質疑したと

ころ、令和７年度に検討の場を設け、有識者会議の報告書で指摘された課題も含め、新たな法定

外税の創設の可能性について検討していく旨の答弁でありました。 

  有識者会議からの報告は、都心機能誘導地区内のタワーマンションに限定して法定外税の導入

を検討するべきというものでありますが、この地区内では、実質的に新たなタワーマンション建

設の可能性は低いところであります。この法定外税の導入は、現在のタワマン所有者に対してア

ンフェアで、あたかも後出しじゃんけんのように増税を求めることになるのではないでしょうか。

それがそもそも公平な税制として成り立つのかお伺いをいたします。 

  次に、市税収入の確保についてであります。 

  令和７年度予算では、市税収入は過去最大の3,314億円を計上していますが、これは好調な個

人消費や企業業績による影響だけではなく、これまでＩＣＴ等を活用した利便性の向上の施策や

効率的な執行体制の構築、滞納整理業務の推進による毎年度の収入率の向上などの取組を着実に

進めてきた成果の表れであると大いに評価しています。 

  一般財源の約７割を占める市税収入は、持続可能な財政運営、また神戸のまちを発展させてい

く礎となるものであります。安定的な財源の確保に向け、令和７年度においてはどのような取組

を進めていこうとしているのか御見解をお伺いいたします。 

  次に、人事行政の推進についてであります。 

  多様で優秀な人材の確保に向け、令和５年度の採用試験からは新卒と経験者の採用割合を５対

５とするなど、人材獲得競争が激化する中において、新たな人材獲得に向けた様々な取組は評価

いたします。 

  経験者採用の拡大が継続していくことで、これまで以上に多様な経歴・能力を持った職員構成

になっていくことが想定され、人事当局においてもこの情勢の変化に対応した職員配置が必要と

なります。 

  そのような中、令和７年度予算においては新たにデータを活用した人事行政の推進に取り組ん
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でいくということですが、取組の意図、目的また具体的な内容についてお伺いいたします。 

  次に、国際交流の推進についてであります。 

  今回の組織改正では、経済観光局に局長を新設するとともに、神戸経済のさらなる活性化に向

けて戦略的な国際交流推進を図るため、国際課が経済観光局へ移管されます。経済観光局では、

令和７年度の予算において神戸空港国際化を契機としたビジネス需要の創出に向け、一定規模の

国際会議等の利用料金を無料とし、ＭＩＣＥ誘致のさらなる強化に取り組んでいくこととしてい

ます。 

  ここにこれまでの国際課が培ってきた各国との国際交流のネットワーク・ノウハウを確実に融

合させていくことで、単なる組織の統合にとどまることのないよう実質的な意味で国際交流の強

化に力を発揮してほしいと考えますが、御見解をお伺いいたします。 

  次に、組織改正についてであります。 

  本市では、阪神・淡路大震災の経験・教訓を踏まえ、大容量送水管や防潮堤の整備など災害に

強いまちづくりを着実に進めてきており、近年においては自衛官ＯＢをはじめとした関係機関出

身者の登用拡大や防犯カメラの拡充を行うなど、行財政改革を進めてきた中で、ハード・ソフト

の両面から防災・防犯に係る必要な体制を強化してきたことは評価いたします。 

  震災30年を迎えた本年、危機管理室を危機管理局に格上げする組織改正が示されていますが、

改めて今回の組織改正の意図・目的について御見解をお伺いいたします。 

  次に、災害時の広報についてであります。 

  災害時での情報発信では、被害を最小限にとどめるため、災害に関する情報を確実かつ迅速に

市民に届けることが重要であります。令和７年度予算では、危機管理局においてＬＩＮＥを活用

した情報共有システムや視覚障害者のためのスマートフォンを活用した音声ハザードマップの活

用など新たなテクノロジーを活用し、情報伝達手段の多様化に取り組んでいます。いつ起こると

も分からない災害に対して、市長室が保有する広報媒体手段と合わせてどのように的確に情報発

信を行っていこうとしているのか、御見解をお伺いいたします。 

  次に、市内発注の促進についてであります。 

  これまでも我が会派が継続して要望してきているとおり、神戸経済の活性化・市域内循環のた

めには、公共工事を市内に発注していく観点が必要不可欠であります。地元企業で施工可能なも

のはできるだけ地元に発注するとともに、分離・分割発注などの取組によって工事請負契約の地

元発注率は高い水準を維持し、そして継続しています。 

  令和７年度当初予算において投資的経費は1,096億円と、23年ぶりに1,000億円の大台を超え、

また今後10年間の収支見通しにおいても1,000億円を超える水準が続いていく見込みとなってい

ます。このような中でも、適切に市内の企業の受注機会の確保を行っていくためどのような対策

を講じようとしているのか、考え方をお伺いいたします。 

  次に、本庁舎２号館の再整備についてであります。 

  令和７年度予算では、本庁舎の２号館の再整備に要する経費として、物価高騰を加味した債務

負担行為の再設定の予算が計上されています。本庁舎２号館の再整備は、庁舎としての再整備の

面だけでなく都心・三宮再整備事業におけるシンボルとなる事業であることから、物価高騰下に

おいても確実に、また着実に前に進めていくべきものと考えますが、円滑な事業執行に向けた今

後の具体的なスケジュールについてお伺いいたします。 

  以上、よろしくお願いいたします。 
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○西尾行財政局長 私のほうからは、データを活用した人事行政の推進の取組の意図・目的、具体

的な内容についてという問いに対してお答えをさせていただきます。 

  御指摘いただきましたように、人事確保の取組として現在、経験者採用の拡大でありますとか

ジョブ型雇用を通じて職員の多様化が進んでいるという、こういう状況にあります。そのような

状況の中におきましても職員のモチベーションを高めて個々人が持つ能力の最大化を図る、また

職員にとっても働きがいがある職場にする、すなわちワークエンゲージメントを高めていくとい

うことが必要であろうと思っておりまして、それによって組織全体のパフォーマンスを高める、

これが行財政局に求められている使命ではないかと思っております。そのために、これまで以上

にデータを活用した適材適所の配置でありますとか職員の将来性を加味した人事配置、こういっ

たものが求められるのではないかと考えておるところでございます。 

  今回データとして、意向調査の結果でありますとか人事評価、様々な人事データを一元化・可

視化するということを狙いにしております。１つには業務の効率化、それらの集まりましたデー

タを分析・活用することによりまして、人事業務システムを導入することによってそれらのデー

タを取りまとめていきたいなと考えておるところでございます。 

  効果でございますが、１つには、従来より効率的に効果的に実施可能な内容といたしましては、

各職員が自身の特性と希望する職で活躍できる指標が可視化されることで、より自律的にキャリ

アプランを考えるようになれると、こういったことを１点考えております。それに伴いまして、

自身のキャリアプランに合わせました研修内容を選択し、効率的に学習することができる、こう

いった取組にもつながるのではないかと考えております。 

  新たに可能になる部分につきましては、フォローアップ面談というのを人事課のほうでやって

おりますが、そういった面談の中身でありますが、職員の心理状況を定期的に把握する、こうい

ったことができるのではないかと思っております。これに加えて時間外勤務の状況、こういった

ものを併せて分析することによりまして、職員の健康状態というのも一定把握できるのではない

かと思っておりまして、こういったことにつなげてまいりたいと考えております。 

  また、年齢でありますとか過去の経歴・意向・研修受講歴・資格・人事評価結果・昇任者の傾

向、こういったものをデータとして捉えまして、今後の新たな人事政策の立案につなげることが

できるのではないかと期待しておるところでございます。 

  本システムの導入につきましては、令和７年度５月に一般競争入札による調達を予定しており

まして、データ移行でありますとかシステムの設計・構築を経て、令和８年７月末には完璧な―

― 全ての業務が移行することが完了するのではないかと考えております。 

  いずれにいたしましても、本システムを活用して職員の能力を最大限に引き出す、こういった

人事配置を実現することによりまして、新たな人事施策の立案、データを活用した人事行政を進

めてまいりたい、こういったことを考えておるところでございます。 

  以上でございます。 

  もう１点、私のほうから、組織改正についてのお問合せがございましたのでお答えさせていた

だきます。 

  今回、平成14年度の職制改正で緊急時における全庁横断的な指揮命令系統を確立し、迅速・的

確な初動体制を期すとともに、危機管理マニュアルの策定でありますとか検証訓練の実施など危

機管理体制の強化を図るため、局長級の危機管理監を新設するとともに、危機管理監の下に危機

管理専任の独立組織であります部相当の危機管理室を設置し、この間、危機対応に係る体制の強
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化や各種システムの構築などを行いながら、防災・減災対策に取り組んできたところでございま

す。 

  さらに地域防災の担い手不足、きめ細やかな被災者支援の推進など様々な課題がある中で、激

甚化・頻発化する豪雨災害や発生が危惧される南海トラフ巨大地震等に迅速かつ的確に対応する

ため、災害時のみではなく平時からの全庁挙げての取組が重要であると、そういったことから関

係局室との調整機能、外部の関係機関との連携機能を強化していく必要があると、こう考えてお

るところでございます。 

  また、加えて防災分野では、昨年８月以降に発生いたしました首都圏での連続強盗事件が国民

の体感治安に大きな影響を与えている、こういった状況にありますので、市民の体感治安の向上

及び犯罪の起きにくいまちづくりの推進に向けまして、市直営の防犯カメラである神戸市カメラ

の設置を強力に推進し、防犯対策の強化も図っていきたいと考えておるところでございます。 

  そこで、震災30年を迎えましてこれまでの実質的な役割を明確化し、さらなる取組を推進する

ために、危機管理室を危機管理局に格上げするとともに、局内に副局長を加えまして防災企画

課・危機対策課・防犯対策課の３課を新設し、本市における全庁的な危機管理体制の強化を図る、

こういった狙いで組織改正を行ったものであります。 

  以上でございます。 

○岡本市長室長 私のほうからは、職制改正に伴います国際交流の推進、それから災害時の広報に

ついて御答弁をさせていただきたいというふうに思います。 

  国際交流の関係、御案内のとおり経済観光局のほうに新年度より局長を新設し、市長室から国

際課が移管をすると。そこで、神戸経済のさらなる活性化ということで戦略的な国際交流を進め

ようということで、組織を改めることになってございます。 

  国際課におけるその経済交流の考え方なんですが、従来から比較的経済と非常に親和性のある

セクションであったというふうに思っておりますが、国際課では、特にその海外都市の交流とい

うことで、基本はいわゆる姉妹都市との親善交流というのが基本でありましたのですが、もちろ

んそれだけではありませんで、経済的なメリット―― 経済交流であるとか人材の交流ということ

で、いわゆる実質的な成果が上がるような交流ということを目指してきたということで考えてご

ざいます。 

  そういう意味から国際課―― 我々のほうでは、日頃から各国の大使館であるとか、あるいは領

事館、領事部あるいは各国政府の投資庁等もネットワークを用意しておりますので、そのあたり

をしっかり活用して―― 現在も活用しておりますし、今後も活用していきたいというふうに思っ

てございます。 

  昨年も秋に各国の大使館とか領事館の方々を神戸にお招きをいたしまして、神戸国際経済交流

セミナーということで、Ｄｉｓｃｏｖｅｒ ＫＯＢＥということで、もちろん投資環境なんかの

説明もしかりなんですが、神戸でぜひＰＲしたいこと―― 例えば神戸空港のことであるとか再生

リンだとかいうようなことですね―― そういったことを説明をさせていただいて、あわせて実地

視察といいますか、それもさせていただきました。 

  25か国プラス１地域から参加をいただいたということで、一定の効果があったものというふう

に考えておりますし、また同じく11月には、これは神戸とリガが姉妹都市提携50年ということで、

リガ市のほうからお越しをいただきまして、ジェトロとも連携をいたしまして、そういったビジ

ネスセミナーを開催をしたところでございます。 
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  そして、来年はブリスベンと今度は40周年ということで、まだ最終確定ではありませんが、４

月にはブリスベンから経済訪問団もお越しになられますので、やはりそこでビジネスセミナーと

いうことで、やはり経済という部分で少し特化したような形で予定をしているところでございま

す。 

  いずれにしましても、新設する局長の下、国際課、それから企業立地であるとか新産業創造課、

この辺りしっかりと連携を強めさせていただいて、先ほど来申し上げた、従来の我々が持ってお

りますノウハウであるとか人脈等を生かして、さらに経済―― 神戸経済の活性化につながるよう

に努力をしてまいりたいというふうに思ってございます。 

  それから災害時の広報につきましては、御指摘のとおり、仮に災害が起こったときにその災害

を最小限に抑えて、正確な情報を確実に、そして迅速に市民の皆さんにお届けするということは

非常に重要なことでございます。そのために、現在ネットあるいはスマートフォンが普及してい

る中で、ホームページであるとかＳＮＳ、そういったデジタル媒体を通じて迅速に情報発信をす

るということが必要でございまして、そのためにも新しいテクノロジーを活用しながら進めてい

くということは必要であるというふうに思っております。 

  私ども市長室のほうで所管しております市のホームページであるとかＳＮＳを見ますと、例え

ば災害時にはトップページで―― これは実際に画面を見ていただくのが一番いいんですけれども

―― 赤字で緊急情報というページがアップされますので、そこを具体にクリックをすれば、例え

ば災害時、例えば台風が発生したときに、当然災害の情報もしかりですし、交通機関がどうだと

か施設がどうだとかいうような、そういったものをまとめたページも見ることができますし、危

機管理室のほうで気象情報だとか避難情報だとか、あるいは雨雲のレーダー、あるいは河川ライ

ブのカメラがございますが、そういったものも、先ほどの赤いそのページからリアルタイム防災

情報ということで、やはりそこからもクリックをして見ることができるということでございます。 

  もちろんＬＩＮＥに御登録いただいている方々には、メニューから飛ぶことによって最新の情

報を確認することができます。さらにもっと拡散性の高いものとしてＸがございますが、先ほど

申し上げたリアルタイムの防災情報につきましても、特にそういった情報を配信をするというこ

とも行ってございますし、外国人向けにも英語版のＸで配信をしているというところでございま

す。 

  さらに、先ほどＬＩＮＥの話もいたしましたが、選択をするんじゃなくて逆にプッシュ配信を

するようなことができないかということで、現在、危機管理室とも調整を進めているところでご

ざいます。 

  我々としてもできる限りいろいろな広報媒体を活用しまして、いろいろな手段を駆使しまして、

市民の皆さんに確実、そして迅速に届けるように努めてまいりたいというふうに思います。 

  以上でございます。 

○野崎行財政局局長 私のほうからは、法定外税の導入と市税収入の確保の２点についてお答え申

し上げます。 

  まず、法定外税についてでございますけれども、このたびのタワーマンションと地域社会との

関わりのあり方に関する有識者会議、こちらのほうから提出されました報告書の中では、空き部

屋の増加によりまして合意形成が困難になるおそれがあるとの観点から、空き部屋の発生・増加

を抑制するため、新たな法定外税の創設というものが提言をされているところでございます。 

  タワーマンションを既に現在所有されている方々にとりましては、この提言内容といいますも
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のがいわゆる将来増税につながらないかという懸念の声を上げておられるということにつきまし

ては、我々としても承知をしているというところでございます。この新たな法定外税につきまし

ては、現時点においては有識者会議より報告を受けた段階でございまして、この新税につきまし

ては、いわゆる整理すべき論点が数多くあるというふうに認識をしております。そういう意味で

は、今後さらなる検証が必要と考えているところでございます。 

  新年度に設置を予定しております検討の場におきまして、今回の提言に対する様々な御意見が

あるということを踏まえながら、今後の在り方について検討してまいりたいというふうに考えて

いるところでございます。 

  次に、市税収入の確保についてでございます。 

  令和７年度予算は、御指摘のとおり過去最高の税収を見込んでおりまして、これは給与所得の

増、あるいは企業業績の向上等が寄与しているものというふうに考えているところでございます。

今後の安定的な財源の確保に向けた取組といたしましては、納税者の方々の利便性の向上、ある

いは収税においては早期の財産調査などの滞納処分着手等によって、収納率の確保等に取り組ん

でいきたいというふうに考えているところでございます。 

  また、いわゆる収納率の向上に加えまして、調定額そのものの拡充を図る必要もあると考えて

おりますので、課税捕捉を精力的にやっていきたいというふうに考えております。近年では固定

資産税における償却資産の捕捉というものにも取り組んでおりまして、一定の成果を上げている

ところでございます。 

  今後、生産年齢人口の減少が見込まれる中でございますので、引き続き組織のスリム化を図り

ながら、業務効率化、あるいは先ほど申し上げた課税捕捉の向上等に取り組みまして、今後も引

き続き安定的な財源が確保できるよう、税務部一丸となって取り組んでまいりたいと考えている

ところでございます。 

  以上でございます。 

○堀米行財政局副局長 私のほうからは、市内発注の促進と本庁舎２号館の再整備についてお答え

させていただきます。 

  まず、市内発注の促進についてですけれども、我々が発注する工事請負契約に当たりましては、

地元経済の活性化の観点といったことから、地元企業の受注機会の拡大を図るため、地元企業へ

の優先発注を行っているところでございます。 

  具体的な取組といたしましては、御紹介いただいたものに加えまして、工事によりましては単

独企業ではなくて複数の企業で共同体を組んでいただくようなケースもございます。特定ＪＶと

言っておりますけれども、そのような工事におきまして、構成員のうち必ず１者以上を地元とす

るような条件を設定するというようなことですとか、先ほどのＪＶですと、その代表企業という

のをおのずと決めていただくことになるんですけれども、その代表企業になるに当たって、その

地元企業に配慮した資格を設定するというようなことを行っております。 

  ほかにもいろいろ行っておるんですが、そのような取組を進めるに当たりまして、今後もさら

に地元発注―― 地元が受注しやすい環境づくりというのは引き続き取り組んでいかなければなら

ないと思っておりまして、今後ですけれども、今現在でも業務が一時期に集中しないようなこと

で、平準化というのは取り組んでおるんですけれども、それをさらに進めることで機会が広がる

のではないかなと考えておりまして、業者のほうで、一定の範囲内ではあるんですがその工期を

設定できる―― こちらがいつからいつまでということではなくて、業者のほうでも一定の範囲内
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で業者の都合に合わせて設定できるというフレックス制度というのがあるんですけれども、その

対象の工事の拡大を図っていきたいということでありますとか、あと、受注しようと思えば入札

参加の資格を得ないといけないということでして、その資格を持った地元の業者を増やしていく

ことも非常に重要ではないかなと思っております。 

  それに当たりましては、来年度入札参加資格を登録するに当たりまして、電子申請―― 様々な

形で神戸市でも活用しておりますけれども、その入札参加資格に当たりましても、この電子申請

を神戸市全体で進めておりますｅ－ＫＯＢＥですね、これを活用することでありますとか、その

参加資格登録のときの資料を見直して簡素化を図るというようなことで、地元の参加資格登録者

の増加、地元企業の増加につながるように取り組んでいきたいと思っております。 

  また、それぞれ業界団体との意見交換も通じて、現在も行っておるんですけれども、そこでい

ただいた意見なども踏まえて契約制度のさらなる改善・工夫ができないかということについても

引き続き検討してまいりたいと思います。 

  いずれにしましても、地元経済、神戸経済の活性化、市内循環のためには、地元企業の発注は

非常に重要なことであるというふうに考えておりますので、その地元企業の受注機会が確保でき

るように全力で取り組んでいきたいというふうに考えております。 

  次に、本庁舎２号館の再整備でございます。 

  御存じのように、建設費というのは全国的に上昇している状況でございます。２号館再整備に

つきましては現在の設計を進めているところでございますけれども、その建設費の上昇を踏まえ

まして、例えばその外観の仕様の見直しでありますとか、あとエスカレーターの数をちょっと削

減して、動線を効率化することによるコストの削減というようなことに取り組んでいるんですけ

れども、まだまだ今後もその建設費の上昇というのは続いていくのかなというふうに考えており

ます。 

  そのような状況ではあるんですけれども、この２号館再整備事業を確実に進めていく、実施し

ていくためには、やはりその市場における建築資材でありますとか労務単価、それを実際に合っ

たものにしていく必要がありますので、このたび今回の予算案につきまして、債務負担行為で約

163億円というのを計上させていただいているような状況でございます。 

  お尋ねの今後のスケジュールでございますけれども、先ほども申しましたように、現在設計を

しているところでございます。この設計が今年の夏頃には終わるのかなというふうに予定をして

おりまして、その後秋頃から、まずは旧２号館の地下の躯体がまだ残っておりますので、それを

まず解体工事に着手した後、引き続き―― 来年の春頃になるとは思うんですけれども、新築の工

事に着手したいというふうに考えておりまして、完成は令和11年度頃を見込んでおります。 

  この本庁舎２号館の再整備につきましては、都心・三宮再整備事業の中核となる大変重要な事

業であると考えておりますので、民間事業者とも十分に協議・連携を図りながら着実に進めてま

いりたいというふうに考えております。 

  以上でございます。 

○分科員（河南忠和） ありがとうございます。では、まず法定外税の導入についてお伺いをいた

します。 

  今、野崎局長のほうから様々な論点があるということもおっしゃいましたけれども、まず今後

の進め方として、今後税務が中心となって、検討の在り方ですね―― 税務が中心となってこの議

論をリードされるのでしょうか。そこのところをお願いいたします。 
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○野崎行財政局局長 このたびの報告書では、税以外にもマンション管理ですとか災害対応、ある

いはまちづくりといった視点に基づく課題とそれに対する対応策というのが、パッケージとして

まず示されてございます。その中で、税につきましては非居住対応という中で定義されておりま

すけれども、それ以外のマンション管理ですとかまちづくり、その他施策についてはそれぞれの

また所管部局のほうで検討・対応していくものというふうに認識しているところでございます。 

○分科員（河南忠和） 企画調整局が一応窓口みたいになっているんですけれども、なぜか税務が

中心になっているというイメージが私にはあるんですが、この問題を考えるには、やはり複合的

に考えていかなくちゃいけないと思うんですね。もう全てが絡んでくると思うんですよ。企画調

整局もそうでしょうし、税務もそう。あと都市局もそうですね。建築住宅局もそうでしょうし、

地域協働局も多分必要だと思います。あと、民泊のこともあるから健康局も必要、あと中央区役

所にもぜひいろんな考えを聞いていただきたいんですけれども、やっぱり多くの市役所の多くの

意見を聞いていただいて議論をすべきだと思うんですけれども、その点ちょっとコメントをお願

いいたします。 

○野崎行財政局局長 今、河南委員御指摘のとおりでございまして、まさにこのたびタワーマンシ

ョンと地域社会との在り方に関する検討というものが行われて今回の報告書が提出されたという

ふうに、私としても認識をしているところでございますので、これは今後の課題解決に向けて、

全体的に、かつ包括的に取組を進めていくべき課題であるということだと思っております。 

  ただ、このたびはいわゆる非居住対応の中で、ある意味具体的に法定外税というものが提言を

されているところでございまして、この点につきましては、他の施策との関連の中でどう捉える

かという指摘はごもっともというふうに認識していますが、今後議論を十分尽くす上では、税と

してのまず検討の場というものについては設置をさせていただいて、議論をさせていただきたい

というふうに考えているところでございます。 

○分科員（河南忠和） そこなんですよね。税の議論の場というのを……。 

  私、先ほど多分いろんな局がと言った―― 消防や危機管理局も多分大きく絡んでくると思いま

すので、付け加えておきます。 

  今回の法定外税というのは非居住対応の対応策として示されたものであるんですが、今回指摘

されている都心機能誘導地区の指定など、これまでの市の施策の効果・検証を行って、またそれ

を踏まえた上で空き部屋の発生・増加の抑制、適正管理、有効活用の方策の在り方が検討される

べきではないかと考えるわけなんですが、ここが十分に議論をされないまま税制の検討の場を求

めるというのはあまりにも時期尚早じゃないかと考えますが、この点、御見解をお伺いします。 

○野崎行財政局局長 先日の本会議におかれてもそういった御指摘をいただいておるところでござ

いまして、他の施策との関連において税の検討が時期尚早であるかどうか、それにつきましては

そういう御指摘があるということを、我々としては真摯に受け止めてまいりたいと考えています。 

  ただ、繰り返しになりますけれども、やはり、今回報告書の中の提言として税のことが触れら

れてございますので、まずは他の施策との関連も含めて、必要であれば関連も含めた上で、税は

税としての、まず考え方の整理というものを一定させていただきたいと考えております。 

  それぞれのまた施策においては、各関連の部署を中心にまた検討が進むと考えておりますけれ

ども、あくまでも税としての検討については、来年度場を設けることについて御理解をいただけ

ればというふうに考えているところでございます。 

○分科員（河南忠和） だから、私は税の検討の前に、やはりいろんな各局の、タワーマンション
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のそもそもの今の状況というのをよく考えるべきだと思うんですね。この神戸市では、マンショ

ンの管理状況の届出制度というのがございます。これ、義務化に関して私は賛成しているんです

けれども、現在のマンション全体の21％がこの管理状況の届出制度をお使いになられているとい

うことで、タワーマンションに限れば約５割が既に届出を行っていると―― タワーマンションの

管理組合のほうがこのことに関してはきっちり対応してるんだろうと。 

  このことからも、空室から廃墟化に至るマンションの問題というのは、タワーマンション以外

のマンションが喫緊の課題ではないのかと思うわけなんですね。この点はどうお考えになるんで

しょう。タワーマンションだけにフォーカスされているようですが、廃墟化というのを見据えれ

ば、マンション全体のことを考えなくちゃいけないんじゃないかと思うんですけれども。 

○野崎行財政局局長 今の御指摘も、実は報告書の中にもそのような記述もございまして、そもそ

もタワーマンションを中心に議論のほうはされたようですけれども、ただ、他のマンション等を

含めた区分所有―― 建物全体の課題といったところも多々指摘のほうがされておりまして、そう

いった意味におきましては、今回のこと―― ちょっと私の立場からは税のことを中心にどうして

も話をすることになるわけですけど―― やはり先ほど申し上げたように、この新税の在り方・考

え方というのはやっぱり様々な論点がまだ残されておりまして、それを一定整理する必要があろ

うかということかと思っております。 

  そういう意味では、新税の導入につきましてはもう今後の検討に全て委ねられているという認

識でございますので、まずは報告書の提言に書かれた内容を一定踏まえつつも、やっぱり新たに

論点整理をさせていただく必要はあろうかと考えておりますので、検討の場の設置については、

どうぞ御理解をいただければというふうに考えている次第でございます。 

○分科員（河南忠和） 今申し上げた点も論点の１つとして、ぜひ、タワーマンションだけの問題

でいいのか、地区が限られた問題でいいのか……。 

  やはり、やるからには神戸はマンションのことを本当に管理しようとしている都市なんだなと、

いいほうに私は思っていただきたいわけなんです。タワーマンションだけにフォーカスしてタワ

マン規制をしている神戸市という、もうイメージがついていますからね。ですので、その辺はぜ

ひ論点の１つとしてお願いしたいと思います。 

  また、ちょっとこれからの論点の１つなのかもしれませんが、有識者会議の報告書では、納税

義務者・課税標準・税率など税制の検討課題は多いとされながらも、タワーマンションの定義さ

えされていない中、徴収した税収の使途まで言及をされています。その使途も、都心のバランス

の取れたまちづくりの財源に充当することも検討すべきとされています。これは、どう考えても

解決すべき課題のタワーマンションの廃墟化を防ぐための活用とは言えず、まるで法定外税の導

入を誘導しているかのような内容と受け止めざるを得ません。 

  可能性を検討と言われますが、法定外税の導入ありきで議論が進んでいくのではないかという

懸念がありますが、この点の当局の御見解をお伺いいたします。 

○野崎行財政局局長 確かに報告書の中には新税の使途についての言及がなされておるところでご

ざいますが、これはあくまでも例示であるという認識をしておりまして、必ずしもこの使途のた

めに新税を導入するといった意図をもって記述されているというふうには考えておりません。そ

のようには理解をしておりません。 

  繰り返しになりますけど、この新税の導入につきましては現時点では全く未定でございまして、

報告書の中には様々な指摘がございますけれども、今後の検討に全て委ねられているというふう
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に認識をしているところでございます。そういうことから、新年度における検討の場においては、

丁寧にそういった各論点についての議論を進めさせていただければと考えているところでござい

ます。 

○分科員（河南忠和） ぜひ、丁寧によろしくお願いいたします。 

  本会議でも私が例示しましたけれども、タワマンの住人は所有者ばかりではありません。投資

家やオーナーであるが仕事の御都合で部屋を貸し出す方もいらっしゃり、賃貸で入っていらっし

ゃる方も一定おられます。その際に、空室になったときに課税が適用されるとなれば、不動産を

手放す方もいらっしゃるかもしれません。 

  空室が問題であるなら、むしろタワマンを所有しているが東京などに住んだりしてセカンドハ

ウスにしているオーナーで一定の高所得者に対しては、東京ではなくて神戸に住民票を置いても

らえれば税のインセンティブがあるようにしたら、むしろ人口が増えるかもしれないと私は思う

んですね。いずれにせよ、特定の課税を施すよりインセンティブを与えたほうが、神戸への住民

票を移すきっかけになるかもしれません。インセンティブを与えることによって空室を防ぐこと

も考えるという考え方はないんでしょうか。 

○野崎行財政局局長 インセンティブと逆のペナルティーというのは、おっしゃるとおり表裏の問

題かと思っていまして、補助金の増減あるいは税の増減、どちらもインセンティブになったりペ

ナルティーとして効力を及ぼす―― 両面あると思いますので、より効果的な政策効果のありよう

については、今後引き続き検討してまいりたいというふうに考えております。 

○分科員（河南忠和） そういう方も多分にいらっしゃると思うんですよね。多分、課税するとし

ても、これは僕の―― もう課税の率も何も示されていないので分かりませんけれども、固定資産

税よりか多く課税されないんじゃないかなと思うんですね。固定資産税ぐらいやったら、いわゆ

るタワマンの高層階に住む方なら払えますよ、嫌でしょうけれども。それよりむしろ何かインセ

ンティブがあって―― 私が今言っているのは、年収が億単位の方だったら、もうそれはそういう

何かインセンティブがあったら、やっぱり神戸に住民票を置いていたらいいなと思う方もいらっ

しゃると思うんです。 

  現実に兵庫県の中で、ある都市に住んでいるけれどもいろいろあってほかのところに移ろうか

なといううわさを―― そういういわゆる富裕層がいらっしゃるというのもお聞きしたことがあり

ます。それはそこの政策なりが気に入らないからほかの都市に移りたいというようなお話も聞い

たことがあります。多分にインセンティブなり、そこの政策が受け入れられないのであればそう

いう動きに出てこられる方も、これは多分にいらっしゃると思うんですね。 

  ですので、やはり軽々に―― これは我々議会の承認と、あと総務大臣にもこれを承認してもら

わなくてはいけないと思うんですが―― これはぜひ議論を深めていただいて、決して税だけの問

題ではなくて、もう神戸のまちづくり全てを絡んで、それが正しいのかどうかというのを議論し

ていただきたいと私は思いますので、よろしくお願いいたします。 

  まとめますが、タワマン課税はいずれにせよタワマン所有に対して大きく反作用であることは

間違いなく、神戸の都心だけではなく神戸全体への不動産投資へのモチベーションが大きく下が

ることは間違いありません。有識者会議の報告以降、まだ決まりもしていないことがあたかも決

まったような報道がなされており、これは神戸の行政方針でタワマン建設は禁止だといった誤っ

たイメージが神戸市の内外にできつつあります。 

  このことは神戸のマンション住宅についてよくないイメージを植え付け、特定の新たな課税に



会議録（速報版） 

－24－ 

対して市民からの信頼を損なうことにつながりかねません。当局において、改めて慎重な御判断

を行うよう強く求めまして、この質問を終わりたいと思います。 

  続きまして、市税収入の確保についてであります。 

  これも、市税収入は行政サービスの対価である一方、過去最大の収入計上の背景は、市民・事

業者の負担感が増えているという面も忘れてはなりません。令和６年度には国策として定額減税

が実施されましたが、本市独自の施策として収入額の一部を減税するなど、納税者の理解、納得

感を高めていくような視点も必要ではないかと思いますが、こういった考え方に対しての見解を

お伺いいたします。 

○野崎行財政局局長 市税収入につきましては、行政サービスを提供する上で非常に極めて重要な

財源となってございます。また、公平な税制により安定的に確保する必要があるという認識をし

ています。 

  今、委員より御指摘いただきました減税施策につきましては、やはり一定納税者の理解・納得

感を高めることの重要性は理解をしているところでございますけれども、市独自にやはり減免等

を行うということにつきましては、やはり単年度での市税収入のみで判断するのは非常に難しい

という認識をしております。 

  そういう意味では非常に慎重に検討していく課題であるということでございますので、税とし

ては今後とも引き続き安定的な税収確保に努めてまいりたいというふうに考えているところでご

ざいます。 

○分科員（河南忠和） なかなか難しい御判断だとは思いますが、市役所の収入が増えるというこ

とは、市民の税負担が増えているということなんですよね、これは明らかに。景気がよいとはい

いますけれども、やはり、いつも納税の書類を見る限り、げっそりしていらっしゃる方も多いと

思うんです。でも、ぜひそういった面も心に入れて、ぜひ市政運営していただきたいと思います

ので、よろしくお願いいたします。 

  まとめますが、先ほどタワマンの法定外税のときにも申し上げましたけれども、仮に高所得の

方に神戸に居を移してもらうには、税のインセンティブもあると思うわけなんですね。高所得の

方が増えればおのずと市税収入も増えます。市税収入を確保するためには、大胆な市税の減税な

ど、インセンティブ施策もぜひ今後検討いただければと思います。 

  続きまして、人事行政の推進に関して再質疑をさせていただきます。 

  採用の変化の一方、令和５年度からは従来60歳だった定年年齢が延長され、管理監督職には役

職定年制が導入されています。中でも局長級・部長級であった幹部職員は、市の事業を牽引して

きた経験、これまで培ってきた経験・知識・技術等の活用が必要なポストに対して、調査役・専

門役という名称で係長級として配置をされているとお伺いいたします。 

  昨日まで上司であった職員が部下になるという場合も想定されますが、新たな制度が円滑に導

入されて機能しているのか、現在の状況をお伺いいたします。 

○坂井行財政局副局長 役職定年の関係につきまして、私のほうから答弁申し上げます。 

  地方公務員法の改正によりまして、定年年齢が今引き上げられているところでございます。そ

の中で、職員の昇任機会を確保するという観点から、60歳で管理職の職員が非管理職である係長

に降任をするという役職定年制を、現在導入をしております。 

  御指摘のように、幹部職員としてこれまで培ってきた能力や知識、経験が生かせる係長の職と

して、局長級については調査役、部長級については専門役という名称で配置をしておりまして、
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現在庁内に９名の職員―― 調査役・専門役がございます。 

  調査役・専門役につきましては、役職定年前の状況を考慮しまして、培ってきた経験とか知識

を生かせるポストということで、各職場の業務の改善であるとか、あるいは後進の育成、あるい

は特命事項への対応など、職務内容の範囲を非常に工夫をして配置をしておりまして、それぞれ

の職場に応じた形で設定をしておりまして、現在、そういった意味で円滑に機能していると評価

しているところでございます。 

  以上でございます。 

○分科員（河南忠和） やっぱり昨日まで上司でいらっしゃった方がいらっしゃるとなかなか難し

い職場になるんじゃないかなと思いますので、ぜひその辺は―― 試行錯誤の面があると思います

が、モチベーションが下がらないようにお互いに、定年された方も現役の方もモチベーションが

下がらないような―― 先ほど局長がワークエンゲージメントとおっしゃいましたけれども、これ

が非常に大切なものだと思いますので、ぜひよろしくお願いいたします。 

  また、定年年齢が令和13年度にかけて段階的に65歳に引き上げられることに伴って、個々の職

員のキャリアが延長されるとともに、組織における定年延長の職員の割合も高まっていくことに

なります。この点につき、現在は年度末に60歳になる職員を対象に研修を実施しているとお聞き

しますが、定年延長後のキャリア支援、定年延長の職員が配属される所属への職場風土の醸成に

ついても研修を充実させていく必要があると考えますが、この対策をどのように講じようとして

いるのかお伺いいたします。 

○岸上行財政局部長兼職員研修所長 私のほうから、定年延長に対応した研修の充実につきまして

回答させていただきます。 

  御指摘のとおり、60歳以上の職員―― 定年年齢を段階的に引き上げている職員でございますけ

れども―― やはりこれまでの経験やスキルを生かして活躍していただくことが大変重要だと考え

ております。現在、定年延長の対象ですね―― 60歳になる職員を対象に、研修内容といたしまし

ては、自身の強みですとか経歴を棚卸しいたしまして、組織の中で期待される役割を改めて考え

るという研修を実施しております。 

  受講者につきましては、今後の目標が見つかったですとか、あるいは期待されている役割を再

認識しましたというような声をいただいております。定年延長後のキャリア形成支援に一定の寄

与はできているのかなと考えております。 

  また、60歳以上の職員を含みます多様な職員でございますので、その多様な職員１人１人の能

力が最大限発揮されるためには、やはり職場の環境づくりというのが重要になってくると考えて

おります。やはり、その職場の環境づくりにおいて重要な役割を果たします課長級、あるいは係

長級につきましては、その研修の中でフィードバックですとか、あるいはコーチングといった内

容の研修を実施いたしまして、風通しのよい職場づくりに努めているところでございます。 

  また、加えまして課長３年次につきまして、今多様な職員のマネジメントをテーマにしたＤＥ

Ｉ研修というのを実施しております。この研修につきましては動画を撮影しておりまして、この

動画は局長級と部長級にも共有をしております。こういった形で組織風土の醸成に努めていると

ころでございます。 

  今後につきましても、60歳以上の職員を含みます多様な職員が活躍できるよう、職員のキャリ

ア形成支援ですとか組織風土の醸成に努めてまいりたいと考えております。 

  以上でございます。 



会議録（速報版） 

－26－ 

○分科員（河南忠和） この辺の問題に関しては、やっぱり公というか役所がしっかりと進めない

と民間もこれに続いていかないと思いますので、しっかりと、試行錯誤はあるとは思いますが、

ぜひ進めていただきたいと思います。よろしくお願いいたします。 

  次に、国際交流の推進で御答弁いただきました。昨年ですか、Ｄｉｓｃｏｖｅｒ ＫＯＢＥと

いうのをやられたというお話ですけれども、経済観光局と同じ屋根の下になるわけですから、ぜ

ひ神戸の経済を牽引するような何かができればいいなと思ってます。 

  今まででしたらやっぱり国際交流が中心になっていたと思うんですけれども、１社でも２社で

も、神戸―― マイクロソフトさんが来てくださったりいろんな事象はございますけれども―― ぜ

ひ神戸を選んでくださる国なり企業が１社でも増えるように、またその中心となっていただくよ

うにお願いして、この問題に関しては終了したいと思います。よろしくお願いいたします。 

  続きまして、組織改正に関してですね。これに関しては要望にとどめさせていただきます。 

  令和７年度予算に関しては、北区における新たな建設事務所の整備や消防・救急体制の強化に

関する予算が計上されていますが、消防局や水道局などの市民の命・安全の確保に直結する部局

については、引き続き必要な体制の確保をお願い申し上げます。以上、要望に代えさせていただ

きます。 

  続きまして、災害時の広報ですね。東日本大震災において、地震や津波によって電気・ガス等

のライフラインが寸断されただけではなく、携帯電話の基地局そのものが稼働できなくなった例

もございます。デジタルを活用した情報発信に頼り切ることがないように、例えば広報戦略部が

有する報道機関とのネットワークの活用など、アナログな方法での情報発信の強化についてあわ

せて検討を行っていくべきではないでしょうか。よろしくお願いいたします。 

○多名部市長室広報戦略部長兼広報官 御指摘の情報通信インフラの被害があったときのことを考

えるのは、非常にやはり重要であると考えます。一方で昨年の能登半島地震では携帯基地局や光

ファイバーに被害があったんですが、民間の通信事業者が人工衛星を使ってインターネット接続

する方法が各避難所等で構築され、デジタルでの情報発信ができるようになった―― こういう新

しい技術の動向をしっかり押さえる必要があると考えてございます。 

  また、その能登半島地震では神戸市から珠洲市の広報部門に職員を派遣して支援いたしました。

そこで珠洲市の公式のＬＩＮＥを使って、炊き出し・入浴情報・住宅・医療・郵便・ごみなどに

関する情報発信を努めたところでございまして、改めてこのウェブ、ＳＮＳの有効性というのを

認識できました。 

  ただ、一方で珠洲市は非常に高齢化率が高くて、スマホを持っているけど通話だけという方が

かなりいらっしゃいまして、そこで紙チラシを含めたアナログでの広報も支援したところであっ

て、災害時の広報の難しさということを改めて痛感いたしました。 

  一方で報道機関との連携につきましては、30年前の話にはなりますが、阪神・淡路大震災のと

きは早期に災害対策本部に隣接するプレスルームを開設し、報道機関への情報提供をできる体制

をつくって、パブリシティーによる広報をやっておったところです。特に当時、サンテレビ・ラ

ジオ関西・ＮＨＫといった地元の放送局が生活支援情報をかなり長期にわたって流していただい

たことは、非常に意味があったのではないかと考えてございます。今後もこのような災害時の報

道機関のネットワークも重視したいと思っております。 

  特に、災害時はこのデジタル・ネットに頼り切るのではなく、御指摘のパブリシティーを含め

たアナログも含めた様々な広報手段でどういう方法が一番いいのかを検討しながら組み合わせて
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いく必要があると考えてございます。どうやれば市民に正確な情報が伝わるのか、届けられるの

かという視点で、平時の訓練等にも取り組んでいきたいと考えてございます。 

  以上でございます。 

○分科員（河南忠和） 紙チラシを能登半島の援助で御活用されたという話を聞いて休心いたしま

した。ネットは、役所側から発信することに関しては今後の方向性としては正しいとは思うんで

すけれども、やっぱりデジタルディバイドというか、やっぱりデジタルを使い切れない方も一定

いらっしゃると思いますので、その辺はぜひアナログ媒体も活用できるように常にお願いしたい

と思うと同時に、デジタルを持っている我々受け手のほうでも、例えば災害が来たときには電源

をどうするか、電源が来ていないときに自分のポータブル電源を用意してくださいよとか、そう

いったこともやっぱり啓発で必要なのかなと思ったりいたします。ぜひ、デジタルだけ、アナロ

グだけではない複合的な発信になると思いますが、よろしくお願いしたいと思います。 

  次に、市内発注の推進でございます。これも以前から我々会派が申し上げてきて、大分改善さ

れているとは思いますけれども、先ほど御答弁の中でもＪＶで代表企業が神戸市の企業というこ

とで、あとまた工期の設定ができるフレックス制度みたいなこともやられているということを聞

いて安心しておりますが、やはり業界団体との交流も役所のほうではあると思いますので、ぜひ

お声を吸い上げていただいて、我々も業界団体のほうからお声がよく上がりますけれども、ぜひ

神戸の企業に参加機会が漏れないように、細かい配慮―― 一括でぽんと投げたら楽なのは分かる

んですけれども、ぜひその辺は、こういうことをやれば市内の企業も参加できるのかなという気

配りを忘れないように、ぜひお願いしたいなと要望しておきます。よろしくお願いいたします。 

  あと、最後に本庁舎２号館の再整備でございます。これも震災30年がたちまして、震災の、

我々自身がそういった危機対応というのをなかなか忘れていることが多いと思うんですが、新た

なこの本庁舎２号館は、庁舎機能の整備に加えて１号館や中央区役所とつながることで市民の利

便性も高まるほか、開かれた市民利用空間にも整備される予定となっております。 

  合築の民間機能では国際的ラグジュアリーホテルやオフィス・商業施設が整備され、市域内外

からの多くの来訪者でにぎわうことが想定されます。このような中で安全・安心な空間を確保し

ていくため、市庁舎機能全体のセキュリティー対策を検討していくことが必要だと考えますが、

いかがでしょうか。 

○堀米行財政局副局長 本庁２号館のセキュリティー対策ということですけれども、御案内のよう

に、民間施設との複合施設ということを踏まえましたセキュリティー対策、これをやっていかな

いといけないかなというふうに考えております。 

  といっても、その一方庁舎の中にもその市民利用空間ということで自由に入ってこられるとこ

ろがあるんですけれども、一方その執務エリアにつきましては、昨今非常に重要になってきてい

ます情報漏えいの話でありますとか、職員を守る環境を整えるというようなこともそのセキュリ

ティーの中で考えていかないといけないということも考えておりまして、具体的には、来庁者が

庁舎エリアに入るときにセキュリティーゲートを設けようかなと考えています。これは順次国で

ありますとか他都市でも導入が進んでいることなんですけれども、そういうのを設置するという

ことでありますとか、あと、その庁舎に入った後、そこは職員だけが出入りできる執務エリアと

そのほかのエリアというのを分けるというようなことでも、セキュリティーを確保していきたい

というふうに考えております。 

  また、お尋ねの中に、その商業施設にいっぱい訪れて、いろんな来訪者があってにぎわいがあ
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るというようなお話もございましたので、その庁舎も含めた建物全体のセキュリティーですね―

― 民間施設も含めたその部分につきましては、その民間事業者とも今後適切に、どういった形

がいいのかというようなことは引き続き検討していきたいというふうに考えております。 

  いずれにしましても、新しくできる２号館が安全・安心な空間として、庁舎機能がしっかりセ

キュリティーが保たれて、行政機能を発揮できるように考えていきたいと思っております。 

  以上でございます。 

○分科員（河南忠和） ありがとうございます。セキュリティーゲートというのは今どのビルでも

できていますので、ぜひ２号館では導入していただきたいと思いますが、１号館でも導入される

んでしょうか。これだけ確認させてください。 

○堀米行財政局副局長 当然、１号館も２号館も同じ本庁舎―― ４号館もそうですけれども―― と

いうことなんですが、ちょっとその状況が違いますのは、１号館はもう既に出来上がっている施

設でして、ちょっとその建物の構造上、なかなか全く同じ状況で入れられるかどうかというのは

難しいかと考えています。 

  ただ、セキュリティーという点ではしっかりと確保していかなければならない―― これは本庁

舎全体に限ってそうなんですが―― ですので、適切な導入の仕方というのを今後考えていきたい

と思っております。 

○分科員（河南忠和） 御検討お願いします。 

  終わります。 

○主査（大井としひろ） お疲れさまでした。 

  委員の皆様に申し上げます。午前中の審査はこの程度にとどめ、この際暫時休憩いたします。

12時50分より再開いたします。 

   （午前11時51分休憩） 

 

   （午後12時50分再開） 

○主査（大井としひろ） ただいまから予算特別委員会第１分科会を再開いたします。 

  午前中に引き続き、市長室・行財政局に対する質疑を続行いたします。 

  それでは、ながさわ委員、発言席へ。 

○分科員（ながさわ淳一） どうぞよろしくお願いします。本日は私と川口委員と２人で質問させ

ていただきますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

  それでは早速、まず１番目に、ＤＸ人材について質問させていただきます。 

  生産年齢人口が減少し高齢者人口がピークとなる、いわゆる2040年問題がございます。当然の

ことながら市を支える職員数の減少も避けられないですが、日進月歩のＤＸ、デジタル技術を最

大限利用し、活用し、生産性を向上させていくことがこれからの最重要事項だと考えております。 

  人事当局においてもＤＸ人材を育成するべく、令和３年度から庁内公募にＤＸ人材育成コース

を設けられていますが、これまでの合格者は累計で８名のみであり、職員のＤＸへの関心は決し

て高いとは言えない状況です。これからの自治体運営に資する、また必要不可欠のＤＸ人材をど

のように確保・育成していこうとしているのか、見解をお伺いいたします。 

○西尾行財政局長 ＤＸ人材の確保・育成についてお尋ねいただきました。 

  職員のデジタルリテラシーの醸成でありますとかスマート自治体を実現するためには、高度な

専門人材の確保とＤＸの視点を持つ職員の育成まで、多面的なアプローチでデジタル人材の確
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保・育成を図っていくことが必要だと考えております。 

  高度な専門人材の確保の取組に関しましては、専門的な知識・経験を有する民間人材を最高デ

ジタル責任者補佐官やデジタル化専門官として登用しまして、全庁的な業務改革のプロジェクト

マネジメントでありますとか新しい技術の導入・定着に大きな役割を果たしていただくとともに、

人材の育成にも貢献いただいているところであります。 

  さらに、令和６年９月より総務省において、ＩＣＴ分野における戦略的な研究開発、海外展開

活動などに深い造詣をお持ちである田原康生氏を参与として委嘱いたしまして、ＤＸを中心とい

たしました本市のグローバル都市戦略につきまして助言をいただいているところでもあります。 

  また、任期を限った採用のほか、経験者採用におきましてもデジタル人材の獲得に力を入れて

おりまして、即戦力として活躍していただいているところであります。 

  加えまして、将来のＤＸを推進していくためには庁内のデジタル人材の育成、これが欠かせな

いものだと思っております。この人材育成に関しましては、２本柱で現在実施しているところで

ございます。委員御指摘のＤＸ人材育成コースとＤＸ推進リーダー育成研修という２本柱の研修

を走らせております。 

  １つ目のＤＸ人材育成コースは、デジタル戦略部への人事異動を伴う庁内公募制で実施をさせ

ていただいておりまして、配属１年目にＯＪＴ・ＯＦＦ－ＪＴを組み合わせて集中的にＩＣＴス

キルを向上させまして、２年目以降はＤＸ化が必要な所属とデジタル戦略部の橋渡し役となりま

して庁内のＤＸ推進を進めていく、こういった取組でございます。 

  一方ＤＸ推進リーダー育成研修につきましては、各所属におきましてデジタル技術の習得及び

現場のニーズに適した改善策を提案・実行できる手法を学ぶ、これによりまして現場のＤＸの中

心的役割を担う人材を育てようとするものでありまして、こちらにつきましてはこれまで130名

が受講するという状況になっておりまして、ＤＸにつきましての職員における関心も一定確保で

きているのかなと感じておるところでございます。 

  ただ十分とは言えませんので、今後庁内で育成した職員がデジタル人材として各部署において

能力を発揮していただき、各業務でのＤＸ推進と職場全体のデジタルリテラシー醸成につなげる

ことが重要であると考えておりまして、そのためには本人の意向や能力、これらを踏まえまして

ＤＸの推進が求められる部署へ配属するなど、デジタル人材としてのキャリアを形成していくこ

と、もう１点は、日々変化していくデジタル技術につきまして、これに対応していくために定期

的に最新のスキルを習得する機会を設けるなど、育成後もデジタル人材をフォローしていく仕組

み、こういったものが必要ではないかと考えておるところでございます。 

  また、加えまして新しい取組を進めていくためには、先進的な技術・知見を持つ民間人材を登

用していくこと、これも必要不可欠であると思いますので、これらを２本柱にして、引き続きＤ

Ｘ人材の育成に努めてまいりたいと思っております。 

  以上でございます。 

○分科員（ながさわ淳一） ありがとうございます。 

  現状、デジタル人材というのは民間では取り合いの状況になっております。ただ、これから神

戸市全庁の中でデジタル化を進めていく上で、一定頭数というのは必要ですので、そういった取

組は非常に重要だと思っております。 

  それで再質疑なんですけれども、全庁を挙げたＤＸの取組をさらに推進していくため、企画調

整局においてＤＸ推進リーダーの認定制度が設けられ、これに呼応する形で行財政局においても
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十分な実績を上げた局室区担当ＤＸ推進リーダーに対し、新たに勤勉手当の支給月数を加算する

ことについては大いに評価いたします。 

  この加算月数は0.05か月となっていますが、これからの市政運営に不可欠なＤＸの取組につい

て、所属を超えて成果を上げ貢献した職員には最大限の評価を行うべきではないでしょうか。少

なくとも、今回同時に新設される特に優秀な職員への加算月数と同等の0.1か月分の加算とすべ

きではないでしょうか。お考えを教えてください。 

○坂井行財政局副局長 ＤＸ推進リーダーに対する勤勉手当の加算について、私のほうから答弁申

し上げます。 

  御指摘のように、局室区ＤＸの推進リーダーについては勤勉手当を加算していくんですけれど

も、これは本来の担当業務以外で実績を上げた職員に対して新しく加算を行うという形にしてお

ります。この加算の考え方なんですけれども、やはり本来業務以外であるということと、本来の

人事評価―― 本来業務での人事評価の加算というのが0.1月ということになってございますので、

そのあたりのバランスを考慮いたしまして、今回１回の支給当たりを0.05月分という形で設定を

させていただいてございます。 

  この加算については本来業務の部分との併給も可能でございますので、本来業務で優秀な成績、

かつＤＸに対する貢献もあれば両方加算されるというような形になってございます。今回、特定

の分野に対する加算というのは、政令市を含めましても初めての試みでございます。国において

は勤勉手当の成績比率の引上げというのが行われておりまして、神戸市といたしましても、来年

度以降の今回の加算の運用状況であるとか、あるいは本来の人事評価結果の反映拡大など、勤勉

手当全体の制度設計の中でどんな対応できるのかというのは引き続き検討していきたいと考えて

おります。 

  以上でございます。 

○分科員（ながさわ淳一） ありがとうございます。 

  ＤＸの人材が必要であるというのは、もう御理解いただけていると思います。私もまだ議員に

なって６年ですけれども、その当初から庁内業務のデジタル化、人材育成はもう並行して進めな

いといけませんという形ですね、そういう話をしておりました。その中で、私は庁内業務をデジ

タル化するイコール、職員の皆さんの生産性を上げて、それがコスト削減、行財政改革につなが

るという思いで今までずっと訴えてきましたけれども、ここに来て神戸の人口が大幅に減ってい

くということを踏まえると、職員の方の数というか、職員数も一定減らさなければいけないよう

な状況が今後来ることになると思うんですよね。 

  そのときに、職員の皆さんの今度は業務への負担が大きくなってくると思うんですよね。お一

人の方で様々な業務をこなしていかないといけない、そのときに今の状況ではそれはなかなか難

しい状況になってくると思いますので、そこでデジタル化が進めば、次の段階であるＡＩという

ものができて、一定ＡＩである程度判断するというような状況にも将来的にはなるかもしれませ

んし、やっぱりそういうことも踏まえてそこを準備するというＤＸ人材というのは必要だと思い

ますので、そういった人材面から、こちらのほうではぜひ備えていただきたいと思いますので、

どうぞよろしくお願いいたします。 

  それで続いて２番目に、中長期的財政見直しについてお伺いいたします。 

  令和６年度当初予算では、何ら対策を講じなかった場合の令和７年度予算の収支不足額は47億

円とされていましたが、事務事業の見直し等により収支不足を解消したことは評価いたします。
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しかしながら、10年後の収支不足の累計額は約1,200億円にも上る見通しが示されており、安定

的な財政運営を行っていくためには予断を許さない状況です。 

  健全かつ規律ある財政運営のため、徹底的なダウンサイジングが必要と考えますが、この収支

不足額の見通しを毎年の予算編成にてどのように対応していこうと考えているのか、財政当局の

方針を教えていただきたいと思います。 

○安居行財政局副局長 今、委員のほうから、財政収支見通しにおけますこの収支不足というのを

どのように解消していくのか、どう対応していくのかということについて御質問のほうを頂戴を

いたしました。 

  委員から御紹介いただきましたように、今回の令和７年度予算におけます財政収支見通しの状

況でございますけれども、何ら対策を講じなければ年々収支不足が拡大をしていくということで

ございまして、累積の収支不足額というのは1,196億円というふうな試算結果になってございま

す。 

  この収支不足の一番の要因でございますけれども、これは扶助費が、少子高齢化に伴いまして

令和７年度予算の2,596億円から令和17年度―― 10年後の令和17年度には3,100億円と、約500億

円増加するという、これが主たる要因に挙げられます。 

  また、一方で近年の積極投資を踏まえた公債費につきましては毎年1,000億円程度ということ

で、急激に増加しないということが確認できたところでございます。ただ、今後資材価格の高騰

といったところも予見されますので、引き続き投資的経費というのは一定増加するおそれもある

というふうに考えているところでございます。 

  委員からもございました具体的な対応につきましては、やはりこの扶助費というのは、これは

国のほうで基本的には一律の制度になってございますので、市独自の見直しというのには一定の

限界があるというふうに思ってございます。まずは国に対しまして適切なこの財政措置というの

を要望していくことが大変重要だと思ってございます。 

  それから投資的経費につきましては、やはり事業内容をよく精査をするとか、あるいは事業費

を平準化をするというようなこういった取組を進めるとともに、しっかりと国費の獲得を目指す

こと。また交付税措置が有利な市債のメニューというのが一定ございますので、そういったとこ

ろの活用ということもよく考えていきたいというふうに思ってございます。 

  また、既存事業につきましてはしっかりとこの時代適合性の観点とか、あるいは他の主体との

補完性の観点、あるいは効率性とか有効性、そういった観点でしっかりと事務事業の見直しに取

り組むことが大変重要だというふうに思ってございます。 

  本市は今後もやはりこの市民の安全・安心を守って、暮らしの質、都市の価値を高めるまちづ

くりを進めていく必要があると思ってございます。いずれにしましても、やはり毎年のこの予算

編成の中で単年度の収支不足額をしっかりと毎年解消していく、この取組をしっかり続けていく

ことが大変重要だと思ってございます。 

  以上でございます。 

○分科員（ながさわ淳一） それでは再質問なんですけれども、その事務事業を見直していくに当

たり、市外部の視点を取り入れていくことも有効な手段だと考えます。かつては行政評価条例に

基づき事務事業外部評価委員会が実施されていたようですが、相当な事務負担が生じるため、平

成25年を最後に実施していないとお聞きしております。この間、社会情勢も大きく変化している

ことから、事務負担を考慮しながら、評価委員会という手段にこだわらず外部の視点を取り入れ
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た事務事業の評価を行ってはいかがでしょうか。 

○西尾行財政局長 先ほど安居副局長のほうから御答弁させていただきましたように、これまでも

不断の事務事業の見直しというのを毎年度、予算編成を通じて実施してきているところでござい

ます。その内容につきましては、当初予算の概要資料の中に見直し結果を公表させていただいて

いるところでございます。 

  委員御指摘ありましたように、社会情勢の変化も激しく、また市民のニーズも多様化する、こ

ういった状況におきましては、外部の視点も取り入れた事務事業の見直しというのは重要である

と我々も考えておりまして、またそれに加えてスピード感、これも重視しないといけないだろう

と思っております。さらには過度な事務負担を伴わない、こういった視点を持ちながら外部の視

点をどう取り入れていくかというのを考えていく必要があるかなと思っております。 

  そのため、これらの点も踏まえまして、最近はテーマを定めまして外部の視点による指摘をい

ただいて、それに基づく見直しを予算の中で議論させていただくと、こういった手法を取ってお

るところでございます。具体的に申し上げますと、外部の弁護士によりまして神戸市行政サービ

ス改善検証を実施したところでございます。これは入札・契約、指定管理者制度、開発許可、補

助金、もうこの４つのテーマに絞りまして検証を行い、改善を行ったところでございます。 

  また、規制・行政手続き見直し提案制度というのを活用していたしまして、市民・事業者から

寄せられた151件の提案に対しまして各局においての対応方針をまとめていくと、こういった取

組も進めておるところでございます。 

  加えまして、時代適合性の観点から、市の条例―― 例規ですね―― 例規についても検証すると

いうようなことも行っております。これについては、昨年度末で条例11件を廃止できたというよ

うなことの効果も出てきているところでございます。 

  いずれにいたしましても、今後も議会での御指摘、こういったものを含めまして外部の視点を

取り入れながら事務事業の見直しを行いまして、時代の変化や市民ニーズを的確に捉えた市政運

営となるように努めてまいりたいと考えております。 

  以上でございます。 

○分科員（ながさわ淳一） 今後は財政収支不足はいろんな話がありますので、交渉してダウンサ

イジングしないといけない部分、そして新たな投資をしていかないと―― 経済を支えるために投

資をしていかなければいけない部分とがございますけれども、やっぱりそこは今以上にめり張り

をつけないといけないと思いますので、私たちの会派からも、これからもどんどん提案・要望―

― 要望は駄目ですね―― 提案してまいりますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

  それから、続いて内部統制について次にお伺いいたします。 

  これまでの質疑においても、外郭団体を内部統制の対象にするよう求めてまいりました。当局

からは、外郭団体が自立的で健全な運営となるよう、市と外郭団体が連携しながら適切なマネジ

メントに取り組んでいる旨の答弁をされています。この点、昨年12月の財政援助団体等監査結果

報告書では、市の外郭団体である株式会社神戸ウォーターフロント開発機構の一部事務において

適切な手続がなされておらず、内部統制の確立・運営等に取り組んでいくべき旨の意見がされて

おります。 

  外郭団体は、市と人的または資金的、また業務的に密接な関係を有する法人であり、市と同様

に適正な事務執行を確保し、市民からの信頼を確立させなければなりません。今回の監査意見も

踏まえ、改めて外郭団体を内部統制の対象にすべきと考えますが、御見解をお願いいたします。 
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○堀米行財政局副局長 内部統制の御質問に対してお答えさせていただきます。 

  我々が行っている業務を適切に進めていくために、自主的なルールを整備したりでありますと

か、そのルールに基づいた適切な運用を行っていくということで事務を適正なものにしていくと

いうような取組が内部統制ということでして、我々神戸市は指定都市でありますので、これは指

定都市は地方自治法上導入が義務づけられているというようなところでございます。 

  ですので、総務省から出ていますそのガイドラインというのもございますので、それを踏まえ

ながら、各職場において事務上のリスクですね―― 間違いが起こるようなことを、どんなことが

あったら間違いが起こるかなということで、それの洗い出しでありますとか、それに対する未然

防止策というのをつくっているというところと、それでもなおかつ実際に不適正な事務が発生し

たときには速やかに改善措置を行うとともに、再発の防止の措置を取るということで、リスク評

価の仕組みを運用しているというようなところでございます。 

  このような自治法に基づく内部統制制度ですけれども、これは長の担任する事務というような

ところで整備・運用するというようなことになっております。 

  一方、外郭団体というのは独立した法人ということですので、先ほど申し上げました国のガイ

ドラインにおいては、必ずしも長の内部統制に関する方針でありますとか整備については、直接

の対象になるものではないというようなことになっております。 

  また、外郭団体自身は独立した法人でございますので、それぞれ会社法をはじめとしまして各

団体設立の根拠法の適用がございます。それらの法令におきましては、取締役会ですとか理事会

等、その権限において内部統制の整備・運用を構築するというようなことになっております。と

いうことですので、今、市の内部統制の仕組みではなくて、各団体自身がそれぞれの権限に基づ

いて内部統制を整備・運用していくというものと考えております。 

  そういう枠組みの中で進めてはおるんですけれども、確かにその外郭団体というのは市政の補

完的な役割を担うということですので、委員おっしゃるとおり、市民からの信頼の基礎となる適

正な事務執行を求める、これはもう当然のことでございます。ですので、市において行っている

こととしましては、その外郭団体がしっかりとガバナンスでありますとかコンプライアンス体制

を構築しまして自立的な運営ができるようにということで、外郭団体の抜本的な見直し方針とい

うのを以前策定しまして、それに基づいてその外郭団体を所管する企画調整局において様々な支

援をしておるところでございまして、その具体的なもので申し上げますと、監査法人ですね―― 

監査法人が外郭団体のガバナンス体制とか経営状況、そういうようなものを調査しまして、その

改善に向けた支援を行ったりでありますとか、外郭団体の職員ですね―― こういう職員もござい

ますし市から派遣している職員もございますけれども、それらの職員に対する研修を実施したり

でありますとか、あと、その外郭団体共通の内部通報窓口を設置したりというようなことで、そ

ういうような取組を行っておりまして、団体内の不正なことでありますとか不祥事を防ぐような

支援をしているというようなところが状況でございます。 

  また、その外郭団体のガバナンスという点で申し上げますと、自治法上、長の権限に基づいて

予算執行上の調査とか報告とかいうような仕組みもございますし、監査委員による監査の仕組み

というのもございますので、適性を担保する仕組みとしては一定整備されているというところで

ございます。 

  いずれにしましても、そのような自治法上の仕組みでありますとか、先ほど申し上げました取

組を通じて各外郭団体が市民から信頼を得つつそれぞれのミッションを果たしていけるよう、引
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き続き市と外郭団体が連携しながら団体の適正な事務執行に向けて取り組んでまいりたいと、こ

のように考えております。 

  以上でございます。 

○分科員（ながさわ淳一） 今回のこの神戸ウォーターフロント開発機構に対してです。 

  その監査の中では、会社では規則等やルールの不備、契約書や社内規程などに基づく適正な手

続が行われていない―― かなり厳しい意見がされております。今説明された自治法の様々な問題

はあるかもしれませんけれども、この会社は神戸市の100％の出資の会社でございますので、職

員の方も５人か６人行かれてました。 

  ということは、きちっとしたルールを守れていない会社なら、やっぱりそこは一定こちらのほ

うから役員なり代表を交代させるとか、そういうことも可能なはずですので、そういうことも踏

まえて厳しく神戸市として関わっていただきたいなと思いますので、どうぞよろしくお願いいた

します。 

  それから、続いて広報紙ＫＯＢＥオンライン版についてお伺いいたします。 

  令和４年７月から広報紙ＫＯＢＥのオンライン版を実施しており、昨年の12月号のページ閲覧

数は約23万7,000であったとお聞きしております。このオンライン版については、令和５年度予

算特別委員会において我が会派の住本議員から質疑をし、紙の広報紙とデジタルのオンライン版

をうまく使い分けていく必要がある旨の答弁がございました。 

  一般的に考えると、紙の広報紙は年配の方、デジタルのオンライン版は若い世代にマッチした

ものであり、幅広い世代に市政情報を伝えるための車の両輪として活用していく必要があると思

いますが、これまでの広報紙ＫＯＢＥのオンライン版の運営実績をどのように評価し、今後どの

ように運営していこうとしているのか、方針をお伺いいたします。 

○多名部市長室広報戦略部長兼広報官 デジタルの広報紙でございますが、令和４年７月から運用

をしてございました。新聞のウェブ版のように記事から記事に読んでもらうような閲覧の仕方で

あるとか、紙面版の広報紙と同様に定期的に読んでいただけないかなと考えて始めたものでござ

います。 

  御指摘のとおり、12月のページの閲覧数で言うと23万回以上、閲覧した人数で言うと15万人近

くとなってございます。たくさんの方々に御覧いただいている数字ではあるんですが、この実際

にどういう流入経路で見ていただいているのかを確認すると、このデジタル版を見に来ようとし

ているのではなく、むしろグーグルの検索ワードから、そこで表示されてクリックしてやって来

る、あるいは市公式のＬＩＮＥとＸというＳＮＳで発信してそのリンクからの流入というのが、

実は８割を占めてございました。 

  具体的には、例えば昨年の12月号ですと、はばタンＰａｙ＋という兵庫県の事業の記事が実は

14万回以上、全体の６割の閲覧数を占めてございます。これらを踏まえると、デジタル版は当初

目指していた広報紙として定期的に読んでいただける、あるいは記事から記事に次々読んでもら

うという形ではできていないのかなということを考えてございます。これは、実は開設時からあ

まり状況が変わっていませんでして、試行錯誤は続けたんですが状況に変化がないことから、そ

の在り方を見直すべきではないかと判断いたしました。 

  具体的には、広報紙の１面から始まる特集記事につきましては市公式ｎｏｔｅの記事にリライ

トして、読み物として掲載する。紙面の中ほどにある施策などの紹介記事は、市のホームページ

にもともとのページがございますので、そこを読みやすく充実させる。それを通じまして、この
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特設ページとしては一旦終了いたしますが、公式ｎｏｔｅとホームページそれぞれの強みを生か

した発信に切り替える予定でございます。 

  なお、情報広場というイベント行事等の情報は、既におでかけＫＯＢＥというイベントサイト

に吸収いたしまして、既にオンライン版ではない状況です。さらに紙と同じデザインのデジタル

ブック形式では、ＨＹＯＧＯ ｅｂｏｏｋｓというサイトで同様に継続していく方針でございま

す。 

  市政情報については、この広報紙・ホームページ・ＳＮＳ・駅などの大型ディスプレーで発信

してございますが、それぞれの媒体の特性に応じて効率的・効果的な発信をこれからも続けてい

きたいと考えてございます。 

  以上でございます。 

○分科員（ながさわ淳一） どうもありがとうございます。 

  これから、紙ベースではオンラインがだんだん増えていくと思うんですよね。なぜかというと、

スマホの保有率が今70代で８割、80代の前半で６割を超えるような状況になってきていますので、

やっぱりそういった流れにはだんだんなってくると思いますので、やっぱりその辺りも踏まえて、

いろいろ紙面なりをつくっていっていただければなと思いますので、どうぞよろしくお願いいた

します。 

  それと、あともう１つ、お問合せセンターについてお伺いしたかったんですけれども、あまり

時間がないので、最後、要望にさせていただきます。 

  お問合せセンターは専用コールセンターの廃止、お問合せセンターへの集約によるコストダウ

ンを期待しておりましたが、削減効果が約1,800万円だけでした。十分に見直しが進んでいない

のではないか、さらにスピード感を持って専用コールセンターの見直しを進めていくべきだと要

望させていただいて、私の質問を終わらせていただきます。どうもありがとうございました。 

○主査（大井としひろ） お疲れさまでした。 

  次に、川口委員、発言席へどうぞ。 

○分科員（川口まさる） よろしくお願いいたします。法定外税の導入についてお伺いいたします。 

  令和６年度には、「人口減少を見据えた持続可能なまちづくりとして、タワーマンションの建

設により変化する周辺地域の現状を分析し対応を検討する」として、タワーマンションと地域社

会との関わりのあり方に関する有識者会議が開催され、タワーマンションにまつわる種々の課題

について議論がなされました。 

  今月公表された最終報告書において、「タワーマンションでは、高層階に行くほど住民登録の

ない部屋の割合が高く、タワーマンションに居住せず、投資やセカンドハウス目的で所有してい

る可能性が高い」と指摘されており、対応策として「タワーマンション等の適正管理を促進する

ための政策税制の検討」も提案されています。 

  法定外税については先ほど河南委員からも引用がありましたが、さきの本会議においても質疑

があり、今後創設の可能性を検討していく旨の答弁がありました。市長からは、１月10日の定例

会見においても、あの晴海フラッグのようなまちには、神戸はしない、したくないとして、法定

外税をこれから検討していきたい旨の発言がありました。 

  市長はこのとき、「それ以外にも、具体的なデータから見て、低層階と高層階とで所得水準が

かなり違う、あるいは非居住割合というのがかなり違うということからいくと、合意形成が困難

になる。これを適切に維持していかなければ、将来的には外部不経済が生じていく、老朽化する



会議録（速報版） 

－36－ 

ことによる外部不経済が生じていくということを考えたときに、この有識者会議から言うと、空

き部屋の発生の増加を抑制する、それから適正管理を図って空き部屋の有効活用を促進するとい

うことが必要で、そのための方策として法定外税の創設を提言していただいたわけです」とも発

言しています。 

  経済学における外部不経済とは、ある経済主体の活動によって、無関係の第三者に損失を与え

ることです。つい先日、２月20日の総務財政委員会においても述べましたが、仮に外部不経済が

存在する場合には、その外部不経済を発生させている経済主体が、その費用を負担すべきだと思

います。私は自由権と市場原理を重視しており、大きな政府が税目を増やしたり税額を増やした

りすることに対してはかなり嫌悪感を持っていますが、外部性を内部化する場合においては、法

定外税の新設も正当化できると思っております。 

  しかし、そもそもタワーマンションの空室が外部不経済を発生させているという前提について

は慎重に吟味すべきだと思っています。課税客体など税制の具体的な制度設計については今後議

論が深められていくものと承知していますが、先日の総務財政委員会において、タワマンの空室

が外部不経済を発生させるという命題について見解を問うたところ、明確な答弁が得られません

でした。改めて、どのような認識の下、検討を進めようとしていますでしょうか。お伺いいたし

ます。 

○野崎行財政局局長 川口委員御指摘の点でございますけれども、御指摘のとおり、いわゆるタワ

ーマンションにおける空き室と外部不経済の関連性については、まず明確にすべき論点の１つと

いうふうに認識をしているところでございます。 

  ただ、現在我々が報告を受けましたこの報告書の中には、それについての明確な記述は今のと

ころ見当たらないということから、先日の総務財政委員会においても、現時点ではお答えが難し

いという答弁をさせていただいたところでございます。 

  新たな法定外税の在り方につきましては、そのほかにも様々な整理すべき論点がございます。

今後さらなる検証が必要と考えているところでございますので、本日御質問いただきましたタワ

ーマンションの空室と外部不経済の関連性も含めまして、新年度より設置する検討場においてし

っかりと議論していきたいというふうに考えているところでございます。 

○分科員（川口まさる） ありがとうございます。 

  明確な記述が見当たらないという言い回しだったので、明確な記述と言えるかどうか分からな

いですけれども、ちょっと例示を引用します。例えば第２回の有識者会議の議事要旨においては、

「神戸空港の国際化により投資需要が増えて価格が高騰し、ますます都心に住みたい人が住めな

くなると予想される」「一般の人が住みたいところに家を買えないのは外部不経済と言えるので

はないか」という記述がありました。 

  これが明確な記述というのに当たるかどうかちょっと分からないんですけれども、そういう記

述は第２回の議事要旨のところにありました。しかし、投資マネーの流入によって価格が高騰す

るなどというのは、外部不経済とは言いません。基本的には市場均衡価格を尊重すべきで、そも

そも取引の当事者同士が合意している価格について行政が不満を表明するのは、財産権の侵害に

もつながりかねず危険だと思います。 

  仮に現状の市場価格がゆがめられているとするならば、まず所得税の住宅ローン減税をはじめ

固定資産税や相続税など既存の税制が影響を及ぼしていないか、ゆがみの原因を点検すべきだと

思います。 
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  他方で、例えば放置された老朽空き家については、私は外部不経済を発生させる恐れがあると

みなしていて、物件の所有者において責任を持って適切な管理がなされるべきだと思っています。

タワマンの空室についても同様に、適切な管理が焦点だと思います。 

  有識者会議の最終報告書では、「適切な修繕や建て替えが行われないと、景観や工作物責任等

の外部不経済を将来的に発生させる可能性があり、最悪の場合、廃墟化につながるおそれがある」

などと表現しています。仮に独自の政策税制を準備する場合、納税義務者の範囲の検討に当たっ

ては、居住か非居住かというよりも、適切な管理がなされているか否かに着目して、慎重に行う

ようお願いいたします。 

  また、報告書においても指摘されているんですけれども、課税対象の捕捉方法など運用上の課

題についても、十分注意するようお願いいたします。 

  それから、野崎局長は先日の総務財政委員会において、課題解決において税制の役割が期待で

きるとした上で、どのような理由づけや理屈づけを今後していただけるのかと、御答弁の中でお

っしゃっています。この表現だと、あたかもタワマン空室税の導入が先に決まっていて、後から

その理屈を仕立て上げるかのようにも読み取られかねません。結論が先にあって、それに合わせ

て後から論理を構築しようとしていると誤解されることは避けたほうがいいように思います。先

ほど河南委員からも指摘があったんですけれども、くれぐれも導入ありきの議論だと受け取られ

ないよう慎重に検討し、丁寧に情報交換するようお願いいたします。 

  テーマを変えてもよいでしょうか。いいですね。では、テーマを変えます。行財政改革方針

2025についてお伺いいたします。 

  令和７年度で最終年度を迎える行財政改革方針2025の実施目標の１つである職員数750人の削

減は、令和７年度の組織編成時点においては達成できる見込みであると説明を受けております。

しかし、組織体制のスリム化は業務量の削減とセットで進めていくべきことです。 

  私は2024年９月25日の決算特別委員会において職員意識調査を取り上げて、「やめる・へら

す・かえる」ことで業務量の削減を心がけていると回答した職員の割合が、令和３年度で63.3％、

令和４年度で62.5％、令和５年度で57.1％と年々低下傾向にあることを指摘し、この傾向を転換

するような強力な取組が必要だと申し上げました。 

  この問題について、今年度の職員意識調査においてどのように改善されているか事前に確認し

たところ、58.2％との説明を受けました。昨年度から僅かに増加しているものの、決して高い水

準とは言えません。職員１人当たりの業務負担軽減も実現した上での組織の最適化を達成するた

めには、職員の意識改革についての抜本的な対策が必要であると考えますが、来年度に向けてど

のように取り組んでいくのでしょうか。 

○西尾行財政局長 職員の意識改革の点でございます。 

  この「やめる・へらす・かえる」を実際の行動に移すためには、ある意味新規事業を立ち上げ

るときよりも強い覚悟が要ると、プラス困難性が伴うと、こういった状況にある事項だと私は認

識しております。個々の職員に意識を浸透させ行動の変革を促すためには、粘り強い取組が必要

であると考えております。 

  これらの状況におきまして、意識改革を促すための取組といたしましては、１つには変化する

ことでの具体的なメリットを共有し、具体的なメリット例を見える化する、これを職員に知らせ

るというのが１つあるのではないかと思っております。 

  ２つ目には、その改善に効果が期待できるデジタルツールでありますとか手法を提示する、こ
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ういったことも必要ではないかと思っております。 

  ３つ目は、慎重な検討に基づき実施された、実際やめられたとかそういったことにつきまして

は一定の評価がされるような職場風土、こういったものが必要になってくるのではないかと考え

ております。 

  これらを踏まえまして、現在の取組といたしましては、改めてＤＸに取り組む目的であります

とかメリット、こういったものについて自分事として捉えてもらいつつ、それを行動につなげて

もらう、こういったことが必要であるということから、全職員向けにメッセージ資料を作成いた

しまして庁内に周知を行うとともに、ＤＸに実際取り組んで成功した事例について、職場紹介記

事としてイントラネットで発信させていただいているところであります。 

  また、加えましてＤＸの取組事例を実際に目で見て肌で感じていただく、こういったことも必

要ではないかと思っておりまして、庁内の各所属で実践されている業務改革でありますとかＤＸ

の好事例を実演する、こういった共有の場を行う予定もしておるところでございます。 

  加えて職員がデジタルツールを気軽に利用できる環境を構築する必要もあると考えておりまし

て、生成ＡＩやローコード作成ツールの全庁展開に加えまして、生成ＡＩを用いた業務アプリの

内製化にも取り組んでおるところでございます。 

  これらに加えまして、職員のモチベーションの向上の取組も必要であろうと考えておりまして、

新たなチャレンジ機会の創出でありますとかモチベーションを向上させる取組といたしましては、

これは過去にもちょっと御答弁させていただきましたが、職員が所属の枠を超えて業務改善が提

案できる制度―― ＲＥ ＫＯＢＥと呼んでおりますが―― この制度を実施しましたりとか、加え

て事業提案―― 所属に関係なく事業提案ができる制度―― 事業構想プロジェクト、ＫＯＢＥｎｔ

ｕｒｅと呼んでいますが、こういった取組も新たに実施させていただいております。様々な立場

の職員が率直に意見交換をできるようなオープンミーティング、こういったものの普及にも努め

ておるところでございます。 

  また、行財政局におきましては全市的な職員表彰制度に加えまして、業務改善、事務事業の見

直しこういったものを含めて優れた貢献のあった所属に対して職員表彰制度を試行的に実施した

り、こういった取組も進めておるところでございますが、いずれにいたしましても今後もこうし

た取組を進めながら、職員のやる気・能力を発揮できる環境づくり、こういったものを行いなが

ら業務改善を積極的に進めていける体制に努めていきたいと思っております。 

  以上でございます。 

○分科員（川口まさる） よろしくお願いいたします。 

  行財政改革方針2025は、生産年齢人口の減少を見据えた組織の最適化を標榜していますが、今

後の人口減少を念頭に置くと、職員数750人の削減にとどまらず組織体制のさらなるスリム化を

目指していく必要があるように感じます。令和８年度以降の行財政改革における組織体制につい

て、どのような目標を設定しようとしていますでしょうか。 

○島行財政局部長 次期行財政改革計画につきましては、今後その内容を検討していくこととなり

ますけれども、社会経済情勢が急速に変化していく中で引き続き持続可能な自治体経営を行って

いくためには、スリムな職員体制で対応できるように、ＤＸの推進をはじめとしました徹底した

業務改革、事務事業の見直しに絶えず取り組んでいく必要があるというふうに考えてございます。 

  現在の行革2025については来年度、７年度が最終年度ということでございますので、目標の達

成に取り組むとともに、次期計画につきましては、これまでの５年間の取組、課題も振り返りな
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がら新たな行政ニーズに対応できるように、生産年齢人口の減少も踏まえて時代にふさわしい計

画を策定してまいりたいというふうに考えてございます。 

  以上でございます。 

○分科員（川口まさる） ありがとうございます。労働力人口が減少していくので、業務量の削減

と個々の労働生産性の向上というのは必要だと思います。 

  先ほど説明があったんですけど、ＤＸですよね。アプリの内製化とかそういったものはすごく

強力な、有効な手段の１つになろうかと思います。もちろんそのデジタル以外の要素というのも

あるので、そういうジャンルについても留意いただいたらいいと思います。目標の設定に当たっ

ては、労働生産性という観点も指標に盛り込めないか、検討お願いいたします。 

  続いて、テーマを変えます。ファシリティーマネジメントの推進についてお伺いいたします。 

  平成27年度に策定した公共施設等総合管理計画においては、公共施設等の管理に関する基本的

な考え方として、「時代の変化にも対応しながら、必要な行政サービスの水準を維持する」と記

載されており、ファシリティーマネジメントの３つの柱―― 日常管理・保全整備・資産管理を総

合的に実施し、市民や地域ニーズ、時代の変化に対応しながら、公共施設等の役割を将来にわた

って持続的に発揮するとされています。 

  公共施設等総合管理計画は令和７年度で最終年度となりますが、これまでどのような成果が得

られましたでしょうか。また、最終年度に向けてどのように取り組んでいこうとしていますでし

ょうか。 

○鎌田行財政局部長 ファシリティーマネジメントの件でございます。 

  委員御指摘にございますとおり、本市の公共施設については平成27年度に公共施設等総合管理

計画を策定し、ファシリティーマネジメント推進の観点から公共施設等の計画的・効率的な修繕

等を行ってきたところでございます。 

  その際、適正なコストで管理していくという最適な日常管理、それから施設をできるだけ長寿

命化していくという最適な保全整備、それから望ましい公共施設の在り方や統廃合・利活用も含

めた施設総量の適正化という最適な資産管理という３つの柱を設けまして、市民をはじめとする

来訪者の安全確保・サービス向上を図りつつ、トータルコストの低減に取り組んできたところで

ございます。 

  本市におきましては、平成22年度に公共施設等総合管理計画に先立ちまして、ファシリティー

マネジメント推進について基本的な考え方というものをまとめまして、この中で今後30年間で庁

舎等一般施設の総量を平成22年度比で10％削減することを目標に掲げてございました。 

  平成27年度策定の公共施設等総合管理計画におきましてもこの目標を踏襲することとしており

まして、その成果としまして、平成22年度から令和４年度までの12年間で4.1％の減少を達成す

ることができております。 

  最終年度へ向けての取組としましては、引き続きファシリティーマネジメント推進の観点から、

公共施設等の計画的・効率的な修繕等を行っていきたいというふうに考えてございます。具体的

には、現在公有財産台帳と固定資産台帳を連携させて、市有資産の情報を把握する新財務会計シ

ステムの改修を進めているところでございます。 

  また、一部の市有施設につきましては、施設管理における共通事務の集約化としまして、包括

管理委託による維持・保全を令和８年度から実施できるよう計画しておりまして、これと同時に

光熱水費等の施設運営コストについてのデータ収集・一元化もできるように進めているところで
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ございます。 

  このように、資産と経費の両面から施設の現状を定量的に捉えまして、さらにファシリティー

マネジメントを推進していくとともに、公共施設等総合管理計画の改定につきましても各施設所

管部局と協議しつつ進めてまいりたいと、このように考えてございます。 

○分科員（川口まさる） 令和８年度からの次期計画の検討に当たっては、人口動態を直視し、人

口減少に対応した公共施設の最適配置を進めていく観点を盛り込む必要があると思います。来年

度から拡充される公共施設の広域化等の検討に係る国からの財政措置などを最大限活用し、公共

施設の再配置、集約化・複合化、近隣自治体との広域設置などについて、積極的に検討を進めて

いくべきだと思いますが、いかがでしょうか。 

○鎌田行財政局部長 委員御指摘の財政措置の拡充につきましては、令和７年１月23日に総務省よ

り通知されました複数団体による公共施設の集約化等に係る取組の推進についてという通知のこ

とと認識してございます。 

  この通知の中で示されております公共施設等適正管理推進事業債というものにつきましては、

既に学校施設等の長寿命化に資する改修工事等で積極的に活用しているところでございます。令

和８年度からの次期公共施設等総合管理計画も、公共施設の維持・管理に関する基本方針という

位置付けに変わりはありませんから、施設の整備・維持・管理・廃止・用途転換に当たりまして

は、公共施設全体にかかるコストを考えるアプローチ、それから個々の施設に着目したアプロー

チ、その両方を勘案しながら進めていくことが肝要と考えてございます。 

  また、次期計画の策定に当たりましては、既に芦屋市との一般廃棄物処理施設の広域連携など

にも取り組んでいるところでございますが、先ほど申し上げました新財務会計システムの改修に

よって得られる施設別の運営コストのデータなんかも活用しながら、施設が最適かつ有効に活用

されるものとなるよう検討を進める必要があると考えてございます。 

  以上です。 

○分科員（川口まさる） ありがとうございます。各自治体でいろいろ持っていたりする施設が効

率的に使えるようになったらいいなと思っております。よろしくお願いします。 

  時間が無いですね。戦略的な広報について質疑させていただきます。 

  2025年は大阪・関西万博が開催され、また神戸空港が国際化する年でもあります。世界の人々

に神戸市に対する親しみをより感じてもらえるよい機会だと捉え、神戸市の取組を広く国内外に

発信していくことが、より一層重要になると考えます。 

  このたびの組織改正において広報戦略部を企画調整局に移管したので、これまで以上に、市の

重要施策と連動した効果的な広報がなされることが期待されます。これまでの取組の成果も踏ま

え、今後の戦略的な広報に対する方針はどのようなものでしょうか。 

○岡本市長室長 広報戦略の関係につきまして戦略的に広報を続けていくということで、広報戦略

部には令和４年度から、デザインとか映像あるいは文案の作成ということで、そういった専門の

スキルを持った外部人材を雇用いたしまして、各部局の司令塔機能を強化したということでござ

います。各局ばらばらでするのではなくて、広報戦略部が入りましていろいろ連携をして一つの

ものをつくっていくというような流れをつくってございます。 

  委員御指摘ありましたように、令和７年度、震災から30年でもありますし、空港の国際化とい

う点もあります。非常に大きな節目の年であるというふうに思っておりますので、そういう意味

でも神戸の国内外のプレゼンス、これを高めていくということが非常に重要で、そこの役割につ
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いて広報のセクションというのが非常に重要性を増してくるというふうに、これは認識してござ

います。 

  先ほどありましたように、来年度組織改正がございまして企画調整局のほうに移管するという

ことですが、まさに市の重要施策と連動・連携をさせて発信をする、そしてそれを効果的に戦略

的に発信をしていくということが非常に重要になってきてございます。 

  予算案の中で、例えばですけど、みどりの再生と創出というのを一体的に進めようということ

で、森の未来都市神戸というような施策もございます。そういった重要施策についても積極的に

発信していくということ、これは非常に重要なことだと思っておりますので、さらにこの司令塔

機能を高めつつ、これまでの経験、あるいは先ほど言いました民間人材のノウハウであるとか知

見等を活用して対応していきたいというふうに思っております。 

○分科員（川口まさる） 昨年４月には新しく生まれ変わる神戸・三宮を多くの人に知ってもらう

ためのＰＲ動画として、未来の神戸・三宮を描いたショートムービー、ＫＯＢＥ203Ｘが公開さ

れました。どの程度の制作費用がかかったのでしょうか、まず教えてください。 

○多名部市長室広報戦略部長兼広報官 ショートムービーの今回の作成に当たっては、公募型のプ

ロポーザル方式で、2,178万円で契約してございます。この中には動画制作だけでなく、ミュー

ジックビデオになってございますのでその楽曲の使用料、映像をＰＲするためのウェブサイト作

成、あるいはプロモーション費用も含まれてございます。 

○分科員（川口まさる） 動画をつくって、ミュージックビデオになっているからその使用料と、

ウェブサイトをつくってもらったと、それで2,178万円と。確かにバーチャルプロダクションと

かボリュメトリックキャプチャが用いられていてぜいたくな動画ではありましたが、神戸・三宮

に関する情報が少なく、未来の神戸・三宮を具体的にイメージできませんでした。 

  このショートムービーについて４点、一気に伺います。１点目、どのような戦略に基づいてい

たのか。２点目、誰に対するどのようなメッセージが込められていたものか。３点目、それが効

果的に伝わったと考えているのでしょうか。４点目、この事業の成果を今後どのように活用して

いこうと考えているのか、併せてお伺いいたします。 

○多名部市長室広報戦略部長兼広報官 こちらの動画の考え方ですが、この再整備を含む三宮がど

う変わっていくのかについては、これまでビルの完成予想図であるとかパースで御説明してきた

んですけど、なかなかそれで実感が湧かないというようなお話がございました。そこで、現在存

在しない未来の三宮というのを描くのに、そのインカメラＶＦＸという新しい技術を使ってつく

ったものでございます。 

  この動画に込めたメッセージは、主人公、10代の若者が出てきますが、これは将来に何となく

不安を抱える世代で、この映像のターゲット層にしてございます。この人が主役のまち、居心地

のよいまちという三宮のコンセプトを―― 今まで以上に人が受け止めてくれるまちになっている

ので、未来はどうなるか確かに分からない面はあるけれど、思い思いに自分のペースで生きてい

ったら大丈夫、楽しんで歩き出してみようというメッセージを込めたものでございます。 

  効果でございますが、ユーチューブ上で広告は一切使ってないんですが、自然再生で３万

9,000回を超えてございまして、好意的なコメントもございます。あと、ＪＲ三ノ宮駅30か所に

設置されている大型ディスプレーでこの動画の15秒ＰＲ版を流し、さらにディスプレーの設置者

が昨年９月に効果測定の調査を行ったんですが、この映像を見た人のうち８割以上がインターネ

ットを検索する等何らかの行動を取って、10代・20代の方はＳＮＳで検索して、ＳＮＳでシェア
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したという回答が多くなってございます。 

  最後に、この今後にどう生かすかなんですが、今回の映像制作に当たっては３点の要素を意識

してございます。 

  １つ目は、近未来の三宮を描く映像技術、２つ目が、10代の若者をターゲットにするというこ

のストーリーのつくり方、３点目が、これは映像の監督がこだわったんですが、海外に近いよう

なこの絵づくりです。これらを組み合わせて人の心を揺さぶるような映像をつくろうとしたもの

でございます。 

  今、ネット上で大変たくさんの映像があふれている中、たくさんの人たちにこのメッセージを

伝えて心に留めてもらえるようになるには、これらをうまく組み合わせることが重要でございま

して、今回我々が学んだノウハウ、経験はこれからの神戸市のプロモーションにもしっかりと使

っていきたい、活用していきたいと思ってございます。 

○分科員（川口まさる） 未来の感じは確かにあったんですけれども、これが神戸の不安を抱く世

代に対して、神戸の居心地のよい三宮というのが明確に伝わったのかなというのは、ちょっとま

だ明確にはよく分からない感じです。コストパフォーマンスを意識して取り組んでいただきます

ようよろしくお願いします。 

○主査（大井としひろ） お疲れさまでした。 

  次に、𠮷田謙治委員、発言席へどうぞ。 

○分科員（𠮷田謙治） 公明党の𠮷田謙治でございます。 

  それでは早速質問をさせていただきたいと思いますが、事前に全部まとめて聞くというふうに

申し上げておったんですが、ちょっと大きく３つのテーマに分けて、すみませんがそれぞれにお

尋ねをしたいと思います。 

  ３つのテーマの第１というのが、午前中来いろいろ議論がございましたけれども、神戸市の人

事政策についてお尋ねをしたいということです。 

  大きな２つ目は、これは神戸市の広報の効果といいますか影響といいますか、広報の在り方に

ついて大きく２つ目、お尋ねをしたいと思います。 

  それから３つ目は市長室―― 来年度からは市長室がなくなってしまうという、予算上そういう

予定になっておりますけれども、市長室の役割についてお尋ねをしたいと思います。大きくはこ

の３点です。 

  まず、第１点目の人事政策のお話でありますけれども、ちょっと私がこの質問をしようと思っ

たのは、最近―― 少し語弊があるかも分かりませんが、これは間違ってたら御指摘をいただきた

いと思いますけれども―― この行政の中のポストですね―― 課長さんのポストとかいろいろポス

トがありますけれども、ある技術職の方が就くべきポストが足らないというお話が出まして、最

初私は、行政改革の一環で組織がどんどん簡素化といいますか整理をされていって、職員の皆さ

んがお就きになる部長とか課長のポストが少なくなって、なかなかそのポストに就けないという

ことがありました。そういうことを言っているんだと思っていたんです。人材はたくさんいるん

だけれどもポストがないんだと。 

  そういうことですかとお尋ねをすると、いやいや、そうではないんだと。ポストはあるんだけ

ど、そこに就けるべき人が足らないというようなことをお伺いをいたしました。ある意味で局所

的なお話なのかなとは思うんですけれども、そう思っておりましたら、一方で技術職の方々がこ

れまた足らないというお話も別のところから聞こえてまいりまして、そもそもこれはどういう状
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況になっているのかなと。 

  また一方で、お伺いいたしますと、昨年度から―― ちょっとすぐ私は呼び方を忘れてしまうん

ですが―― 応募認定退職者制度というものをお始めになったと。これは必ずしも世間で言うとこ

ろの早期退職を募集しているという趣旨ではなさそうでありますけれども、これも募集をいたし

ましたところ、応募したいという職員の方の数が、どうも当局が想定をしておられた数よりも多

くて、どうしようかなということでお困りになっているというお話もお伺いをいたしました。 

  なかなか、いろいろ人事のことというのは悩ましくて、そう簡単にいかないという部分もよく

理解するところでありますけれども、まず第１点目、小さな１点目は、そもそもなんですけれど

も、現在及び将来の事務事業に合わせた職員の定数ですね。これをどこでどういうふうに検討し

ていらっしゃるのかということをお尋ねしたいというのが１点目です。 

  この大きなテーマの中で、もう２点ですね。先ほど技術職のお話を申し上げましたけれども、

これは以前から私ども、この行政のお仕事の進め方について外部に委託するということが増えて

おります。いわゆるアウトソーシングとよく呼ばれているものでありますけれども、その際に、

やはり先ほどの技術職だけではないと思いますけれども、職員の皆さんの専門性が高くないと外

部委託もうまくいかないのではないかということで、こういった配慮をしていただいて、そうい

う意味でもこの技術職を中心に、専門性の高い方々の確保が必要ではないかということも含めて、

この職員定数の問題をお尋ねしたいと思います。 

  それから人事政策のもう１点は、これも一部これまでの議論で出ておりました職員の皆さんの

人材確保、これも先ほどの御指摘があったように、民間でも人材が不足をしている関係で、特に

技術系の人材だそうですけれども、民間のほうではもうとにかく人手が欲しいというようなこと

でありまして、先ほどの応募認定退職者制度で応募される方も、単純に市役所を辞めてしまうと

いうことではなくて、御自身にとってよりよいとおぼしき就職先があって、そちらへ行ってしま

うというようなこともあるそうであります。 

  そういったことから考えますと、これはもう一般によく言われてることでありますけれども、

職員の皆さん―― 働く者の立場からすれば、自己実現に自分がやっている仕事がつながっている

のかどうかということを当然お考えになると思います。やりがいがあるかどうかという言い方を

してもいいかも分かりません。 

  それから、自分に対する正当な評価がなされてるかどうか―― これもいつも人事で御苦労して

いらっしゃるところだと思います。先ほども勤勉手当をどうしようかと来年度考えるというのが

坂井さんからのお話にありましたけれども、正当な評価がなされているかどうかということが２

つ目。 

  ３つ目は、これもよくある話なんだと思うんですけれども、職場での人間関係といいますか、

あるいはお仕事の対象になっている人たちとの関係でありますとか、そういった心身ともに健

康・健全な労働環境があるかどうか、相談できる体制があるかどうかと、こういったことが、職

員の皆さんの立場に立つと、ここのところに十分力を入れていかないと退職されてしまうなんて

ことになると困るわけでありまして、これ私が申し上げているのは、こういったことが究極は市

民のサービス低下につながりかねないということでありますので、そういう市民のサービス低下

を防ぐという観点から、こういった配慮がぜひとも必要ではないかと思うところでありますけれ

ども、まず今ちょっと申し上げた人事政策について御見解をお伺いしたいと思います。 

○西尾行財政局長 多岐にわたる御質問をいただいたかと思っております。 
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  最初に職員定数については、行財政局のほうで各局の事務事業を精査する中で決めさせていた

だいているところでございます。その中におきましては、次期の職員定数については今まさに行

財政改革方針2025の途中でございますので、最終年度についてやり切るということと、次年度に

おきましてはそれを踏まえて次期計画がどうあるべきかということを検討させていただくと、こ

ういう状況にあります。 

  その中で、御質問の中にありました技術系職員の採用獲得の状況についてちょっとお話をさせ

ていただきますと、委員御指摘ありましたように、技術系職員の獲得は民間企業も含めて競争状

態にあります。民間企業は報酬をかなりつり上げて技術系職員の獲得ということをやられている

中で、神戸市としてどういう策で技術職員を獲得するのかということで今取り組んでおるところ

でございます。 

  例えば新卒者・経験者それぞれをターゲットにいたしまして、職場見学会の開催であるとか特

設サイトの開催、インターンシップを実施している、こういったことによって神戸市役所で技術

職員がどういう形でお仕事に携わり、どういう計画を進められているのかというのを実際に見て

いただく、職場の魅力を見せていくというような取組をさせていただいています。 

  また、これらに加えまして民間企業でマネジメントでありますとかリーダーの経験を有する人

材を、係長採用選考ということで、担当者ではなく係長として採用するというような採用枠も設

けさせていただいて、民間からの人材の呼び込みに努めておるところでございます。 

  これらに加えまして、職員技術研修所を令和６年度に開設いたしまして、最新の技術であると

かそういったことが学べる環境にあるよということについてのアピール等を通じまして、人材の

獲得に努めているところでございます。 

  一方、応募認定制度のお話もございました。応募認定制度については、当然にして職員が足り

ないという状況の中で一見矛盾する制度のように見えるかもしれませんが、これに関しましては、

基本的には委員が最後におっしゃっていました、当然、公務運営に支障がある上でこれをやると

いうことはあり得ないことでありまして、公務運営に支障が出ないようにするという観点が重要

であるということから、当初想定より上回った応募があったわけですが、それを認めるに当たり

ましては、採用状況を踏まえて制度検討が必要であると考えております。 

  採用選考も、今通年化という採用形式も取っておりまして、10月採用を実施しておるところで

ありますので、この辺りの数字を加味しながら、応募認定制度の最終的な数字を決めているとい

う状況にあります。いずれにいたしましても、こういった様々な取組の中で行政サービスにおい

て無理がない、支障を生じない形での人材確保というのに努めていっている状況でございます。 

  あと１点は民間活力―― 外部委託の話もあったかと思いますが、外部委託については行財政改

革の取組を進める中で、行政サービスの維持・向上という観点で不可欠なものであると考えてお

ります。各職場の業務内容・性質に応じて効率的に効果的に業務運営を行うために民間企業のノ

ウハウを取り入れる、こういったことが必要ではないかと考えておりまして、それを踏まえて行

政運営を行っているところであります。 

  特に、技術職員がその中でスキルというのを維持していただかないといけないということで、

先ほど申し上げました技術研修所の創設に加えまして、座学と実地を組み合わせました基本的な

技能習得に向けた若手職員向けのプログラムを提案させていただいたりとか、最先端で高度な技

術を取り入れた実践的・実務的なプログラム、こういった取組を行いまして、階層別の研修とい

うのも実施しておるところでございます。 
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  これらを通じまして、若手職員に成長実感を持ってもらうことによりまして職場の魅力を感じ

ていただき、なおかつ行財政改革の取組と併せて進めていける体制をつくっていきたいと考えて

おります。 

  全て網羅できたかどうか分かりませんが、以上でございます。 

○坂井行財政局副局長 先ほどの局長の答弁を補足いたしまして、職員の人事が非常にやりがいの

ある形になっているかどうかの点につきまして、私のほうから補足で答弁をさせていただきます。 

  委員御指摘のとおり、職員１人１人が成長を実感しながらやりがいを持って公務に取り組むと

いうのは非常に重要であるということで考えておりまして、人事異動に当たっては方針を決定し

ておりまして、その中では、職員が幾つかの特定の分野でしっかりとした知識と経験を獲得しな

がら人材育成を行って、強みを獲得していくというような形で人事異動を行っております。 

  また、職員が自分のキャリアを考えるということが非常に重要でありますので、職員の意欲を

仕事に生かしていく取組といたしまして、自分で手を挙げて人事異動を申し込むような庁内公募

制度でありますとか、庁内フリーエージェント制度というようなものを設けております。 

  また、特定の分野で、個々の分野でスペシャリストを目指したいというような職員に対しては、

専任職ということで一定の職務の範囲で税務であるとか、あるいは福祉の分野で人事異動を行う

ような専任職というような形の制度も設けておりまして、職員が自分でキャリアを描くことがで

きるような仕組みも設けてございます。 

  それから、人事評価の納得性というようなお話もございました。人事評価につきましては、基

本的には所属長、あるいは直近の上司が評価をするような形になっておりますけれども、その評

価がきちんと適正であるかという、第三者的に確認をするということが必要でございますので、

各局室区長をトップにしました人事評価調整会議というものを各局室区に設置をしてございまし

て、その評価が適正であるかどうかということの確認及び調整を行ってございます。 

  それから、職場の人間関係など職員が不安を抱えながら仕事をしているのではないかというよ

うな御指摘もございました。やはり仕事の悩みもございますし、あるいは家庭の悩み、そういっ

たものもございますので、やはり職員が仕事と家庭を両立しながら働いていけるというようなこ

とが重要であると考えておりまして、所属長がしっかり職員のライフプラン、ライフサイクルに

合わせて家庭の事情を配慮して、例えば子供が生まれる職員に対してはいろんな制度がございま

すので、そういった制度の情報提供をしたりとかいうようなことで仕事と家庭の両立をサポート

をしておりますし、新年度からは職員のニーズに合わせまして、やはり小１の壁というような課

題もございますので、そういった、仕事と家庭の両立のために育児部分休暇ということで、学童

保育を利用するような職員がちょっと早く退勤をできるような制度も設置をする予定でございま

す。 

  それから、先ほど申し上げたキャリアの形成における人事異動に当たっても、そういった家庭

の事情であるとか、そういった職員の意向もしっかり所属長が配慮するようなヒアリングも実施

をしておりますし、人事課の職員が直接職員と面談をするような人事異動などの不安解消のため

の面談なんかも行っておりまして、きめ細かくそういったものを把握しながら配属の決定を行っ

ております。 

  るる申し上げましたけれども、キャリアを形成したり職員が意欲を持って仕事をできるような

職場、あるいはそれをサポートするような職場環境というのは非常に重要ですので、今後優秀な

人材の確保・育成を進めていく上で、そういった観点で人事政策に取り組んでまいりたいと考え
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てございます。 

  以上でございます。 

○分科員（𠮷田謙治） 非常に丁寧な御答弁、ありがとうございます。 

  これからという部分が結構あったかなと思うんでありますけれども、いよいよこれから、先ほ

ど申し上げたような諸点を勘案をいただいて、本当に職員の皆さんが全力を発揮して、神戸市を

支えていただくように頑張っていただきたいと思います。 

  この質問を実は取り上げた契機は申し上げましたけど、これ、私いろいろこれまでのことを振

り返ると、職員の皆さんは大変気の毒だったなと思うんですね。どういうことかというと、阪

神・淡路大震災があってから久元市長が当選するまで18年間、振り返ってみるとあったんですけ

れども、この18年間は当然阪神・淡路大震災の大変な被害を受けたところからの復興でしたので、

財政的に極めて厳しかったと。大変大きな借金を抱えて、下手をすると赤字再建団体に―― 数字

の上ではもう公債比率が20％を超えている状態でしたから―― 陥っても仕方がない状態の中であ

りましたので、新しい事業に取り組むということがなかなか許されなかった。 

  それ以上に職員の定数も減らさざるを得なかったといいますか、採用ができない―― 極端に言

えば採用をゼロにしたいというふうに、当時のまさに財務のほうからお話があって、それはいか

んだろうということで採用ゼロということはなかったように思いますけれども、久元市長が当選

をされた後、これは一気に財政状態がよくなったので、今市長がこの３期・12年近く取り組んで

こられたこの投資ですね―― 新たな都市の投資をやろうということで、久元市長の非常に強力な

リーダーシップの下で、どちらかというとトップダウンでこれまで12年近くやってきました。 

  ちょっと私が非常に懸念するのは、大方、実は30年近くなんですけど―― 震災から30年ですけ

ど、なかなかそれ以前の時代というのはボトムアップで、係長さんとか課長さんレベルでいろん

な新しい施策をお考えになって、どんどんそれを上へ上げていって、多少時間はかかるんですけ

れども、他都市がモデル事業として見習うような事業をたくさんやってこられたという歴史があ

ります。それがやれなかった30年だったということだと思います。 

  トップダウンがいいだとか、ボトムアップのほうがいいんだとかいう二者択一の話ではありま

せんので、これからの、やはり先ほど私が申し上げた人事政策の課題というのは、職員の皆さん

全員が、新機軸と言ったらちょっと大げさかも分かりませんけれども、新しいその行政課題であ

ったり新しい取組であったりということを考え出していくには、市長１人では、当たり前ですけ

れども知恵が足らないと思います。 

  そういうことで、先般市長も、お給料がというとどうしても民間から見劣りしてしまいがちで

すけれども、市役所の職員になって仕事をしてよかったと、働きがいがあるというようなところ

へ持っていきたいと、こういうお話もございました。そのためにはもう少しこのボトムアップを

尊重していただいて、やっていただいたらどうかということでお願いをして、次の課題に移りた

いと思います。 

  ２つ目は、広報の効果ということで挙げさせていただいております。 

  ちょっとお時間の関係もありますので、もう端的に申し上げますけれども、今回の予算でも高

校生の通学定期―― 市外の高校に通われる方々にも半額助成をしようと。その前には、市内の高

校だったら全額定期代を持つよということで、私も大変びっくりしました。学区が広くなって通

学費用について配慮してほしいということを市長に要望申し上げましたけれども、さすがに、正

直言いますと、全額ただにせえというところまでは私どもも正直言って言い切れなかったところ
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を、約20億の予算を投じて、全国で初めてだと思いますけれども、こういう施策を打ち出された。

次いでこの半額助成ということで、金額的にも大きいわけでありますけれども……。 

  一方で、これはもう大分平準化してまいりましたけれども、御高齢の方々の認知症対策で、い

わゆる神戸モデルというものをお考えになってやっておられます。これも非常に画期的な事業だ

というふうに思います。 

  こういったすばらしい施策をやっておられるんですけど、先般ちょっと東京の方々に、内輪の

話で恐縮なんですけど、うちはこういう高校の定期代全額無料だぞというふうに東京へ行って胸

張って言ったら、そんなことをやってるのと言われて、どうも東京の皆さんにはあまり伝わって

いない。非常に残念だなということで、ところが先般日本経済新聞の御評価をいただいて、日本

で一番子育てしやすいまち第１位だということで御評価をいただいたわけでありますけど、これ、

もしかしてどうもあまり―― 我々はこういうことを聞いて知ってるんですけれども、どうもあま

り市外の方々はもしかして御存じないんじゃないかなと。 

  大変失礼ながら、お隣のまちは―― ちょっとしたことって言ったら失礼だな―― おやりになっ

ていることが割と広がるんでありますけれども、せっかくこれ、日本で唯一と言っていいぐらい

の非常によいことをやっていらっしゃるんだけれども、広報の効果ということを考えた上で何か

改善ができないかということをお尋ねをしたいと思います。 

  それからもう１点、この広報について、まさに広報というのはアナウンスメント効果で、当た

り前ですけれども子育て一番だぞと言ったら、じゃあ神戸に移り住もうかという効果を狙ってい

るわけですね。知ってもらうというだけではちょっと本来の効果を発揮したことにならないので、

住んでもらうという、まさにそのアナウンスメント効果を期待するのでありますけれども、一方

でどういうイメージを持ってもらうかというのが非常に大事なんだろうと思うんです。 

  ちょっと時間がないのでもうはしょっていきますけど、例えばＢＥ ＫＯＢＥっていうのが国

際会館の前にも出ました。あちこちＢＥ ＫＯＢＥなんですけど、このＢＥ ＫＯＢＥって何な

のかなというのが私ずっと何かよく分からなくて、英語感覚で言うとなんか少し偉そうにも聞こ

えるし、神戸の神戸たるものっていうのは何だろうかなというふうによく思うんでありますけれ

ども、こういうイメージ戦略ですね。ちょっとマイナス面で言うと、午前中ぐらいにいろいろ議

論のあったタワマンの課税の話―― 私、総務財政委員会でもちょっといろいろと聞かせていただ

いて野崎さんを苦しめたように思いますけれども、これがどういうアナウンスメント効果を発す

るかということも、やはりぜひ考えていただきたいなと。 

  うがった見方をすると、もう実は課税しようということを決めてるんじゃないかというふうに、

マスコミの報道の仕方を見るとそういうふうに見えるんですね。ですから、これはちょっとそう

いうことでないとしたら、こういうことの出し方も御注意をいただく必要があるのではないかと。

そういう意味では非常にこの広報の役割―― 今現在市長室にあって、これがちょっとほかの部署

へ移りますけれども、こういったところについてどういうふうにお考えかということをお尋ねし

たいと思います。 

○岡本市長室長 御質問のありました広報のいろいろな効果で、１点目につきましては、特に東京

圏でなかなか情報が伝わっていないんじゃないかというようなお話であったかと思います。 

  先ほど御案内のありました共働き子育てしやすい街ランキングナンバー１ということで、昨年

の12月にちょうど日本経済新聞社の日経ＢＰで発表がされました。これ自身はもう2015年からあ

るもので、10年来のもので神戸が今回１番になったということでございます。 
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  こういったものがどういう形で皆さんに伝わっているのかというのを―― この１位になったと

いうことだけをもってどう伝わったのか、なかなかこれは検証しにくいんですけれども、例えば

これが発表された後、神戸市の公式Ｘでこのことにつきまして伝えますと、表示回数が２万

2,000回ほどございました。同日に日本経済新聞社自身のＸも17万回ほどの閲覧があったという

ことで、一定数、相当の数であるということでの認識はございます。 

  その中でも、コメントの中には当然、神戸は公園が多くて遊具も更新されてますねっていうよ

うなコメントだとか、学童の皆さんが夏休みにも昼食提供を試験的にやり出したんですね、頑張

ってますねみたいなお声もあったり、正直、何で神戸なのというような声もあったようにも伺っ

ておりまして、いい意味・悪い意味も含めて反応があったということでありますし、神戸の存在

というのは知っていただいたのかなというふうにも思います。 

  当然、我々はこれ一定のチャンスといいますかいい契機でありますので、これをできるだけや

っぱりＰＲをすべきということで、神戸市内で云々ではなくて、どちらかというと市外に出てＰ

Ｒをしていくというのが非常に大事だというふうに思っています。 

  当然、市内での商業施設だとか駅なんかにも言っていますけれども、例えばＪＲの大阪では80

面を使って大型のディスプレーでこのことをずっと告知をさせていただいたりとか、こどもっと

ＫＯＢＥという今事業をしておりますけれども、その中でこのことをうたったりとか、あるいは

首都圏でＰＲする際に、東京とか神奈川の圏内約18万人が購読される毎日新聞社にこの件につい

て少し広告を打とうと、あるいは渋谷の駅前の屋外の大きなディスプレーのところでこれを打と

うというような予定も現在しておりますので、そういった形では伝えることができるのかなとい

うふうに思っています。 

  ただ、繰り返しになりますけど、少なくともこの１位になったというのは、これは今年１年、

12月までは少なくとも生きているわけですので、どんなことができるかというのを積極的に考え

ていかないといけないですし、繰り返しになりますが、今は１つのチャンスだということ、それ

から神戸というのはなるほど子育てしやすいまちなんだなということを、まさに伝えていくよう

に努めたいと思います。 

  もう１点、先生からありましたそのアナウンス効果の部分ですね―― いわゆるイメージ戦略と

いいますか、これも神戸市として政策はたくさんの事業をやっていますので、それを全て出すと

いうことは現実に無理ですので、やはり当然絞り込むことが大事だと思っています。 

  当然そういう意味では、政策の中で例えば子育てだとかＳＤＧｓだとか、神戸が変わっていく

様子みたいなことの重点施策ということで絞り込みをさせていただいて、これを従来それぞれの

局がばらばらで、どちらかというと成果物をつくって見せたら大丈夫だみたいな話ではなくて、

まさに広報戦略部が司令塔となって調整をして、ちょっと先ほどの答弁もありましたけれども、

いろいろ民間の皆さんの知恵もお借りしながら人材を活用して出すと、そこがイメージですので、

このイメージを一歩間違うと違うほうに行ってしまうと、先ほどの話じゃないですが、これは非

常に危険なところもありますので、慎重に選定もしながら、単に発表する、お知らせするという

ちょっと意識ではなくて、そのあたりをしっかり丁寧に対応していきたいというふうに思ってお

ります。 

○分科員（𠮷田謙治） どうも御答弁ありがとうございます。 

  こちらも確かに日経で御評価をいただいて、これを契機にということですから、これから―― 

首都圏だけではないんですけど、首都圏でというのは、首都圏で御存じいただくとメディアの中
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心地ですから全国に知らしめることができるのではないかということもあろうかと思いますので、

ぜひ積極的な展開をお願いをいたしたいというふうに思います。 

  確かにそういう意味では、昨今このＳＮＳの時代でということで、よくも悪くもこういう新た

な媒体を通じて人々がいろんなイメージを持つと―― いいイメージも悪いイメージも、残念なが

らその中にはフェイクもいっぱいあったりして、もうＡＩでどんどん何か本物と見間違えてしま

うような映像ができるというようなこともありますので、必ずしも本当かどうか分からないとい

う部分もありますけれども、それでもやはり影響が大変、以前に比べると大きくなっております。 

  そういった意味での具体のイメージを―― 先ほども室長から、いろんなことがあるのでどこに

絞り込んでいくかっていうことも、これも非常に大事な広報戦略なんだろうと思いますけれども、

言わずもがなでありますが、それを御覧になった方が、神戸で生活をするとこんなライフスタイ

ルで生活ができるぞというのをぜひ映像として、まさにイメージとして出していただきたいなと。 

  以前にも申し上げましたけれども、ちょっと直接聞いたわけじゃないのでなぜか理由は分から

ないんですけど、割と料理研究家の方が東京からとかほかの地域からお越しになって、神戸にお

住まいになっていると。テレビを見てましたら、何となくいいんだそうですね。ある方は、六甲

山麓の後ろが山で、前がマンションのベランダから見ると神戸の港がぱっと広がって見えると、

夜景がすばらしいと。山麓部ですから行き来するのはちょっとなかなか坂が大変じゃないかと思

うんでありますけど、それがまたいいんだそうですね。 

  そういうようなことで、そういう方が住んでいらっしゃる神戸のまちっていうのは、私がふだ

んイメージするよりも何かすばらしい、改めて神戸っていいところだねというふうに思うのであ

りますけれども、そういう神戸のライフスタイルというのはこうなんだっていうことが、多分Ｂ

Ｅ ＫＯＢＥなんだろうと思うんです、よく分からないんだけれども。そういうことのイメージ

戦略もぜひお努めをいただきたいというふうに思います。 

  それでは、大きく３つ目のお話に移りたいと思います。 

  これは市長室のお話なのでありますけれども、市長室が来年度から―― 解体と言っていいかど

うか分かりませんが、市長室がなくなりまして、いわゆるこの秘書部門が企画調整局のほうに変

わるという、そういう組織改編の御提案であります。 

  改めて、なくなるからというわけじゃないんですけど、そもそも市長室というのはどういう機

能を持った組織だったのかなと。ちょっと振り返ってみますと、主に―― 広報も今議論させてい

ただきましたけれども―― いわゆるこの秘書部門があって、それからもう１つ重要な国際部門、

広報・広聴というのがあるわけであります。 

  私の個人的な理解でありますけれども、市長室長さんというお立場は、これはまさに市長の側

近として、少し大げさな言い方かも分かりませんが、市役所全体を総覧・調整する立場というの

があって、対外的には市役所以外のいろんな団体―― 政党も含めていろんな団体があったり、あ

るいは在外公館、海外では姉妹都市、こういったところとの連絡・連携の調整役として市長室長

さんがおられるという認識でまいりました。 

  秘書部門につきましては、今申し上げましたように企画調整局の新たに秘書室というのが設け

られるそうでありますけれども、この秘書室の室長さんというのは、局長級ではなくて部長級と

いうことだそうです。私が今申し上げた市長室長のお役割ということから考えると、確かにこれ

は今申し上げた大きなその３部門というのは、それぞれみんなばらばらと―― 国際交流、後でま

たお伺いしますけど―― これは経済観光局さんのほうに行くと。それから今の秘書部門のほうは
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秘書室へ行くということで、ばらばらになるのでありますけれども、なぜこの秘書部が―― 多分

これは市長側近でいろんなことをおやりになるんだけど―― １つはなぜ局長から部長になっちゃ

ったのかなということと、今後特にこの対外的な関係調整というのはどうされるんだろうかなと。 

  それぞれがそれぞれのということかも分かりませんけど、この辺りの大きく市長室の役割とか、

改めてちょっと―― ４月以降ばらばらになりますので―― 本来の役割として想定しておったもの

がどういうことだったのかということをお伺いしたいと思います。 

○島行財政局部長 まず、これまでの市長室の役割ということでございますけれども、市長室の役

割としましては、市長と３人の副市長が公務を円滑に進められるようにしっかり支えること、そ

れから神戸市の情報発信を一手に担います広報・広聴、それから海外との窓口となり国際交流を

促進するということが市長室の役割かというふうに考えてございます。このたびの組織改正につ

きましては、これらの機能をさらに拡充するために行うということでございます。 

  今御紹介もありましたけれども、秘書部門につきましてはこの市の重要施策の推進であったり

全庁的な総合調整機能を持っている企画調整局に秘書課を移管することによりまして、トップマ

ネジメント層との連動性を高めて、より一層スピード感のある意思決定、政策展開を実行してい

くということが１つの狙いでございます。 

  それから国際部門につきましては、国際課を経済観光局へ移管することに伴いまして、国際課

に今経済観光局の経済政策課のこの海外ビジネスセンター、これも統合いたしまして、企業立地

課、新産業創造課など既存の部署との連携を強化することによりまして、国際課がこれまで培っ

てきました海外とのネットワークを生かした外資系企業の誘致であったり、あるいはビジネスマ

ッチングであったり、高度外国人材の獲得、あるいはその外国人起業家ビザであったり、スター

トアップエコシステムの各種施策を連携しながら、さらに強力に推し進めて神戸経済の活性化に

資するよう、こういった改正を行うということでございます。 

  また、経済観光局にはこの局長―― 新産業・国際戦略担当の局長ポストを新設いたしまして、

この局長の下、各課が協働しながら円滑な情報共有と迅速な意思決定がこれで可能になるという

ふうに考えてございます。これによりまして、より効果的な各種施策を実施していくことができ

るのではないかなというふうに考えてございます。 

  秘書部門は企画調整局、国際部門については経済観光局へ移管することによりまして、それぞ

れその外部の各種団体であるとか関係機関との関係構築の中で得られる重要な情報を、政策立案

であったり事業推進で生かすことができるというふうに認識してございます。 

  以上でございます。 

○分科員（𠮷田謙治） 御答弁ありがとうございます。 

  ちょっと単刀直入にお伺いいたしますが、そうすると今の御答弁では、企画調整局長が市長・

副市長をコントロールすると言ったらちょっと語弊があるかも分かりませんが、従来の市長室長

のそういう部分でのお役割を担われるということなのかということが１点と、それから、これも

ちょっとナーバスな質問ではありますけれども、市長は選挙で選ばれた政治家でもあるので、執

行機関の長としてのこの市役所内部でのお働きとか、あるいは神戸市として姉妹都市提携を結ん

でいる海外のカウンターパートとの御関係というのは当然あれですけれども、ある意味で政治的

な意味合いでの対外的な御調整というのはどこでされるのか、この２点お伺いいたします。 

○西尾行財政局長 これまで市長室長が担ってきた役割のうち、秘書部門に係る部分については企

画調整局長が担うことになります。今委員御質問がありました政治的な活動につきましては、当
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然にして特別職である副市長がその任を担い、それをサポートできる部分については企画調整局

のほうでも担うということですが、政治への関与という部分については、基本的には副市長が担

うことになると認識しております。 

  以上でございます。 

○分科員（𠮷田謙治） 御答弁ありがとうございます。そういう方針でやられるということであり

ます。 

  積極的な意味で言えば、全庁的にいろんな御調整をしていらっしゃる企画調整局が秘書室を構

えて、言わば市長・副市長に全庁的な課題であるとか進捗状況であるとか、あるいは逆に指示を

受けて調整をされるというような形であると、非常に機動的に動けるということなんだろうと思

います。 

  市長室長―― 毎日というのもあれですけど、市長室というのは先ほど申し上げたように、国際

交流と広報・広聴と秘書部があったわけでありますけど、直接何らかの事業を全庁的に持ってい

るかというとそういうわけではないので、そういう意味では１つの新たな狙いでの改編なんだろ

うなと思って理解をいたしたいと思います。 

  これは政治的な部分というのは確かに特別職である副市長が市長をサポートすると、従来から

そういうことでありますけれども、その辺の調整役を最初から副市長さんがあちこち電話したり

何やかんやというわけじゃないでしょうから、そこのところは秘書室が新たに担われるというこ

とだろうと思うので、この点についても当然市トータルでどう対応するかということを勘案して

いらっしゃる企画調整局の一応アドバイスも得ながらやるんだというようなことで理解をいたし

たいと思います。 

  市長室の中の国際部の―― これは先ほど御答弁では経済観光のほうにと、こういうことなんで

ありますけれども、ちょっとこの新たな国際交流の推進ということで質問のお知らせをしとった

んです。これ、どういうことかといいましたら、これまで国際交流というと主に姉妹都市・親善

協力都市等の交流と―― 親善交流ですね。それから、御答弁にあった経済交流ですかね。海外か

らの投資誘引であったり、逆に神戸市から海外に進出をされる皆さんのサポートであったりと。 

  これは既に実は現在の経済観光局で、昔から産業振興財団等でやっておられたことなので、こ

れはこれで当然かなと思うわけでありますけれども、ちょっとここであえてお尋ねするのは、こ

れは言うまでもないことですけど、近年―― 先ほど一部高度外国人材の御答弁もありましたけれ

ども、海外から非常にたくさんの方々―― 主にアジアがメインでありますけれども、昔からいら

っしゃる、語弊を恐れず言えばオールドカマーの皆さんですね。 

  一番多いのは在日韓国人・朝鮮人の皆さんで、ほぼ同数で中国の方ですね。あとベトナムとか

ミャンマーとか、これは改めて市の統計を拝見いたしますと急速に増えておりまして、本年１月

時点で５万9,000人強でしたかね、いらっしゃるんですね。グラフを見ると物すごい急角度で増

えております。 

  ある時点からというのは、いわゆる技能実習制度というのが始まってから急速に海外からお越

しになっていたんですが、これ、技能実習制度は御案内のとおり３年たてばお帰りいただくとい

う制度ですね。これではせっかく技術を習得をしてもらっても―― 本来技能実習ですからお国へ

帰ってそれを役立ててもらうという制度趣旨だったので期待するほうが間違っているわけであり

ますけれども―― しかしやっぱり貴重な労働力として日本におってほしいというようなことで、

御存じのようにこの制度が一応廃止という方向になりまして、新しい制度がスタートをいたしま
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す。 

  そういう関係もあって、いわゆる特定技能１号とか２号とか、そして２号を取得されると無期

限で日本におっていただけると、こういうことになるわけで、あるいは家族の帯同もオーケーで

すというふうに、大きく実は制度が変わりました。 

  本会議場で市長も御答弁していらっしゃったように、どんどん国のほうでハードルを下げて、

実際にどんどん負担がかかってくると―― 大変、市長としては以前から御立腹なんですね、これ

はね―― 確かにこれは国のほうで十分な措置をしなければいけないことだと思いますけれども、

現実、既に非常に多くの方々がそれぞれの国の送り出し団体であったり、教育機関も含めてです

けれども、日本のほうでは受入れ団体があってどんどん入ってきていると。神戸市のほうでもこ

ういった状況を受けて、数年前からこういった人材獲得のための新たな事業を企画調整局でお始

めになっているわけであります。 

  ここで私がちょっとやっぱり気になるのは、こういった実務レベルでいろいろ交流がというよ

り、これは当然必要性があってこういうふうに動いているわけですから、従前の姉妹都市提携と

か親善協力都市提携とは全然―― 種類も性質も中身も全然違うわけです。当然、別に必ずしも姉

妹都市だ云々ということではありませんので、こういった国々の関係機関ですね。当然そこのお

国、あるいは地方自治体、そこに関係している教育機関であったりというところと、基本的には

民間レベルでもう既に何年にも渡ってやっているわけでありますけれども、こういったことのバ

ックアップといいますかアンブレラとして、やっぱり行政も積極的にバックアップすべきじゃな

いか。 

  既にいわゆる産官学のプラットフォームでやっておられるわけでありますけれども、こういっ

たことに対しての市本体としての支援強化ということも考えていくべきではないかなと思います

けれども、この点についてのお考えをお伺いしたいと思います。 

○岡本市長室長 いわゆる国際交流の流れが時代とともに変わってきているというようなことかと

思います。 

  いわゆる親善交流、それから経済交流―― どちらかというと、今先生御指摘の部分というのは

本当にいわゆる外国の方との共生といいますか、生活面でのそういった共生という部分で今後い

ろいろ変わってくるかなということだと思っております。 

  今御指摘ありましたように、特に今、いわゆるニューカマーと言われる方々の人口が急増して

いるというのは、これはもう実態で、さきの本会議にもありましたように、私どもで言いますと

地域協働局であったり神戸国際コミュニティセンター、あるいはそれぞれの外国人のコミュニテ

ィーであるとか支援団体、いろいろ連携をしながら進めておりますし、まさに今先生の御指摘が

ありました国の取組ということも含めて対応していく必要があろうかと思います。 

  そしてその国の流れで、今先生からも御説明ありましたように、今までは技能実習制度という

ことが前提だったのを見直して、法律は最終施行はまだですけれども、法律改正がなされた上で

いわゆる育成就労といいますか、そういう形で流れが変わってきているということは、ますます

また外国の方が日本にお越しになるということは、非常にこれ、もう事実かというふうに思って

ございます。 

  まさにその中でその人材をどのように生かしていく―― 生かしていくといいますか我々と共生

をしていくかということで、先生からも少しありました企画調整局なり産官学のプラットフォー

ムがやっております神戸外国人高度専門人材育成プロジェクトということで、現在は介護の分野
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において人材の育成なり、最終的には就労まで結びつけていくという仕組みがなされています。 

  例えば私ども国際課としては―― 国際のセクションを持っている我々の部門としては、もちろ

ん今のプロジェクトに直接ないし間接的にもいろいろ絡ませていただいているんですけれども、

他の国で、例えば東南アジアからある国の方が市長の表敬をされましたと、その際に、このプロ

ジェクトの状況というのは―― これは企画調整局も御同席をいただくんですけれども―― こうい

う取組を神戸市はしていますよというようなことで、いわゆる高官の幹部の方にもお伝えをして、

例えばそういう新しい開拓というんでしょうか―― ということにも取り組むことができるのかな

というふうに思ってます。 

  何よりもこの仕組みの一番の、私がポイントと思っていますのは、ここに絡んでいるのは神戸

市という行政主体がかんでいるということだと思っていまして、日本に来られる御本人も御家族

も、あるいは向こうの大学の関係の方も含めて、行政、神戸市という信頼度というか信用度とい

うか、あるいは安心感というか、そこが一番大事なところであって、そこに神戸市が何らかの形

で関与しているということで非常にいい制度だと思っていますので……。 

  今は確かに介護です。これ、将来は―― もちろん今はどれというわけにはいきませんけれども

―― いろいろな分野で当然拡大をしていくべきことでもありますし、また新たな国への開拓とい

うのも必要になってこようかと思いますので、私どももしっかり協力をして進めてまいりたいと

いうふうに思っております。 

○分科員（𠮷田謙治） どうも御答弁ありがとうございます。 

  今室長がお話をいただいたように、神戸市の、特に高度な外国人材の獲得のプロジェクトとい

うのはかなり先進的で、国のほうでも１つのモデル事業として大変評価をいただいておりますこ

とは、もう御案内のとおりです。 

  これは外国の方が増えてくるということでの懸念も一方でありますので、本会議での代表質疑

でも申し上げましたように、今度は海外からお越しになる方々の、ざくっと言えば人権を守ると

いうスタンスで、海外からニューカマーの方々の日本での定着の支援を行う、そういう組織を、

オールドカマーといいますかもう既にいらっしゃる方々のいろんなコミュニティーがありますの

で、そういう方々のお力添えもいただいて、ぜひこういうものを構築すべきではないかと。 

  当然ながら自治体だけでというのはなかなか大変でありますので、市長も御答弁があったよう

に、国からの御支援も当然いただきたいと思っているわけでありますけれども、そういう本当に

国際都市神戸として先進的な取組に、ぜひお努めをいただきたいと思います。 

  もう室長がおっしゃるとおりで、民間でもずっと何年もこれをやってはいるんですけれども、

多くは言いませんが、いろいろトラブルも多いです。特に相手方が信用できるかどうか、向こう

の国の皆さんが信用できるかどうかというのが、もう最近すぐネットで評判が伝わりますもので

すから、ぜひ神戸市が強く関与してるんだと、神戸市がやっているんだということで、信頼と信

用の上でこういった事業を進めていただきたいと思いますので、よろしくお願いをいたします。 

  以上で終わります。 

○主査（大井としひろ） お疲れさまでした。 

  この際、約20分間休憩いたします。午後２時55分より再開いたします。 

   （午後２時36分休憩） 

 

   （午後２時55分再開） 
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○主査（大井としひろ） ただいまから予算特別委員会第１分科会を再開いたします。 

  休憩前に引き続き市長室・行財政局に対する質疑を続行いたします。 

  それでは朝倉委員、発言席へ。 

○分科員（朝倉えつ子） 日本共産党の朝倉えつ子です。 

  私からは大きく２つについて質問させていただきますが、まず第１問目は、インバウンド頼み

で大型開発にはどんどんと予算をつぎ込む放漫財政になっています。市民の暮らし、なりわいに

は、市民サービスを切り捨て負担を増やす緊縮財政となっています。市民の暮らしを応援する予

算への転換を求めて質疑いたします。 

  震災から30年、久元市政は、震災は終わったと言わんばかりです。来年度の予算を見ても、三

宮再整備に200億円をはじめ、大阪湾岸道路西伸事業、神戸空港国際化、国際コンテナ戦略港湾、

新たな産業団地を造成するなど多額の予算を投入する一方で、水道料金や市バス運賃の値上げな

ど市民には負担を増やし、子供の医療費無料化や学校給食無償化の願いには背を向け続けていま

す。 

  代表質疑でも指摘をしましたが、民間企業呼び込み型の大型開発、ここにはたくさんの予算を

つぎ込み、物価高騰で苦しむ市民には負担を増やし、サービスを切り捨てる予算案となっていま

す。自治体本来の役割を発揮し、住民福祉の増進に力を尽くし、市民負担の軽減など暮らしと営

業を守る予算にすることが求められていますが、最初にその点、いかがでしょうか。 

○西尾行財政局長 ただいま御質疑いただいた点につきまして、まず政策立案の考え方として御説

明させていただきます。 

  本市を取り巻く様々な課題を踏まえながら、将来を見据えまして持続可能な自治体経営を行っ

ていくため、限られた財源を最も効果的な施策に配分することに注力しております。それに当た

ってソフト面・ハード面のバランスを踏まえながら、今回、令和７年度の予算を編成したところ

でございます。 

  令和７年度におきましては、市民１人１人が幸せを実感できる温かみのあるまちづくりを目指

しまして、幅広い世代や様々なニーズに対応した予算を計上したところでもございます。 

  例えば学校給食費の負担軽減や社会福祉施設の運営費支援などの物価高騰対策、間仕切りテン

トや簡易ベッドなど避難所の居住環境改善、高潮・津波対策や道路防災対策など災害対応力の向

上、航空機動隊防災ヘリコプターの更新や救急情報システムの整備による消防力の強化、西神戸

医療センターの診療体制の強化による地域医療の確保など、２月補正予算と一体的に計上させて

いただいたところでもございます。 

  また都心・三宮の再整備、駅周辺のリノベーションといった大規模プロジェクトにつきまして

は、暮らしの質、都市の価値を高めるものでありまして、民間投資を誘発し、経済の活性化につ

ながると認識しておるところでございます。 

  今回の予算編成におきましては、資材価格の高騰を踏まえ、改めて事業計画の先送りやスケジ

ュールの平準化などの見直しを行うことで事業費を精査しており、引き続き着実に推進してまい

りたいと考えております。 

  今後とも本市を取り巻く課題等を踏まえながらバランスの取れた施策を展開し、人口減少時代

にふさわしい持続可能な自治体経営を行っていきたいと考えております。 

  以上でございます。 

○分科員（朝倉えつ子） 今いろいろ述べられましたけれども、今述べられた中で、予算の中で令
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和11年度の供用を目指す２号館の庁舎基本計画について、この市庁舎部分は当初落札価格は約

110億円だったというものなんですけれども、いろいろ物価高騰、るる述べられましたけど、約

163億円にもなると。これ、なぜ1.5倍も価格が値上がっているんでしょうか。 

○堀米行財政局副局長 ２号館再整備事業の事業費についての御質問かと理解しております。 

  ２号館再整備にかかわらず、全国的に建設費が上昇しているというのは御存じのことかと思い

ます。それは何かといいますと、建設材料費の単価の上昇であるとか労務費の単価の上昇なんか

が、そういうふうに全体の工事事業費に影響しているというふうに考えております。 

  以上です。 

○分科員（朝倉えつ子） だとすると、庁舎ビル全体の事業費も総額一体幾らになるのか。工事費

高騰は庁舎部分以外のところでも同じように1.5倍に上がっているのか、どれぐらいの規模にな

ると想定がされているんでしょうか。 

○堀米行財政局副局長 我々、今回の予算案でも計上させていただいていますのは庁舎部分の経費

ということでございまして、民間部分も含めた全体の事業費、これは庁舎部分も含めまして今現

在設計協議中ということですので、ちょっと詳細な数字については把握しておりません。 

○分科員（朝倉えつ子） 結局公共施設の再整備というふうに称して、まちのにぎわいづくりだと

か回遊性の向上などを目的に民間の商業機能を誘致をすると―― にぎわいづくりをそこに持って

くるんだと。民間事業者の今整備というふうになっているんですけれども、高騰による工事費も

やっぱり異常な1.5倍という値上がりになっているのは、庁舎建設も結局は民間任せになってい

るからだというふうに思うんですが、いかがですか。 

○堀米行財政局副局長 庁舎の建設事業費につきましても、ちょっと午前中の答弁でも申し上げた

んですが、事業費をできるだけ圧縮―― 少なくするということで、外観仕様の見直しであります

とかエスカレーターの数を減らしたりとかいうことで見直せるところは見直していって、必要な

圧縮は行っているところでございます。 

○分科員（朝倉えつ子） 見直すところは見直してとおっしゃいましたけど、これ、事業費がこん

なに値上がるんだったらもう駄目だということは、市としては民間事業者に言うんですか。言っ

ているんですか。 

○堀米行財政局副局長 ２号館の再整備事業についてですけれども、御存じのように立地が三宮駅

周辺とウオーターフロントをつなぐ重要な結節点にあるというようなことでして、そもそもの事

業費―― 事業の推進に当たりましては、そのにぎわいの創出でありますとか回遊性の向上、そう

いうのを庁舎の機能と併せまして、民間活力を導入して整備をするというようなことで考えてお

ります。 

  そのような都心・三宮再整備の―― 神戸の未来の礎を築くためのプロジェクトというのは、こ

れは将来も考えますと神戸の活性化のためには不可欠であるというふうに考えておりまして、２

号館再整備はその中核をなす大変重要な事業であるということでありますので、着実に推進をし

てまいりたいというふうに考えております。 

○分科員（朝倉えつ子） 結局民間任せで、大事な行政部門、庁舎の建て替えも民間任せになって

いるということだと思います。それでいろんな部局が今仮住まいをされているんですが、結局ど

れぐらいの局が戻ってこられるのか、これはいかがですか。 

○堀米行財政局副局長 現在建て替えといいますか、２号館再整備に伴いまして一部の部局―― 旧

２号館・旧３号館に入っている部局は民間ビルに移転しております。新庁舎の整備後は、原則と
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してはそれらの部局は本庁舎に集約することを考えております。 

  ただ、今回の予算案のときに発表させてもらっていますけど、完成予定時期が令和11年度とい

うことで、今から考えますと完成までにはちょっと時間がかかるということでございます。その

間、その将来の業務の在り方ですね―― 働き方改革の話もありますけれども、そういうものの在

り方でありますとか、その行政需要を踏まえた組織体制の在り方、また職員数の増減、こういう

ものも今後ずっと変化していくというふうに考えておりますので、完成までの間、そういう状況

を見極めながら、市民サービスでありますとか業務の効率化、そういった視点で本庁舎に配置す

べき部局というのを検討してまいりたいというふうに考えております。 

○分科員（朝倉えつ子） ちょっとよく分からないんですけど、結局どれだけ戻ってこられるかと

いうのも言えないんですか。 

○堀米行財政局副局長 先ほど申し上げましたように、今後変動要素が大きいですので、そういう

のを踏まえて検討してまいりたいというふうに考えております。 

○分科員（朝倉えつ子） 結局分からないということだと思うんですけれども、局としてはやっぱ

り行政機能がきちんと戻ってこられるようにするというのが局の役割じゃないかなと思うんです

けど、それもなかなかこれからということで、スペースそのものだって考えられないんじゃない

かなというふうに思います。 

  そして交通局は今、自社ビルでいるということなんですけど、それ以外は局が幾つかあるわけ

ですけれども―― ８つかな―― あるんですけれども、それ以外は民間の床を今、賃貸で借りてい

ると。行財政局も含めて８つの部局のうち、仮に戻ってこられない部局については本来必要のな

い賃料が恒常的に発生するということになっていて、その負担が結局は市民の負担になると―― 

しわ寄せになるというふうに思うんですけど、その点はいかがでしょうか。 

○堀米行財政局副局長 結局は部局をどうするかという先ほどの質問と同じかと思うんですけれど

も、どういった部局を本庁舎に配置するというのは、今後様々な状況の変化を見ながら最適なタ

イミングで決断をしていきたいというふうに考えております。 

○分科員（朝倉えつ子） 民間投資を呼び込むんだといって公共施設を差し出す、行政機能である

各部局を追い出して公共の役割を投げ捨てる計画になっているんじゃないかというふうに思いま

す。 

  民間呼び込み型の大型開発にはどこまでも放漫財政を続けながら、物価高騰で苦しんでいる市

民にはサービスの切捨て、負担を押しつける緊縮財政になっていると言わざるを得ません。市庁

舎の再整備は見直しすべきと思いますけど、御見解があれば。 

○堀米行財政局副局長 この２号館の再整備につきましては、これまで予算でありますとか、事業

者を選定するときにその事業の契約でありますとか、いろいろなタイミングで議会に対してもお

諮りし説明をさせていただきながら、承認をいただきながら進めてきたということでございます

ので、先ほど申し上げましたが非常に重要なプロジェクトでございますので、複合施設として建

てることで、にぎわいの創出とか回遊性の向上とかいうものも見込めますので、現在の計画に基

づいて着実に進めていきたいと、こういうふうに考えております。 

○分科員（朝倉えつ子） 本当に医療や介護、教育や子育て、災害対策、地域振興など、地方自治

体が本当に住民の福祉の向上という立場でいろんな課題・役割を発揮することが求められている

と思います。庁舎に行財政局としてやっぱりきちんと全ての機能が集積できる、さらに充実がで

きるような方向で市民の暮らしと営業を守る、その立場で予算も転換をしていただきたいと、改
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めてインバウンド頼みの大型開発、放漫財政はやめようということを求めて、次の質問に移りま

す。 

  震災から30年の教訓というのは、やはり職員の削減・見直しをやめて必要なところに市の職員

をきちんと配置するべきだという立場で質問させていただきます。 

  行財政改革方針2025の実行だと言って、生産年齢人口の減少を見据えた組織の最適化と、令和

７年末までに職員数750人の削減目標を達成させるというふうにしています。しかし、今現場で

は人手不足が本当に深刻になっていて、欠員が毎年増えているという声、そして超過勤務なしに

はもう仕事が終わらないという声―― 特に保育・福祉の現場などから悲鳴が上がっています。 

  神戸市が自治体としての役割をきちんと果たせるように、必要なところにきちんと職員配置を

するべきだと思います。職員削減はやめるべきだと思いますが、いかがでしょうか。 

○島行財政局部長 職員体制についてでございますけれども、本市では阪神・淡路大震災による未

曽有の被害を受けまして財政が破綻寸前まで悪化した中、市民サービスを維持していくために、

５期・25年にわたる行財政改革計画によりまして、不断の行財政改革に取り組んできたところで

ございます。これまでの行財政改革の中で、全自治体平均の２倍を超えるスピードで職員削減を

行ってきたことが健全な財政状況の維持、適切な行政サービスの提供につながっているというふ

うに考えてございます。 

  今取り組んでおります行財政改革方針2025におきましては、「やめる・へらす・かえる」の視

点に基づく徹底した業務改革、前例にとらわれない事務事業の見直しに取り組むことで、新型コ

ロナ対策などの新たな行政需要にも対応しながら、令和６年度までの４年間で604人の職員数の

削減を行ってきているところでございます。 

  一方で、保健師約100人の増員を含む新型コロナ対応に係る体制強化をはじめとしまして、児

童虐待防止、神戸空港の国際化など重点的に対応すべき業務についても、執行体制の強化を行っ

てきているところでございます。 

  今後も生産年齢人口の減少が進むということでさらに人材確保が困難となることが想定される

中でも、行政として果たすべき役割を確実に果たすことのできる体制を維持していく必要がある

というふうに考えてございます。そのためにスリムな職員体制で対応できるよう、ＤＸの推進を

はじめとしました徹底した業務改革・事務事業の見直しを行いながら優秀な人材を確保し、その

職員が十分に能力を発揮できるように、人材確保・人材育成に取り組んでまいりたいというふう

に考えてございます。 

  今後とも持続可能な自治体経営を行っていくために、組織の最適化に引き続き取り組んでまい

りたいというふうに考えてございます。 

○分科員（朝倉えつ子） 今、生産年齢人口減少を見据えた組織の最適化ということで、それでも

その中で行政としての役割を果たすというふうにおっしゃったんですけれども、１月に出された

児童虐待遺棄事件の検証報告書では、区役所・児童相談所の体制面の強化が指摘をされました。

児童福祉や家庭支援を担う職員の大幅な増員を図ることが求められています。 

  来年度予算案の中では、先ほども保健師などは重点的にとおっしゃったんですけれども、結局

児童人口の多い東灘区・垂水区・西区での虐待対応職員を１人増員したということで、職員の大

幅増員を求める報告書に、これにきちんと従うべきだというふうに本会議でも求めました。 

  さらに報告書では、その虐待対応の職員体制が弱いということと、現職の経験が極めて浅いと

―― ２年、３年以下の職員が多いということで、ソーシャルワークを担う職員の数が少ないとい
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うことと併せて、この現職経験が極めて薄いという指摘がされています。これは本当に大変重要

な指摘だと思うんですけれども、今、保健師の数はコロナがあって増やされたと。でも、その前

にずっと保健師は、保健所も１つに集約をしてどんどん減らされた結果、コロナで命の選別をし

なきゃいけない、選択をしなきゃいけないというような状況になって、神戸市もやっと増やした

ということなんですよね。 

  政令市で一番少ない市になってしまって、それを受けて増やしたということなんですけれども、

それでも―― だからと言ったほうがいいんでしょうか―― ２～３年しか経験がない職員が多いと

いう現状は、まさにここに現状が表れていると思うんですよね。結局減らし続けて増やしたけれ

ども、そういう現場経験の少ない職員しかいないという現状、これが今回の報告書では厳しく指

摘をされているんじゃないでしょうか。 

○島行財政局部長 児童虐待対応に係る体制強化についてはこれまでも強化を図ってきているとこ

ろでございまして、先ほど御紹介ございましたけれども、令和７年度におきましては、区役所を

支援し取りまとめる本庁機能強化のために、こども家庭局の家庭支援課に養育支援担当の係長ポ

ストを新設することとしております。また児童人口が多い東灘区・垂水区・西区においても虐待

対応職員を増員しまして、虐待対応体制の強化を図ることとしております。 

  また、こども家庭センターにおきましても、児童福祉司と児童心理司の配置基準に合わせた増

員による体制強化を行うこととしております。西区の児童死亡事案に係る検証委員会での検証結

果等も踏まえながら、求められる機能を十分に担うために必要な体制の確保、それから職員の専

門性の向上などにも引き続き取り組んでまいりたいというふうに考えております。 

○分科員（朝倉えつ子） 今回指摘があって、増やすというのは当然だと思うんですけれども、国

の基準も満たしていない一時保護施設の心理療法担当の職員の配置は、やっぱり経過措置を待た

ずに―― ５年を待たずに早急に配置をしていただきたいと、これは強く求めたいと思いますし、

やっぱりその「やめる・へらす・かえる」、コスト優先で市民に身近な施策に関わる業務量を減

らすと、してきた職員も減らすと、こういうふうにしてきた結果が今回の事態を本当に起こして

いると―― 救えるはずの命が救えなかったという指摘をやっぱり重く受け止めるべきだというふ

うに思うんですが、もう１度いかがでしょうか。 

○島行財政局部長 児童虐待対応に関しましては、先ほど申し上げたとおり７年度の予算、７年度

においても体制強化を図るということにしてございますけれども、検証報告書の中でも、これか

らこども家庭局において、その検証報告書において指摘された改善策にも取り組みながら―― ７

年度についてはそういったことに取り組みながら、それらを検証あるいは振り返りながら、８年

度以降も求められる機能を担う必要な体制についてどうするのかということは引き続き検討して

まいりたいというふうに考えております。 

○分科員（朝倉えつ子） 人口減少だから職員を増やせないというふうに、何で行政が諦めてしま

うのかなと、本当に憤りを持ちます。そういうことを言っているから幼い命が救えなかったんだ

という事態をやっぱり受け止めていただきたいということと、それはどの分野でもやっぱり今起

こっているんじゃないかなというふうに思います。 

  仮に財源がないというのであれば国に対してももっと求めるべきだと思いますし、大型開発の

ときにはどんどん国にも求めるわけですから、きちんと国に対しても物を言って、市として、き

ちんと今回の報告書を受け止めて、その児童や子供だけに限らずに、これまで職員を減らし続け

てきたということのやっぱり検証をきちんとして、反省をしていただきたいと思います。 
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  頂いた資料によりますと、今年度４月１日時点で職員２万722名のほかに6,597名の会計年度職

員の方がおられます。こども家庭局に至っては、職員数1,363名を上回る1,836名の方が会計年度

職員として働いておられると。行財政改革を進めてきた当局として、適切にこれ、機能できてい

るとお考えなのか、状況をどうつかんでおられるのかお聞きをします。 

○島行財政局部長 こども家庭局におけますその会計年度任用職員の数が多いといいますのは、こ

れは保育所におけます会計年度任用職員の数が多いということによろうかと思います。 

  再三御指摘をいただいている児童虐待対応に関しましては、こども家庭センターにおきまして、

特に任期の定めのない職員が休日・夜間の対応であったり関係機関との迅速な連絡調整などを行

ってございますし、会計年度任用職員については、特にその西区の事案との関連性というのは指

摘されてございません。 

  ７年度については先ほど申し上げたとおり、体制については児童虐待対応について強化すると

いうことで考えております。 

  以上でございます。 

○分科員（朝倉えつ子） 本局の現場では毎年欠員が増えていて、会計年度職員さんを見つけるの

も本当に大変だという声で、休憩すらまともに取れない、療育センターなどでも声が起こってい

ます。ブラックな働かせ方がさらに人手不足を招いているというふうに思えてなりません。 

  市民の暮らしを支えるはずの職員自身が困難な状況にいる中で、どうやって市民への支援もで

きるんだろうか、支えていけるんだろうかと思うんですけれども、先ほど２倍のスピードで職員

削減を進めてきたというふうにもおっしゃるんですけど、やっぱり市民に直結する部分は職員削

減ではなくて、職員を増やすということ―― 会計年度職員が、頂いた資料でもあまりにも女性に

偏っているんですけれども、この今の職員体制の在り方そのものをやっぱり見直すべきだという

ふうに思うんですけれども、いかがでしょうか。 

○島行財政局部長 会計年度任用職員につきましては、それぞれの職場の業務の内容であるとか状

況に応じまして、補助的な定型的な業務を担わせることが適当な場合に、会計年度任用職員を登

用しているところでございます。 

  また、任期の定めのない職員については特に付加価値の高い業務に就いているということで、

それぞれの業務の状況に合わせた最適な職員体制を構築しているということでございます。 

○分科員（朝倉えつ子） 補助的なとおっしゃるんですけど、会計年度職員の中にもフルで働いて

るフルタイムという方たちがいらっしゃいます。女性でも400人で男性でも79名ということで、

決して補助的な役割を担っているわけではないということです。 

  こども家庭局などは、まさに保育園などの開所時間に合わせて必要な職員配置が要るわけです

から、決してその８時間労働の中ではうまく回らない現場ですよね。そういうところできちんと

フルで働ける職員が、本当に欠員が続いていてその穴埋めもできない―― パート・アルバイトを

延ばしていただいてやっているという声もお聞きをしています。 

  やっぱりこういう本当に子供たちを預かるところ、命を預かるところにいる現場の職員さんが

困難な状況では、本当に市民の暮らしを支えることはできないんじゃないかと思うんですけれど

も、もう１度その点、いかがでしょうか。 

○坂井行財政局副局長 島部長からも御答弁申し上げておりますとおり、会計年度任用職員は業務

内容が任期の定めのない職員と異なっていると―― 単に勤務時間だけをもって責任の重さとか、

そういったものを評価するものではございませんので、そういった御指摘は当たらないというふ
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うに考えてございます。 

○分科員（朝倉えつ子） この会計年度職員さんのほとんど―― 75％が女性なんです。それで、本

会議でもお示しをしたんですけれども、女性の非正規雇用率57.9％ということで、本当に全国平

均よりも下回っているということでして、神戸市の政令市別比較でも女性の就業率ワースト３位

と、共働き世帯の割合がワースト２位ということで、本当に今、神戸市としてこの現状をきちん

と改善に向かって頑張っていく上で、神戸市の足元の市の職員さんのやっぱり働き方そのものを

変えていっていただきたい―― 改善しなければいけないと思うんですけれども、仕事と子育ての

両立や女性の働きやすさに課題があるというふうに、これは神戸市自体がお書きになってるんで

すね。 

  課題があるというんだったら、やっぱり市として仕事と育児が両立できる、女性が働きやすい

職場にすると―― 足元の市の女性職員を正規職員に増やして牽引力を果たしていただきたいとい

うふうに思うんですが、いかがでしょうか。 

○坂井行財政局副局長 先ほどから申し上げておりますとおり、会計年度任用職員については任期

の定めのない職員と、期待されている役割であるとか、あるいは業務内容が違うということでご

ざいますので、その点は御理解いただけたらと思っております。 

  一方で女性が働きやすい職場づくりというのは非常に重要であるというのは以前から申し上げ

ているとおりでございますので、先ほども御答弁申し上げましたけれども、女性が仕事と家庭の

両立を支援できるような取組といたしまして、今年度、神戸市としては独自に育児部分休暇とい

うことで、小１の壁に対応できるような休暇を新設するなど、女性職員―― 女性に限らずですけ

れども―― 男性も含めて仕事と家庭が両立できるような職場づくりに取り組んでいるところでご

ざいます。 

  あと、時間外勤務であるとか働き方改革なども進めながら、職員が生き生きと仕事ができるよ

うな職場づくりというのを、神戸市としては当然これから取り組んでいかなければいけない課題

であるということで認識しておりますので、その考え方に基づいて取組を進めてまいりたいと考

えております。 

  以上でございます。 

○分科員（朝倉えつ子） 女性が離職をするのは、やっぱり出産や育児ということがはっきりして

います。やっぱりそこの環境整備をしていただきたいということと、今日はちょっと時間がなく

て述べられなかったんですけど、神戸市の中でも育児休業を男性職員が取っている比率が本当に

少ないということを知ってびっくりしているんですけど、そういうことも含めてやっぱり環境改

善をしていただきたいと思います。 

  そして、やっぱり人口減少だから職員は増やせないという立場では、本当にそういう環境もよ

くならないと思いますし、結局非正規や民間委託を広げてきた結果、人手不足に拍車をかけてい

ると―― 子供の命を預かる現場で悲鳴が上がっているということで、改めて今回の検証報告書も

含めて重く受け止めていただきたいんですけれども、行財政改革によるさらなる職員削減はやめ

て、市民の困り事に積極的に介入して、やっぱり支援ができるように正規職員を増やして、体制

の強化を求めたいと思います。 

  仕事と育児の両立、女性の働きやすい環境、職場環境の充実を市の足元から進めていただきた

いということを求めて、質問を終わります。 

○主査（大井としひろ） お疲れさまでした。 
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  次に、よこはた委員、発言席へどうぞ。 

○分科員（よこはた和幸） お疲れさまです。私のほうから、まず財源の確保について伺います。 

  令和７年度の予算案を拝見をいたしますと、過去最高の額の3,314億円の市税収入等を背景に、

20年ぶりに総額２兆円を超える大型予算となりました。個人・法人税含めてこれがプラスになる

ということは、自主財源が強くなって神戸市の体力が私は増強したというふうに思っています。

また、常々私どもが申し上げておるのは、今だけではなくて将来の神戸に大胆な投資をしてもら

いたいということにつながった予算だというふうに評価をしているところでございます。 

  一方、義務的経費の増加によって、今後10年間の財政収支見通しでは、1,196億円の累積収支

不足が見込まれております。徹底的な業務改革、事務事業の見直しを行い、歳出の抑制を図りつ

つ、めり張りのある財政運営―― もう１度申し上げます―― めり張りのある財政運営を行ってい

く必要があろうかと思っております。 

  こうした中、さきに日銀が追加利上げを発表いたしました。これは利払い費の増加につながる

一方、資金をより効果的に運用する好機でもあるというふうに考えております。実際、頂いた資

料の中のこの資金運用というところで、利息収入というところだけ拝見すると、歳計現金等で令

和５年度決算では3,400万円でございましたが、令和６年度見込みでは３億7,300万円、そして令

和７年度予算では13億3,100万円となっております。これは今後恐らく見通しでは日銀の金利は

上がる方向にあろうかと思いますので、私はある程度ここで強気になっていいのではないかとい

うふうに考えております。 

  当然、市民からお預かりをしている資金でございますので、安定運用・安全運用に運用しなけ

ればならないということ、このことは大前提でありますが、従来どおり積極果敢な投資を継続し

ていくためにも、今後の資金需要も見据えた上でできるだけ高い金利へシフトするというような、

さらなる財源確保に努めていただきたいと考えますが、見解を伺います。 

○西尾行財政局長 委員御指摘の効率的な資金運用による財源確保に努めていくことは、極めて重

要であると思っております。ちなみにですが、市場の金利の動向についてちょっと触れさせてい

ただきます。 

  令和６年３月の日銀の金融政策決定会合におきましてマイナス金利政策が解除されて以降、令

和６年７月及び令和７年１月に政策金利が0.25％ずつ引き上げられました。現在は0.5％となっ

ておるところです。これに伴いまして市場公募債の調達金利も上昇しておりまして、５年債につ

きましてはマイナス金利解除前―― 令和６年１月時点でございますが―― 0.36％であったものが、

直近の令和７年１月時点では0.97％と、0.6ポイント以上の上昇となっております。 

  先般の衆議院予算委員会―― １月31日にございましたが―― この場で日銀の植田総裁からは、

引き続き政策金利を引き上げていく旨の発言があったことから、この金利上昇局面というのをし

ばらく継続するものであると見込んでおるところでございます。 

  これまでも資金運用取扱基準に基づきまして、本市では歳計現金は定期預金３か月・６か月を

中心とした運用を行うとともに、公債基金は国債や地方債等によるラダー型運用10年・20年を実

施するなど、確実かつ効率的な運用に取り組んできたところでございます。 

  今後はこれらの取組に加えまして直近の金利情勢を踏まえ、歳計現金では中期―― ２年から５

年の定期預金による運用を令和６年２月から開始しまして、さらに公債基金では資金需要をより

精緻に見込むことによりまして、短い年限―― ２年とかの短い年限での債券運用にも、令和７年

度から取り組んでいこうとしておるところでございます。 
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  引き続き金利の動向を捉えながら効率的な資金運用と調達に努めますとともに、事務事業の見

直しに取り組むことで、都心・三宮の再整備や駅前リノベーションをはじめとした暮らしの質、

都市の価値を高める施策を積極的に推進してまいりたいと考えております。 

  以上でございます。 

○分科員（よこはた和幸） その運用の考え方については、私はそれでよかろうかというふうに思

っております。 

  そして市長の会見を見ておりましたら、今回の予算は攻めだというふうにおっしゃっていまし

た。また、本会議等でも未来への投資という言葉もございまして、私は今回の予算編成は大変思

い切った予算編成だなと思っております。 

  神戸空港の国際化やウオーターフロント、三宮整備が整えば恐らく―― いや、必ず新産業が生

まれてくるだろう、企業誘致も増えるだろう、人口も増えるだろう、雇用も増えるだろう、経世

済民が回って最終的には市民所得につながるというふうに思っております。今やる投資、目に見

えてくる例えば神戸空港や三宮整備、私は、将来の神戸にとって大変今重要な時期に来ておりま

すので、画竜点睛を欠かぬよう引き続き投資をしてもらいたいというふうに思います。 

  一方、この義務的経費5,700億円という中で、なかなかこれが減っていくというのも難しかろ

うと思いますし、社会の情勢、少子・高齢化等々を考えるとますます不安定要素がある中でござ

いましたが、今局長がおっしゃったように、この徹底的な業務改革、事務事業の見直し、これは

当然図っていただく―― 補助金の使い方につきましてもまだまだできる余地は、私はあろうかと

いうふうに考えております。 

  今2025のこの行財政改革がファイナルのステージを迎えているところでございますが、しっか

り総括をしていただきながらも、その業務改革とかやるべきこと、歳出削減―― 恐らく、名前は

分かりませんが行財政改革2030になるかもしれませんが、引き続きやっていただきたいと思いま

す。 

  先ほどの会派と違って、私どもは持続可能な神戸のためには必要なものにはしっかり投資をし

ていただきたい。ただ、歳出を削減するところは、これも大胆にやっていただきたいというふう

に思います。将来の神戸には本当に今大事な時期でございますから、どうぞ行財政局の皆さんに

とられましては、萎縮せずに次の神戸の財源等をしっかり見守っていただきたい、投資をしてい

ただきたいと思います。 

  次に、働き方改革についてお伺いをいたします。 

  令和３年度に策定をされました働き方改革ロードマップ2.0、これは2021年から2025年までの

工程表がございまして、令和７年度の目標として、スマート化が70％、来庁者を減らすというの

が40％、男性育児の取得が30％、印刷数を60％減らすという目標が立てられています。 

  技術革新の今、過渡期であろうかというふうに存じますが、「やめる・へらす・かえる」この

取組を頑張っておられますが、もう少し頑張れる余裕があるのではないかと考えております。職

員１人１人の負担、とりわけ本市の重要施策を担う部署の職員の負担が増大しているのではない

かと懸念しております。例えば、この予算の時期、まさしく皆様方が何時に帰っておられるか、

こういったことも含めて私は改善をするべきだと思っております。 

  こうした職員の超過勤務の状況、業務負担の偏り方等をどのように捉え、どのような対策を講

じておられるのか伺います。 

○坂井行財政局副局長 職員の時間外勤務の状況について、私のほうから答弁申し上げます。 
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  平成29年度以降、本格的に全庁的な働き方改革に取り組んでおりまして、現状で申し上げます

と１人一月当たりの時間外勤務につきましては、28年度は16.9時間だったのが令和５年度には

14.8時間と、2.1時間減少しております。また、年間の時間外勤務が720時間を超えるいわゆる長

時間勤務の職員について、平成28年度は275人でございましたが、令和５年度には89人というこ

とで大幅に減少しておりますが、依然として長時間勤務している職員がいるという状況でござい

ます。 

  特定の職場への業務の負担が偏っているのではないかというような御指摘でございましたけれ

ども、所管する業務の性質によっては、やはり一定期間内に集中的に業務を処理する必要がござ

いまして、一時的に特定の職場の時間外勤務が増えるというのは避けられないような状況でござ

います。 

  そういった中で神戸市としましては、やはり先ほど申し上げた長時間勤務の職員を減らすとい

うことを最優先の課題と位置づけておりまして、各局室区で横断的な対応ということで、部内局

内横断応援制度ということで職場内で職員を融通し合って応援するというような制度を設けてお

ったりですとか、あるいは一時的な業務の増のために人材派遣とか、あるいは会計年度任用職員

を活用するというような体制を取り組んだり、あるいは恒久的に時間外勤務があるような職場に

ついてはそもそもの職員の増員を図ったりというような対策を講じております。 

  また、本年度から各局室区における時間外勤務を見える化ということで見て、ぱっと見て分か

るような分析ツールを開発、提供しておりまして、各局室区長・副局長によるいわゆる勤務時間

のトップマネジメントという形で強化を図ってございます。全庁的な働き方改革というのを進め

ながら、このような取組―― 見える化であるとかマネジメントの強化も図りながら、特定の職場

であるとか職員に業務が集中することのないように、取組を進めてまいりたいと考えてございま

す。 

  以上でございます。 

○分科員（よこはた和幸） ありがとうございます。 

  このロードマップが今回で最終年ということでございます。次があるかどうかは分かりません

が、私はこのロードマップを見ていて、例えばビジョンが「ヒューマンで優しいスマートシティ

神戸」、副題が「デジタルトランスフォーメーションで新しい行政のスタイルとバリューを創造」

とか、行政手続でデジタルファースト、ワンスオンリー、コネクテッド・ワンストップというふ

うになっているところでございますが、横文字を使えばええというわけではございませんで、こ

れは次にもしおつくりになられるときは、もう少し市民に分かりやすいようにおつくりになられ

るほうが私はよかろうかと思います。 

  これは意見だけでございまして、次にこの今の働き方改革、非常に頑張っておられるというこ

とは重々承知をしているところでございますが、今新潟県では、働き方改革行動計画というのに

おきまして、22時以降の時間外勤務を原則禁止するとともに、終業の時刻から翌日の始業の時刻

までの間に10時間以上のインターバル時間を設けることを原則化するなど、長時間勤務の解消に

努めていると伺います。 

  本市においても同様の取組の検討のほか、別にこれは９時でも10時でも構いませんけれども、

例えば22時で庁舎をクローズするなど職員の働き方を抜本的に改める取組を実施し、職員の健康

を確保し、働きやすい環境づくりを進めていただきたいと考えますが、見解を伺います。 

○坂井行財政局副局長 御指摘のように、いわゆる勤務間インターバル制度につきまして、他都市
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において導入をされているということは承知をしてございます。 

  勤務間インターバルの確保によりまして職員の健康の管理ができるということではございます

が、一方で翌日の勤務開始時間を遅らせるようなことも想定をされまして、公務の性質上、神戸

市は基礎的自治体でございますので、窓口職場があったりあるいは緊急対応が必要な事案なども

ございますので、そういった中で市民サービスへの影響ということも考慮する必要があるのかな

というふうに考えてございます。 

  また、庁舎を一時的に閉鎖をするというような手段を取るのも有効ではないかという御指摘で

ございました。確かにそれによって時間外勤務を抑制するということの効果は期待できるかなと

いうふうには思いますが、一方でＰＣの持ち帰りによります情報漏えいでございましたり、ある

いは賃金不払い残業などの発生になるというようなリスクもあるというふうに考えておりまして、

慎重な検討が必要であろうと考えております。 

  先ほど申し上げましたように、長時間勤務の解消を優先課題と位置づけまして、マネジメント

の強化であるとか業務改革の推進を行いまして、業務量の削減・効率化の対策を取り組んでおり

まして、今減少の傾向にございますので、このような取組を着実に進めながらやっていくという

ことが重要であると認識しております。 

  御指摘の勤務間インターバルの制度につきまして、導入されている自治体もございますので、

そういった自治体の状況も聞きながら、今後引き続き研究してまいりたいと考えてございます。 

  以上でございます。 

○分科員（よこはた和幸） ありがとうございます。私も15年、この議員をして感じることは、研

究します、検討します、勉強しますということはしないということと私は認識をしておりますが、

この職員を守ることについては何とぞ前向きに検討をしていただきたいと思います。 

  また少し観点を変えて、メンタルヘルスについてお伺いしたいと思いますが、職員のメンタル

ヘルス対策について地方公務員安全衛生推進協会が実施した地方公務員健康状況等の現況の概要

による令和５年度の精神及び行動の障害による長期病休者の割合は、約2.3％に上ります。これ

は15年前の平成20年度の約２倍となっており、神戸市においてもメンタルヘルスの不調による休

職者は年々増加していると伺いました。 

  神戸市では、神戸市職員心の健康づくりのための指針に基づき、メンタルヘルス不調の未然防

止・早期発見・早期対応・職場復帰支援等を実施しているということでございますが、これまで

の取組をどのように評価をしておられるのか。また、休職者が高止まりをしている現状も踏まえ、

今後どのような対策を行おうとしているのか見解を伺います。 

○加納行財政局部長 職員のメンタルヘルス対策について御答弁いたします。 

  御指摘の精神及び行動の障害による長期病休者の割合が、全国約2.3％に比しまして、本市は

約２％でございます。本市の病気休職者の割合も、平成20年と令和５年度の比較では約２倍とな

っておりまして、本市におきましても高止まりする傾向が続いております。 

  御指摘の指針に基づく取組の評価でございますけれども、具体的にはセルフケア・ラインケア

の支援による未然防止・早期発見、それから高ストレス者の産業医面談などの早期対応、それか

ら休職者への復職支援といったプレ出勤の制度を活用しまして、きめ細かな対応を行っていると

ころでございます。また、増加しているメンタルヘルスの不調者に対しましては、相談は漏れな

く行っているところでございます。 

  一方で、課題と令和７年度の重点的な取組としましては、職員が誰にも相談できないまま新規
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休職に至ったケースもやっぱり散見してございます。それにつきましては、不調の早期段階でた

めらいなく私どもの産業医とか産業保健スタッフがございますので、積極的な職場訪問をしまし

てそちらのほうにつなぐ、それから全市の職員のセルフケア研修によりまして産業保健スタッフ

のほうにつなぐということで、その後医療につないだりすることで休職を防いでいくということ

でございます。 

  今後とも高止まりの対策としまして、未然防止、それから早期発見により休職に至らない支援、

それから復職支援によりまして長期休職にならないための支援を重点的に行ってまいりたいと思

います。 

○分科員（よこはた和幸） ありがとうございます。数字が全てではありませんけれども、やはり

高止まりしている状況、本当に休職に至らない状況になるよう、あらゆる手段を講じていただき

たいと思います。 

  そして最後に、公文書の公開についてお伺いします。先般、国有地売却を巡る財務省の公文書

改ざん問題で、同省が存否も明かさず関連文書を不開示とした対応を違法とする判決が下されま

した。情報公開制度は市民の知る権利を保障し、公正で民主的な行政の推進に資することを目的

としたものであります。一層の行政情報の公開、これを図ることで説明責任を果たし、市民の理

解と信頼を確保していかなければならないというふうに考えます。 

  一方で他都市においては、行政事務に多大な負担をもたらすいわゆる大量請求、開示そのもの

を目的としていない開示請求など、権利の濫用と言うべき請求を抑止するガイドライン等を定め

た都市もあると伺いました。数にすると相当数ありますし、嫌がらせと思われるというような案

件もあったようであります。 

  同様に、私は神戸市においても、濫用とまでは言えないものの、他都市の方からの膨大な公文

書公開請求への対応に、職員の皆さん方が多大な労力を割かざるを得なかったケースがあると伺

ったところでございます。 

  平成13年の情報公開法及び神戸市情報公開条例の施行から20数年が経過をしております。こう

した国や他都市の事例も踏まえつつ、本市の情報公開制度が時代に即した適正なものとなってい

るのか、改めて見直す時期に差しかかっていると考えますが、見解を伺います。 

○岡本市長室長 情報公開制度の関係でございます。 

  委員からございましたように、平成13年に情報公開法の成立を受けまして、従来公文書公開条

例というのを持ってございましたけれども、それを全部改正をいたしまして、現在の神戸市情報

公開条例を制定、そして施行をいたしております。その中でも公正で適正な公文書公開制度の運

用であったり、情報提供の充実を図ってきたというところでございます。 

  当然、条例１条にはその趣旨・目的を書いてございますけれども、第10条には、その10条に書

かれています各号に該当する情報を除き公文書を公開しなければならない―― つまり、いわゆる

原則公開ということの考え方を具体的に定めてございまして、その考え方に基づいて制度の適正

な運用に努めてきたところでございます。 

  一方、今委員からもございましたように、本来の公文書公開という目的ではないのではないか

と、そういった形で、例えば短期間に集中して大量の請求があるとか、同じ内容について繰り返

し請求を求めるとかいうようなことで、やはりその公開の請求に対する趣旨・目的を逸脱すると

いう、いわゆる権利の濫用という―― 委員もおっしゃっておられましたことで、運用上問題にな

っているというのも事実でございます。これまで神戸市においても、条例施行後12件、濫用とい
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うことで却下した事例がございまして、いずれも毅然とした対応をしてきたつもりでございます。 

  神戸市においては、その濫用を認める請求を拒否するということを書いた条文であるとかガイ

ドラインというのは直接的にはないんですけれども、第４条の中には、当然請求するものは条例

の目的に即してその権利を正当に行使するというような言葉である―― その一般法理に基づいて

それを却下することができる―― これは裁判の判例においても、この一般法理をもって拒否がで

きるというふうにされているところでございますので、繰り返しになりますが、そういう形でそ

のようなものがあるということであれば、もちろんその権利の濫用に当たるかどうかは慎重に判

断をする必要はありますけれども、そのように判断した場合については毅然として対応していき

たいというふうに考えてございます。 

  一方で、この制度につきまして、当然これまでは判例であるとか国、あるいは他都市の答申、

あるいは神戸市の審査会の答申なんかも含めまして、それぞれ時代に応じた判断・運用に努めて

きたところではあります。 

  ただ、一例で挙げましたら、せんだって本会議でもございましたけれども、指定管理者制度の

関連の情報公開の議論につきまして、その提案資料の取扱いについていろいろ議論がございまし

て、現在検討したいというふうに考えているところでございます。 

  いずれにしましても、引き続き原則公開という考え方をもちろんベースに持った上で、条例の

目的に即した適正な運用に努めてまいりたいというふうに考えてございます。 

  以上でございます。 

○分科員（よこはた和幸） 公開については当然原則公開、ただ権利の濫用につきましては毅然と

した態度を取っていただくということについて、私はそれでよかろうかというふうに思います。 

  先ほど国会の特別委員会でも、この選挙に関して選挙ポスターに品位のない言葉を使わないと

いうことや、２馬力ということも考えるというようなことも出てまいりました。今の状況を考え

ると、現状に法律が追いついていないという状況になるというふうに思います。 

  神戸でも、私は選挙とは関係ございませんが、やはりこういった権利の濫用につきましても乱

発される可能性もありますので、これは守るためにも毅然とした態度を取っていただきたいとい

うことを願いまして終わります。ありがとうございました。 

○主査（大井としひろ） お疲れさまでした。 

  次にあわはら委員、発言席へどうぞ。 

○分科員（あわはら富夫） 15分しかありませんので、簡単に質問させていただきたいと思います。 

  実は２点用意したんですが。１点ちょっと重なってますので、後で要望等に代えさせていただ

きたいと思います。 

  １つは、財政の見通しについてです。2024年度当初予算より私が要望してきた、10年後の財政

見通しというのを公表されました。これにより、議会も市民も中長期的な視点に立って神戸の未

来の財政の在り方を議論することができるようになったと、この決断を評価しているところです。 

  当初予算によりますと、神戸空港の国際化だとか都心・三宮だとか王子公園再整備など、大型

プロジェクトがめじろ押し。それとともに子育て支援というのはこれからも力を入れていかなあ

かんというふうな内容の予算になっております。 

  10年後の財政状況を見える化したことを、このたびの予算編成でどのように財政当局として生

かしたのか。試算を５年から10年間延ばしたことに対する評価を、財政当局としての見解を伺い

たいと思います。 
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○西尾行財政局長 委員、代表質疑でも御指摘されましたように、財政運営に当たって将来世代に

過度な負担を残さない、持続可能な大都市経営というのが重要であると我々も考えております。 

  近年積極投資を行ってきているところではありますが、令和７年度予算編成におきましては、

昨年度作成しました収支見通しをベースにいたしまして、投資的事業の平準化、市債発行の抑制

に努めた結果、今回公表いたしました収支見通しでは、公債費について、年度間で多少の差は生

じるものの急激に増加することなく、令和17年度までは1,000億円程度で推移することが明らか

になりました。 

  一方、先ほどの質疑の中にもありました日銀の政策金利の上昇によりまして、公債費は今後増

加していくことが予想されるために、将来世代が過度な負担を背負い込むことがないように、こ

のたび新都市整備事業会計の資金を繰上償還に活用するという判断に至りました。これは財政当

局としては、収支見通しがあってこその判断ではなかったかと思っております。 

  いずれにいたしましても、長期財政収支見通しで将来像を見える化する、可視化することで骨

格となる財政フレームを意識して、予算編成においてその意識、イメージの上で必要となる対応

を念頭に変化の激しい社会情勢を織り込んでいく、こういったことが求められるのではないかと

考えておりまして、それを毎年度ローリングしていくということが重要になってくると考えてお

ります。将来を見据えた持続可能な大都市経営に向けて、これらの取組を進めてまいりたいと考

えております。 

  以上でございます。 

○分科員（あわはら富夫） 今御答弁いただいたんですが、私も当初の問題意識というのは、この

４～５年の間ですかね、三宮の再整備だとか、ちょっと湾岸は遠のくかもしれませんが、湾岸だ

とか大型投資が集中すると、そうすると当然建設地方債等も増やさないといけない。これが３年

後ぐらいから今度は返済ということになってくるというふうになると、５年のタームで見てもそ

の変化がなかなか受け取れないということで、10年になれば、ちょうど10年というのは１つの区

切りに―― 公債返還の区切りにもなりますので、そうするとその影響が見えてきて、それはでき

るだけ平準化しないとそのときの市民の負担というのが増えざるを得ないということで、将来負

担を平準化するために、この10年間という見方をちゃんと出すべきじゃないかというのを言わせ

ていただいて、今度これをいただいたので、これをかなり見せていただいて、確かにこの公債費

に一番関心があったんですけれども、ある程度平準化されてきていると。 

  ただ、今言われたようにやっぱり金利上昇というのは、これからも確実に金利が上昇してくる

というふうになると、今の義務的経費というのをいかにあまり増やさないか―― 増やさないとい

うことはもう無理だと思うんですが、ただ一方では、１つはやっぱり生活保護費は横ばいになっ

たけれども、その他の子供だとか障害者というところの部分というのはまだまだこれは増えてい

って、ここでも実際に500億ぐらい、10年間で増える内容になってますし、その一方で人件費を

これ以上削れるかと―― 実は後の要望とも関係してくるんですが、逆に技術系の職員というのを

もういかに確保するかというのは、これから神戸市にとってもう１番大事な部分だと思うんです

ね。 

  これだけ技術職員が民間に引き抜かれたりというようなことを僕もいっぱい聞いているわけで、

そういう状況の中にあって、やっぱり技術系の職員っていうのは将来の民間委託を皆さんがやる

としても、それを監視する能力もこれはあるわけで、それはこちらの技術力が低くなったらもう

向こうはやりたい放題になっちゃうわけで、そういう人もちゃんと確保しないといけないとなる
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と、やっぱり人件費を削るのも、もうそろそろ私は限界で、実際に皆さんのほうを見ても人件費

は減ってないのでね、10年間見ても。 

  それともう１つは、区役所の民間移管がありましたけれども、これもやめたと。多分あれが大

きかったと思うんです、将来的に考えた場合。ところが、あれももうやめたということになると、

あと問題にするのは公債費をいかに増えないようにしていくかと、一定安定させていくかという

のがやっぱり一番基準になるのかなというふうに思います。 

  それでちょっとお聞きしたいんですけれども、数字的なことなんですが、今回新都市が所有す

る現預金から120億円、それと土地売却60億でたしか180億円を繰上げ―― 将来の公債費の償還の

繰上げにしたと思うんですけれども、これは一体、全体としてはどれぐらいの効果があるんでし

ょうか、ちょっとお聞かせいただきたいと……。 

○安居行財政局副局長 今委員から御説明ありましたとおり、新都市整備事業会計の廃止に伴う残

余資金のうちの120億円、それから旧の新都市の土地を売却する売却代でこれが60億円、合計180

億円を繰上償還をさせていただいたということでございます。 

  この収支見通し上どのように反映させているかということにつきましては、公債費の負担を平

準化させまして、毎年18億ずつそれを活用して公債費を削減していると、そういった収支見通し

になってございます。 

○分科員（あわはら富夫） いや、ちょっと疑問に思ったのは、僕らは昔からの繰上償還っていう

発想でいくと、金利の高い部分をできるだけ早く償還をしていくということによってその分が助

かっていくという発想があるんですけれども、この間、結構金利が低いわけでしょう。というこ

とは繰上償還しても、それほどその効果というのがちょっと見られない。ただ金利はこれから上

がってきますから、そこでの効果はあると思うんですけれども、これは単純にだから180億を10

年間で割っていって減らしていったというふうに理解していいというところですね。分かりまし

た。 

  ただ、その効果は、これは金利が上がっていくわけだから、将来的な効果でいうと18億じゃな

くてもっと生きてくる可能性はあるというふうに理解していいということですかね。 

○安居行財政局副局長 今御指摘いただきましたように、繰上償還ということでございますけれど

も、実際には公債基金のほうに一旦積み立てて運用を図っていくと―― 実際の18億ずつ取り崩す

までの間につきましてはそういった運用をしていくということになりますので、そこで今後の金

利の上昇を踏まえて、効果的な運用ができるものというふうに考えてございます。 

○分科員（あわはら富夫） ちょっとマニアックな話になって申し訳なかったんですが、さらにち

ょっと再質疑させていただきたいんですが、この公債費に関してなんですけれども、国の知財特

会ね。昔、私たちは予算の説明を受けるときには、神戸市の皆さんのほうから必ず国の地方財政

の特会の財政状況を確認をして、今度の地方交付税は相対的にこんなに減りますよみたいなこと

の話を受けてから説明を受けたりという歴史があるんですが、最近はそういうのを皆さんのほう

からの勉強ではなくなっているんですが、ただ最近の地財特会を見ていたら国の税収がどんどん

増えているというふうなことがあって、この２年間ほどは、非常に神戸市にとってはよい傾向に

なっている。 

  そして臨時財政対策債は今回ゼロということになると、これもある意味では公債費を抑えてい

くということの影響が大きいと思うんですけれども、この知財特会の今のような現状がまたどう

なっていくのかというのは、皆さんはどう見ておられるんでしょうか。 
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○西尾行財政局長 経済情勢・社会情勢がかなり不透明な部分が大きいので、地方財政計画が今後

どうなっていくかということについては、我々も確たる見通しを持っているわけではございませ

ん。ただ、少なくともここ数年におきましては税収が安定して確保できるのではないかと考えて

おりますので、その中で、今年度と同様の措置が数年は続くのではないかと思っております。 

  ただ、これについても地方財政計画、地方財政に対する制度の変更がなかりせばということが

前提になってまいりますが、そのあたりの見直しというのが出てまいりますと、これはまた話が

替わってきますので、ただ毎年度骨太の方針の中で、地方財政における一般財源総額を確保する

ということが述べられますので、それを待って我々も予算編成に入るということになりますので、

そのあたりの状況を注意深く見守りながら、必要に応じて要望等をしてまいりたいと考えており

ます。 

  以上でございます。 

○分科員（あわはら富夫） そしたら、ちょっと私のほうの本題に入りたいんですけれども、実は

本会議でも質疑させていただいて、今回は180億というものがそういう形でされたんですが、今

後、例えばポーアイ２期の用地であるとか、それから西神工業団地の売却できる用地もあります

し、それから空港の未成土地も―― 将来的ですけれども、これも売却すれば一般会計のほうへ入

れますよという話を、この本会議でも聞かせていただきました。 

  これ、例えばポーアイの２期の用地だけでも、少なく見積もっても500億ぐらいあると―― こ

れは言い方は悪いですけど、むちゃくちゃ今後の財政にとっては宝の山というふうに見えるんで

すけれども、本会議の答弁では、それも将来の公債費の繰上償還の財源にしていきたいという答

弁だったんですが、これ全部そうしていくのか、私のほうとしては別の活用策も一応提案させて

いただいたんですけれども、その辺についてはどういうふうな感想かお聞かせいただきたいと思

います。 

○西尾行財政局長 財政を預かる者としては、全額繰上償還という形で次世代に負担を残さないと

いう選択肢がベストかと思っております。ただ、繰上償還をするということは公債費における償

還財源が減少するということになりますので、それは毎年の予算編成の中で、議論の中で優先順

位をつけて事業化していけばいいのではないかと考えております。 

  以上でございます。 

○分科員（あわはら富夫） 実はその将来財源といいながら、本会議でもちょっとお話しさせてい

ただきましたけれども、実際にニュータウン建設をしたとき、それから工業団地の土地売却、そ

の売却益が結果として本当は現金が残っていなくて、言うたら空港島の土地だとかポーアイ２期

なんかの土地に化けて今存在しているわけで、それが売却をされたと、利益がまた生まれたと、

それは一般会計に入ると―― そこまでは許されるんですけれども、償還財源だけに流れていくと

いうのは、ちょっとやっぱり納得できない。やっぱりニュータウンだとかいうことで、もともと

調整勘定で500億ぐらい積み立てていたわけですから。 

  ただ本会議で市長のほうが、都市局の今度できるニュータウンの基金だけではなくて一般会計

の部分の財源も活用しながら、ニュータウンのことについてはいろんな事業は保障していきたい

んだというふうな言い方をされているんですけれども、その辺はどうなんでしょうか。 

○西尾行財政局長 当然、新都市会計が閉鎖になる関係で一般会計のほうにその移管を受けたわけ

ですから、そこの部分については他の地域と同様に一般会計で措置する部分と、プラスアルファ

でやる部分というのは、今回設立いたしますような基金の中で、特定財源に基づく補修でありま
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すとか、そういったものに充てていくということになりますので、ベーシックな部分については

一般会計が措置をするという形での答弁をさせていただいたということでございます。 

○分科員（あわはら富夫） その辺についてはまたいろいろと、これからもちょっと議論させてい

ただきたいと思います。 

  それで時間がもう１分になりましたので要望のほうをさせていただきますけれども、技術系職

員の不足の問題ということで、午前中も𠮷田委員のほうから話がありました。私も全く同じこと

をいろんな場所で聞いていまして、昨年かなり土木職あたりの職員が神戸市で退職されて、民間

のほうに行かれたと、これが１つあると思うんです。 

  それとあと水道局の関係でも技術職が、ちょうどやっぱり一番重要な部分のところが抜けてし

まって、むしろ退職者の皆さんが支えているというふうな状態になっていると。この技術系職員

がこれだけ厳しい状態というか欠員状態が出ているということは、もう非常に大きな問題だと思

います、これから将来にわたって。これをどう確保していくかということについては、単なる勉

強会とかじゃなくて、本当にその仕事が生きがいのある仕事なんだと―― 今日も答弁されました

けれども―― そういうことを認識するような支援策なり対策というのをちゃんと取っていただき

たいと思います。これは要望しておきます。 

○主査（大井としひろ） お疲れさまでございました。 

  次に、岡田委員、発言席へどうぞ。 

  それでは岡田委員、よろしくお願いします。 

○分科員（岡田ゆうじ） 一問一答でお願いいたします。 

  北朝鮮政府によって拉致をされた神戸市民、有本恵子さんの父親の明弘さんが、先々週の２月

15日、娘との再会を果たせないままお亡くなりになられました。彼は娘の恵子さんを1983年に北

朝鮮に拉致されて以来、40年以上、ただ一つの願いであります娘に会いたい、日本に帰ってきて

ほしい、そのことを胸に戦い続けてこられました。この痛みは拉致被害者の家族でなければ分か

らないかもしれませんが、ほかならぬ神戸市民が被害に遭ったことでありますので、改めて皆さ

んと共有をしていただきたいと思います。 

  2002年、北朝鮮が一部の拉致を認め５人の被害者が帰国した際も、有本さんを含む多くの被害

者は帰国がかなわず、北朝鮮は死亡したと主張するばかり。証拠も満足に示さず、家族の苦しみ

を無視し続けました。北朝鮮による拉致問題は我が国にとって最も重大な人権侵害であり、拉致

被害者とその家族が長年にわたり深い苦しみを負ってきた問題であります。 

  特に神戸市は、有本恵子さんと田中実さんという政府認定の拉致被害者が２名いる、全国でも

まれな自治体であります。蓮池さんや地村さんのように、アベックで１件の拉致で２名さらわれ

て政府に認定されたという方は―― 自治体はあるわけでありますが、神戸市のように２件別々の

ケースで２名、しかも全国で17名しかいない―― 政府はめったに認定をしないわけでありますが

―― 17名しかいないうちの２名が神戸市であるということで、神戸市は最大の―― そういう意味

では、政府認定をされている中では最大の被害者自治体であります。 

  このような神戸市の特殊性も鑑み、拉致問題の啓発に一層力を入れる必要性があり、一番の問

題は拉致問題の風化であります。拉致事件はこの国で現実に起きた問題であり、それ自体を知る

ことが再発防止の意味でも重要です。北朝鮮に拉致された１人１人に名前と人生があり、待って

いる人がいます。 

  有本明弘さんも拉致被害者家族会の活動に参加し、全国を回って講演し、恵子さんの写真を手
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に持っては、この問題を風化させてはならないと訴え続けました。少なくとも我々神戸市民は決

して忘れてはならないと思いますが、まずは当局の見解をお伺いします。 

○岡本市長室長 最初に委員からもございましたように、神戸出身で拉致をされた有本恵子さんの

お父様が、先日、２月15日にお亡くなりになられたということでありました。再会を果たせるこ

となくということで、本当に心痛ましいことでございまして、改めて私のほうからもお悔やみを

申し上げたいというふうに思ってございます。 

  この拉致の問題につきましては、これは従来からも申し上げておりますが、我が国の主権と国

民の生命・安全に関する重大な問題であり、基本的人権の侵害という国際社会全体の普遍的問題

でもあり、断じて許すことのできない行為であるというふうに認識をしてございます。 

  特に、先ほど委員からもありましたように、この件につきまして風化をさせることなくしっか

り受け止めていく。今後、何とか早く―― 一刻も早く帰国を実現をするということを望むばかり

でございます。 

  以上でございます。 

○分科員（岡田ゆうじ） ありがとうございます。 

  今しがた岡本室長から非常に心のこもったメッセージがありまして、私もいたく心に残ったわ

けでありますが、しかし神戸市は、これまで拉致問題の啓発に取り組んできた内容はとても十分

とは言えないものであります。 

  まず、これが川口市のホームページであります。川口市は田口八重子さんという、１人、政府

認定拉致被害者を抱えておりまして、あとは特定失踪者の方が４名おられます。この川口市のホ

ームページであれば、この１人の政府認定者の拉致被害者と特定失踪者の４名の写真を載せて、

特に田口さんに関しては、これは左上は幼少期の写真であります。左下はさらわれる直前、御家

族・御兄弟で懇親をしておられた。そして何よりも田口さんは、その１歳の子供を―― 当時１歳

だった子供を残して北朝鮮に拉致をされましたので、田口さんが拉致をされたときにこの息子さ

んが、この右上の１歳の状態であった。親子を引き裂かれて離れ離れになってしまったわけであ

りますが、そのお子さんが小学校を卒業する際の卒業式の写真が右下であります。このように川

口市では、田口さんという方がどんな目に遭って、どういう人生を送ってこられて、どうして一

方的に拉致をされなくてはならないのかということを詳しく説明しています。 

  そして、これが兵庫県のホームページであります。兵庫県は非常に情報量が大きくて、という

のも兵庫県は新潟県に次ぐ日本で最大の拉致被害者の県でありますから、そもそも北朝鮮当局に

よる拉致問題とは何なのか、そして政府の拉致本部、ユーチューブではどういうことが公開をさ

れているのか。映画「めぐみ」の上映会が次、姫路で行われる、次はどこで行われるのかという

こと、そして拉致問題を考える国民のつどいｉｎ兵庫・神戸の開催のアーカイブ、そして拉致問

題啓発舞台劇公演「めぐみへの誓い」、これも尼崎で去年の11月に開かれましたので、次はどこ

で開かれるかというようなことが書いてあります。そして映画「めぐみ」の上映会の案内、兵庫

県拉致問題啓発ビデオ―― これは兵庫県立高校の放送部の皆さんが参加をしておつくりになった

ビデオであります。そして北朝鮮人権侵害問題啓発週間の中身と、政府が今どうしたことに取り

組んでいるのか、そしてアニメ「めぐみ」のことについてもそうであります。兵庫県人権啓発協

会が作成した啓発パネル、これは非常に詳しく、有本恵子さんと田中実さんのライフストーリー

から詳しく書いてあるわけでありますが、そこについての情報のリンク、そして最後に拉致被害

者の生存と救出を願ってということで、またこの１ページだけではなくてこれは別のページであ
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りますが、歴史的な経緯と、また兵庫県では、この１号館・２号館・３号館で常にブルーリボン

を配布をしていまして、これは一年中いつ行ってもそうなんですけれども、ブルーリボンがもら

えるというのと、署名を受け付けてくれるわけであります。 

  そして、北朝鮮のこの拉致被害者の御家族のための義援金口座の情報が書いてあります。口座

番号が書いてありまして、例えば物資の受付はお断りしていますとか、手数料はかかりませんよ

とか、通信欄にちゃんと義援金と書いてくださいとか、そういう詳しい情報が兵庫県に書いてあ

るわけであります。 

  翻って神戸市であります。神戸市は、この今画面に表示されているのが全てであります。スマ

ホで言うと大体1.5画面ぐらい。実は日本で最も認定拉致被害者の多い神戸市は、この記載量で

あります。最初に100文字程度で、政府が認定した拉致被害者で有本さん、田中さんというお二

方がいますと。あとは政府の拉致問題のホームページを見てくださいということが書いてありま

す。その次に、国民の集いというものが４年前に開催をして４年前に終わったということが載っ

ています。そして最後はもう度肝を抜かれるのでありますが、義援金募集活動について、これは

先ほど兵庫県にも川口市にもいろんな市にもあったわけでありますが、義援金の支援についてと

いう欄があるんですが、これをちょっと大きくして見ますと何と書いてあるか。 

  北朝鮮当局による拉致被害者への支援について、拉致被害者・家族義援金委員会が設置され、

義援金の募集を行っております。終わり。だから口座も何も書いてないですね。これを見た人は

自分でグーグルかどこかで検索をして、どうやら拉致被害者の方が義援金をやっておられるよう

なので、一応載せとくけど詳しいことは自分で調べてねということが書いてある。これは恐らく、

義援金というのはどこの拉致被害者の自治体にも必ず詳しく書いてあるので、神戸市もやらなあ

かんなと思ってつくったんでしょうけど、途中まで。だけど途中で話しかけられて、ちょっとも

っと大事なことがあるからといって多分途中でやめちゃったんだと思います。 

  有本明弘さんは、行政の責任あることをやる人が本当にやるべきことをやってくれたら恵子は

帰ってこられたと、責任あることをやる人が本当にいるのかと疑問を持ってずっと言ってきたと

いうことをずっと言っておられました。私は、神戸市というものは政府認定拉致被害者が２人も

おられて、実は特定失踪者で金田龍光さんという方もおられます。北朝鮮は拉致被害者は全員死

んだと―― ５名返した、５名以外は全員死んだ、もしくはそもそも国に入っていないと、だから

１人もいないと言っているんです、ずっと。だけど実は例外中の例外で、田中実さんと金田龍光

さんのお二方だけは実は北朝鮮で生きてるんだと、これはストックホルム合意に至る交渉の中で、

北朝鮮は実は認めているんです。正式な発言として認めているんです。これは全国で唯一生存が

認められた拉致被害者２名であります。田中実さん、金田龍光さん、お二方とも東灘区の市民で

あります。 

  私は、それだけ神戸市が特殊な立場にありながらホームページでこの情報量というのは、本当

に悲しい思いであります。このホームページを何とかしてほしい。いま一度見解をお伺いします。 

○垣内市長室国際部長 拉致問題に関しましては、被害者の皆様の一刻も早い帰国に向け、委員御

指摘のとおり、本市としてもこの問題を風化させることなく取り組んでいく必要があると考えて

おります。 

  委員にただいま紹介していただきましたけれども、神戸市では拉致問題について市民に啓発を

行うためのホームページをウェブサイトに作成をしておりますが、一方で確かに委員の御指摘ど

おり、兵庫県なり他都市のページと比較すると、本市のページでは単独での情報量が極めて簡素
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であり、もう少し工夫をする必要があると感じております。国の対策本部のホームページのリン

クは置いておりますが、神戸市独自の記述というものが必要であると考えております。 

  また、義援金の支援の部分につきましては、これはリンクを貼る必要があるところが漏れてお

るものだと思います。直ちにこれは直して、より充実したホームページにしていきたいと思って

おります。 

  以上です。 

○分科員（岡田ゆうじ） 多分、何か途中でやめちゃったんでしょうね。だからこれは必ず直して

おいていただきたいと思いますし、今部長さんに言っていただいたとおり、内容を充実させてい

ただきたい。 

  そして、これが神戸市のパネル展の様子なんです。毎年やっていただいていることはありがた

いんですが、ここに17人の政府認定拉致被害者がずらっと書いてあるんですけど、どこに有本さ

んがいてどこに田中さんがいるのか分からないんですね。それは何でかと言ったら、政府の資料

をそのまま使っているからなんです。今部長がいい答弁をしていただいたなというのは、神戸市

として何かつくらないといけないというのをおっしゃっていただきました。 

  一番大事なことはもちろん、残りの15名の方ももちろん大切なんです。先ほど龍光さんのエピ

ソードも言いましたけど、だけど今現役で長田区の有本恵子さんと東灘区の田中実さん、そして

特定失踪者である金田龍光さんもいるわけでありますけれども、少なくともこの有本さんと田中

さんのお二方は、神戸市が救い出さないといけないと―― 拉致の問題は国、政府がやることです

けれども、神戸市民を救い出すことは神戸市の仕事ですから、これは例えば兵庫県警のパネルで

すけど、兵庫県警のパネルはちゃんとこうやって有本さん、田中さんって繰り出しているんです

よね。だけど神戸市のはそういうのがないわけであります。 

  そして、これは川崎市の市役所であります。横田めぐみさんを絶対に取り戻すんだと。こちら、

左は新潟市です。横田めぐみさん、大沢孝司さん―― 大沢孝司さんは特定失踪者ですけれども―

― こういうことまでやっているわけですね。この区役所の壁に横断幕をつけたりして、どこに

いても我が市には大沢孝司さんという方が実はいるんだと、ニュースでは全く取り上げられない

けど、間違いなく我々市民の中に横田めぐみさんだけじゃなくて大沢孝司さんという方も犠牲に

遭っているんだということを、みんなこれで知っているわけです。 

  だけど神戸市民の中で、今そちらに座っている中で、金田龍光さんの名前を知っている方はい

ましたか。詳しく勉強している方はもちろん知っていたでしょうけど、知らないと思いますよ。

だから、ぜひこうした取組を１年に１回期間的にやるのではなくてやっていただきたいし、これ

は先ほどありました兵庫県の高校生の放送部の皆さんが拉致問題のミニドラマをつくって、これ

は兵庫県が一生懸命配っています。また、この拉致啓発の舞台劇であるとか、この北朝鮮のラジ

オ放送を公開収録を各県でやっています。こうしたことを神戸市でもやっていただきたい、その

ように思うわけであります。 

  ちょっと時間がないんですが、見解だけお伺いして終わります。 

○垣内市長室国際部長 委員御指摘のように、毎年神戸市ではパネル展を実施しておりますが、過

去に―― ４年前に兵庫県と一緒に政府と共催でイベント協賛をしたりしたこともございます。今

後とも兵庫県と緊密に連携を取りつつ対応していきたいと思っております。 

  以上です。 

○主査（大井としひろ） どうもお疲れさまでした。 
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  以上で、市長室・行財政局関係の質疑は終了いたしました。当局、どうも御苦労さまでござい

ました。 

  以上で、本日の日程は全部終了いたしました。長時間の審査、お疲れさまでございました。 

  次回は明日２月28日午前10時より、本委員会室において企画調整局関係の審査を行いますので

よろしくお願いいたします。 

  本日はこれをもって閉会いたします。お疲れさまでした。 

   （午後４時23分閉会） 


